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2025年度 大阪市への政策・予算要請に対する回答 2025 年 3 月 27日 回答書受領 

要請内容 回答内容 

１.雇用・労働・ジェンダー平等施策 

(1)雇用対策の充実・強化について（★）＜補強＞ 

①公・労・使による総合的な雇用・労働対策の協議につい

て 

総合的な雇用対策を検討していくため、「大阪雇用対策会

議」の実務者会議を開催するよう大阪府に要請すること。 

また、今年初めて「大阪版政労使会議」が開催された

が、継続的な賃上げに向けて市においても公・労・使の枠

組みで、共同宣言や連携協定の実施などの社会的メッセー

ジ発信をおこなうこと。 

 

【背景】 

様々な業種において人手不足が深刻化している。リスキ

リングやリカレント教育、DX 推進などの省力化を通じて雇

用の安定と処遇改善など、オール大阪で総合的に労働政策

を検討し、発信していく必要がある。 

大阪市が先鞭をつけ、労使の間に主体的かつ中立の立場

で公が入り雇用・労働対策のための議論を行うべき。 

また、中・長期的視点で考えるならば、少子化に伴う人

手不足は社会全体で取り組まなければならない課題であ

る。ＤＸ推進などの手法により効率化・省力化も限界があ

り、若年層がいない職場では技能伝承もままならない。 

 

 

「大阪雇用対策会議」の実務者会議につきましては、事務局

である大阪府との連携を密にしながら、事務局からの要請

には速やかに応じてまいりたいと考えています。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 

 

＜継続＞ 

②人材の確保とマッチング機能の強化について 

大阪府の「大阪人材確保推進会議」について取り組み強

化を要請すること。 

とりわけ、インバウンド対応業種や、医療・福祉の現場

も含め、様々な業界で人手不足が深刻化しているため、各

業界での人材確保につながるよう、企業と求職者のマッチ

ング機能強化と併せ、当事者意見をふまえた定着支援の取

り組みも早急に強化・推進すること。 

 

【背景】 

製造・運輸・建設業界やインバウンド業界については、

継続して有効求人倍率は高位で推移している。 

特に『2024 年問題』への対策は急務であり、人材の確保

と定着の両面の取り組みが必要である。業界全体のイメー

ジアップや関連資格取得の支援に留まらず、業界全体の労

働条件向上への支援を求める。 

一方で、インバウンド対応業種は、コロナ禍で明らかと

 

本市では、就労相談窓口として、「しごと情報ひろば」（市

内 4 か所）・「地域就労支援センター」（市内 1 か所）を設け、

職業相談・職業紹介・各種セミナー・合同企業説明会等を行

っています。 

また、就職・就労に向けたマッチングに取り組むだけでな

く、新たな雇用需要を発掘するために、求人開拓にも取り組

んでいるところです。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 
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なったように情勢の変化に大きく影響を受けることに留意

が必要。他の項目で言及しているが、医療・保育・介護と

いった社会（生活）基盤に必要な人材の確保も重要な課

題。 

 

(2)就労支援施策の強化について＜継続＞ 

①地域就労支援事業の強化について 

「大阪市地域労働ネットワーク」の活動を活性化し、就職

困難層の就労支援ニーズに即した事業展開がされるよう、

大阪府へ要請すること。 

就職氷河期世代や、子育てや介護・治療と仕事の両立が

できるよう職業能力開発や就労支援、社会とつながる仕組

みを含む施策を講じること。加えて、女性が困難を抱えや

すいひとり親家庭への支援事業の総合的な就業施策を強化

し、支援の必要な人へ情報が届くようアウトリーチ型の取

り組みも強化すること。 

加えて、これらの課題を持った人々の就労後の環境整備

についても当事者の意見をふまえた支援を検討すること。 

 

【背景】 

地域労働ネットワークが形式的な開催にならないよう、

積極的な活動を求める。 

地域のニーズ、就労希望者、求人企業のニーズを把握

し、的確な就労支援が行われるよう、継続的な取り組みが

必要。また、子育てや介護を抱える人、ひとり親へ向けた

両立しやすい職業能力開発などの就労支援策を求める。 

 

 

「地域労働ネットワーク」の活動を活性化させるための

取組については、事務局である大阪府と連携を密にしなが

ら、大阪府の調整のもと、取りんでまいります。また、しご

と情報ひろば総合就職サポート事業として実施しておりま

す地域就労支援事業では、就労への相談窓口を設定して、働

く意欲・希望がありながら、自分に合った働き方や仕事が見

つからない方、若年者・中高年齢者・障がい者・ひとり親家

庭の親や就職氷河期世代の方など、就職に向けた支援を必

要とされている方に対し、就職決定まで、専門の相談員によ

るきめ細かい一人一人の状況に応じたサポートを実施して

います。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 

 

 

＜継続＞ 

②障がい者雇用の支援強化について 

大阪市内企業の法定雇用率達成に向け、特に雇用ゼロの

中小企業においてマッチングの支援や、事例やノウハウを

共有化し準備段階から採用・定着まで一貫した総合的な支

援策を強化すること。 

障がい当事者の意思を尊重した合理的配慮や相談体制の

充実、職場・社会での障がい者就労への理解促進のための

取り組みを推進すること。 

 

【背景】 

雇用率は全国と同水準（全国 2.33％・大阪 2.35％）だ

が、達成企業割合は全国よりも低位（全国 50.1％・大阪

46.1％）であり、大手偏重の傾向にある。法定雇用率の段

階的引き上げを考慮し、中小企業への取り組みが急務。ヒ

アリングによる企業ニーズ・個別課題に応じた支援が必要

（下線部について回答） 

本市では、障がいのある方の就労支援として、6 つの地域

障がい者就業・生活支援センターとこれを統括する中央セ

ンターを設置し、一人ひとり障がいの特性や障がいの状態

に応じて、障がい福祉サービス事業所やハローワークなど

の関係機関と連携し就労支援、職場定着支援を行っていま

す。 

また、中央センターにおいては、精神障がい者就業支援コ

ーディネーターや発達障がい者就業支援コーディネーター

を配置し、支援機関などと連携をしつつ、精神障がいや発達

障がいのある方が職場定着できるよう専門的な就労支援に

努めているところです。 

さらに、本市では、障がいのある方が暮らしやすい地域社

会（共生社会）の実現をめざして、多様な障がいの特性、コ

ミュニケーションの方法、配慮すべき点などを具体的に記

載した冊子や、指文字が掲載されたリーフレット等を活用
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となってくる。地域に根ざした就労支援が重視されるた

め、大阪府との連携したマッチング支援を求める。 

また、2024 年 4 月から「改正障害者差別解消法」が施行

し、民間企業においても合理的配慮の提供が義務化され、

共生社会実現に向け理解促進のため更なる周知・徹底が必

要。 

 

した「あいサポート運動」の周知・啓発に取り組んでいると

ころです。 

この運動に取り組んでいただける企業・団体を「あいサポ

ート企業・団体」として認定しており、本市ホームページに

て周知を図るとともに、定期的に市内に本社を置く企業に

対し、「あいサポート運動」への協力も依頼しているところ

です。 

今後とも「あいサポート運動」を推進してまいります。 

 

【福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課】 

 

＜新規＞ 

③外国人労働者が安心して働くための環境整備 

市内で働き、暮らす外国人への生活支援について、居住

外国人や、外国人を雇用する、あるいは雇用予定の企業、

支援団体等から意見を聴く場面を設置し、実効性ある共生

支援策とするための PDCA サイクルを構築するとともに、関

係機関や大阪府との連携を強化し、状況把握・共有を図る

こと。 

また、生活・働くうえで必要な日本語について、外国人

労働者に学習の場を提供すること。 

 

【背景】 

外国人労働者は 2023 年に 204 万人（大阪府 14.6 万人）

となり過去最高を更新した。企業の今後の外国人材雇用方

針（JETRO アンケート調査 2023）でも「今後増やす・新た

に雇用する」回答が 28.4％となっており、人口減少や新た

な育成就労制度、大阪・関西万博を機に今まで以上に、ま

た今までになかった業種でも外国人就労が増加することが

想定される。まさに、日本（大阪）経済は外国人労働者な

しでは成り立たない状況であるともいえる。 

まず言語によるコミュニケーション能力が必須であり、

仕事上、必要な専門用語の語学教育や、研修に必要な母国

語の研修資料作成支援など色々な支援策の検討が必要。 

 

（下線部について回答） 

 本市では、「大阪市多文化共生指針」に掲げる「基本的な

方向性」の一つとして「日本語教育の充実」を掲げており、

文部科学省が交付する「教育体制支援体制整備事業費補助

金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業）」等を

活用し、公益財団法人大阪国際交流センターにおいて、日常

的に必要な基礎的な日本語を学習できる場として各種日本

語学習支援事業を実施しております。 

 その事業の一つとして、生活者としての外国人住民向け

に、大阪で仕事するために必要な日本語や企業文化を学ぶ

機会としての学習コースを設けています。 

（令和 6 年 11 月 15 日現在） 

 

【経済戦略局 立地交流推進部 国際担当】 

 

(3)ジェンダー平等社会の実現に向けて＜独自要請・継続＞ 

①「大阪市きらめき計画」の周知・広報について 

2021 年 3 月に策定された「大阪市男女共同参画基本計画

～第 3 次大阪市男女きらめき計画～」（2021 年度～2025 年

度）が最終年度を迎えることから、盛り込まれた各種施策

が着実に実施されるよう、関係部門が連携した取り組みを

行うこと。 

とりわけ、大阪市民に対し、本計画をアピールするため

 

「大阪市男女共同参画基本計画～第 3 次大阪市男女きら

めき計画～」においては、3 つの施策分野にわたる広範な取

組を着実に推進し成果をあげていくために、計画の推進体

制として、庁内に設置した大阪市男女共同参画推進本部を

活用した関係部局との連携、大阪市男女共同参画審議会か

らの意見の反映、関係機関・団体との連携強化、地域の男女

共同参画施策の推進拠点である男女共同参画センターの活
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リーフレットやホームページでの周知とともに、毎年 6 月

の「男女雇用機会均等月間」などで SNS を活用したプッシ

ュ型の情報発信を行い、男女共同参画社会実現に向けた方

針の理解促進に努めること。 

 

用を掲げております。 

また、本計画の終了後、第 4 次として新計画を策定し、引

き続き施策の効果的な推進を図ってまいります。 

本計画の周知については、大阪市ホームページに掲載す

るとともに、計画内容を分かりやすくまとめた概要版リー

フレットを作成し、各区役所や男女共同参画センターなど

に配架しております。 

また、本市では男女共同参画普及啓発事業を実施してお

り、SNS において計画にかかる取組の紹介や男女共同参画

に関する知識等の情報発信を行っております。毎年 6 月の

「男女共同参画週間」、11 月の「女性に対する暴力をなく

す運動」においては街頭啓発やパネル展示・動画放映によ

り市民の方への直接的な訴求にも注力しています。引き続

き、様々な手段により情報発信をして、市民に広く啓発し

てまいります。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 男女共同参画課】 

 

＜継続＞ 

②女性活躍・両立支援関連法の推進について 

女性活躍推進法の周知・啓発を積極的に行うとともに、

事業主行動計画の策定が義務化されていない 100 人以下の

企業に対しても、行動計画の策定を働きかけること。 

改正育児・介護休業法についても趣旨・内容を広く周知

し、男性の育児休業取得が促進されるよう具体的な取り組

み事例の情報発信など啓発活動を行い、「誰もが育児休業を

取得できる」職場環境の整備に取り組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、大阪市役所においても特定事業主行動計画に則

 

大阪市では、2019 年度から、女性活躍の取組が十分に進

んでいない中小企業等へ訪問等により女性活躍の必要性等

を啓発し、新たに取組を進めたいと考える中小企業等に対

して、要望に応じて制度の充実や働きやすい職場環境・雰囲

気づくり等に向けたアドバイスなどの支援を実施しており

ます。 

2022 年度から、一般事業主行動計画の適用事業者が従業

員数 101 人以上の事業者に拡大された趣旨を踏まえ、女性

活躍の取組を進める意義や必要性が、より一層多くの企業

等において浸透し、男女ともに働きやすい職場環境の整備

が図られるよう、中小企業等に対する女性活躍の重要性の

理解を促しております。 

また、改正育児・介護休業法の施行に伴い、セミナー等

において改正内容を広く周知するとともに、男性の働き方

の見直しや家庭参画を促進するため、先進的な企業の取組

や育児休業を取得した男性社員の体験談などを、女性活躍

推進ポータルサイトにて発信しております。今後も、男性

の家庭参画に力点を置いた情報発信や啓発活動を積極的に

行い、誰もが育児休業を取得できる職場環境の整備に取り

組んでまいります。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 

 

大阪市としましても、「大阪市特定事業主行動計画」に基
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った女性参画を進めることとともに、大阪市職員の各役職

段階における職員の給与の差異とその要因について引き続

き積極的に公表するとともに、要因分析・是正に取り組む

こと。 

 

【背景】 

 女性活躍推進法の改正により、101 人以上の事業主につい

ては事業主行動計画の策定・公表が義務付けられ、取り組

み内容や目標、男女差異などが可視化されるようになっ

た。中小企業においても女性活躍をさらに推進するため、

義務化されていない 100 人以下の企業へも策定を働きかけ

ることで自社意識向上や採用時の PR へと促していくことが

重要。 

 

づき、女性職員の活躍推進等に向けた各種取組を進めてい

ます。 

また、職員の給与の男女の差異については、内閣府及び総

務省より示された算出方法に基づいて数値を算出するとと

もに、要因分析を行い、大阪市ホームページにおいてこれら

の情報を公表しています。 

 

【総務局 人事部 人事課（人事グループ）】 

【総務局 人事部 給与課（給与グループ）】 

 

＜継続＞ 

③女性の人権尊重と被害への適切な対応について 

メディア等での性の商品化や暴力的表現を見直し、女性

の人権を尊重した表現が行われるよう、各方面に働きかけ

ること。とりわけ、若年層を対象に、デート DV の加害者を

出さないための啓発・教育にとりくむこと。 

また、毎年 11 月の「女性に対する暴力をなくす運動期

間」を活用し、SNS を活用したプッシュ型の情報発信の実施

などについても検討すること。 

DV を含む人権侵害、ハラスメント被害、性的指向・性自

認（SOGI）に関する差別など、様々なジェンダー課題で被

害を受けた方々にきめ細かな対応ができるよう職員に対す

る研修を継続的に実施し、相談窓口の周知や啓発活動を行

うこと。 

また、大阪市においても「性暴力救援センター・大阪

SACHICO（松原市）」のような医療・法的支援等を包括的に

提供できる、先進的なワンストップセンターの設置に向け

た検討をおこなうこと。 

また、「特定妊婦」に対する、切れ目のない支援ができる

よう具体的な計画を策定すること。 

 

【背景】 

NPO 等の団体とも連携を強化しながら支援センター等の認

知度向上を進める必要がある。大阪市の HP にある「ドメス

ティック・バイオレンス（DV）等に関する相談機関一覧」

などの関連情報を広く周知をし、相談者自身がアクセスし

やすい環境づくりを進める。 

また、SACHICO を中心とした支援ネットワークについて

は、大阪市内で一部拡大されるとの事だが、引き続き利用

 

大阪市では、男女の対等なパートナーシップや暴力を伴

わない人間関係を構築し、将来の加害者、被害者を生まない

ようにするため、市内中学生向けのデート DV 防止啓発リー

フレット及び啓発動画を作製し、学校教育の場において予

防教育授業を実施しています。また、「女性に対する暴力を

なくす運動期間」には、大阪市役所本庁舎１階でデート DV

防止啓発展示を行う等、市民向けの啓発も実施しており、デ

ート DV 防止の啓発・教育に努めているところです。 

なお、SNS を活用した情報発信については、様々な機会を

とらえ実施してまいります。 

また、DV 相談業務担当者・関係団体を対象とした研修は、

毎年実施し、理解促進を図っているところです。 

引き続き、様々な手法により情報発信を行い、市民に広く

啓発してまいります。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 男女共同参画課】 

 

 

ジェンダー課題を含め様々な差別に関する相談先の周

知・啓発につきましては、人権啓発・相談センターで発行し

ている「人権だより」に掲載する他、市民向け研修等の場で

も周知しているところです。また、人権に関する職員研修に

つきましては、階層ごとに毎年実施しており、今後とも引き

続き様々な課題について取り上げ実施してまいります。 

 

【市民局 人権啓発・相談センター】 

 

（下線部について回答） 
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希望者の利便性向上に向けた拡大を望む。 

重層的支援体制整備事業は「断らない・つながり続け

る」支援の仕組みであり、実施にあたり人材確保が重要と

なる。 

 

特定妊婦への支援については、これまでも各区保健福祉

センターの子育て支援室担当職員及び地域保健活動担当の

保健師、地域の関係機関等の連携により、安全に安心して妊

娠・出産・子育てができるよう、要保護児童対策地域協議会

での支援方針の検討もふまえて、必要な支援を行っていま

す。また、令和 6 年 4 月からは、子育て支援室（児童福祉）

と地域保健活動担当（母子保健）がこども家庭センターの機

能を有し、これまで以上に連携を図り、サポートプラン等を

活用し一体的な支援を担っています。特定妊婦をとりまく

状況は、複雑・多様化しており、様々なケースへの対応にあ

たり、相談体制を充実し、個々の状況に応じた適切な支援に

つなげていくことが重要と考えており、関係機関と連携を

取って個々の事案に対して丁寧な対応に努めてまいりま

す。 

 

【こども青少年局 子育て支援部管理課 母子保健グルー

プ】 

【こども青少年局 子育て支援部管理課 児童支援対策グ

ループ】 

 

＜継続＞ 

④多様な価値観を認め合う社会の構築に向けて 

大阪市における LGBTQ などの性的少数者を支援する取り

組みとして行われている「大阪市ファミリーシップ制度」

「LGBT リーディングカンパニー認証制度」などについて、

さらなる市民への周知を図り、意識変革のための啓発活動

に取り組むこと。例えば、毎年 6 月の「プライド月間」の

タイミングなどを活用し、SNS を活用したプッシュ型の情報

発信を行い、多様な価値観を認め合う社会の実現に向けた

理解促進に努めること。 

加えて、人権に配慮し LGBTQ をはじめ誰もが使用しやす

い府内施設（多目的トイレ等）の整備に取り組むこと。 

 

【背景】 

2023 年 6 月に「LGBT 理解増進法」が国会で成立・施行さ

れたが、社会の理解が進んでいるとは言えず、セクシャル

マイノリティに対する偏見・差別は未だ残っている。 

身近な市町村での取り組みが進むことが「暮らし」にお

いては重要なため、職場や社会全体の理解促進に向けソフ

ト（理解）・ハード（施設）の両方で更なる取り組みが必

要。 

 

 

「大阪市 LGBT リーディングカンパニー認証制度」、「大阪

市ファミリーシップ制度」等の周知につきましては、本市ホ

ームページ及び人権だよりへの掲載の他、人権啓発推進員

の育成事業・企業啓発推進事業等を通じて広く行っており

ます。 

 

【市民局 人権啓発・相談センター】 

 

＜継続＞  
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(4)労働法制の周知・徹底と労働相談体制の強化について 

大阪市として、労働施策総合推進法の改正をふまえ、中

小企業でのパワハラ防止対策について周知・支援を行うこ

と。 

また、厚生労働省が定める毎年 12 月の「職場のハラスメ

ント撲滅月間」のタイミングなどを活用し、SNS などを活用

したプッシュ型の情報発信により、さらなる「パワハラ防

止義務」の広報・周知に努めること。 

加えて、加害側からの相談者（被害側）に対する不利益

供与の防止、秘密保持の徹底などについても周知に努める

こと。 

また、労働相談については、地域実態に応じた大阪市独

自の施策を求める。加えて、相談の性質上、迅速な対応が

重要であることから、SNS や AI を活用した 24 時間対応可能

なシステム構築などさらなる充実について検討すること。 

 

【背景】 

労働施策総合推進法が改正され、中小企業含むすべての

事業所において職場でのパワーハラスメント対策が義務化

されて 2 年が経過したが、依然としてハラスメントは職場

で多く発生している。現状、連合大阪の「なんでも労働相

談」においても、相談件数はハラスメント関連がトップと

なっており、依然として多数発生している状況がある。 

 

・21.9～22.8…556/3699 件（ﾊﾟﾜﾊﾗ・嫌がらせ/総件数） 

・22.9～23.8…555/3796 件（ﾊﾟﾜﾊﾗ・嫌がらせ/総件数） 

 

「パワハラ防止義務」の広報・周知については、国や大阪

府と連携を図りながら、啓発用ポスターの掲示、チラシの配

架、ホームページへの掲載や国、大阪府の啓発イベントに参

画するなど市民・労働者や企業への周知に努めてまいりま

す。 

大阪市では、労働団体、行政、経済団体、金融機関等で構

成する「大阪働き方改革推進会議」では、ワーク・ライフ・

バランスの実現に向けた気運の醸成を図るべく周知・啓発

に取組んでいます。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 

 

＜継続＞ 

(5)治療・介護と仕事の両立に向けて 

企業での「治療と仕事の両立支援」の取り組みがさらに浸

透するよう、関係団体と連携し、周知・啓発を行うととも

に、支援事例や情報、ノウハウの提供を行うこと。 

また、大阪市役所においても「治療と仕事の両立支援」の

さらなる充実に向けた検討を行うこと。加えて職員自身が

健康や医療に関する知識や関連施策を学ぶことができるセ

ミナーなどの機会の充実を図ること。 

 

【背景】 

厚生労働省のガイドラインでは「事業場が、がん、脳卒中

などの疾病を抱える方々に対して、適切な就業上の措置や

治療に対する配慮を行い、治療と仕事が両立できるように

するため」と示されており「治療と仕事の両立支援」は働

き方改革の実践においても重要な課題である。 

 

「治療と仕事の両立支援」の取り組みは、厚生労働省にお

いて実施されております。本市としましては、大阪労働局と

の連携を密に、労働衛生にかかわる各種制度、事業について

広く市民などへの周知・啓発を進めてまいります。 

 

【市民局 ダイバーシティ推進室 雇用女性活躍推進課】 

 

（下線部について回答） 

大阪市では、「治療と仕事の両立支援」について、職場

において適切な就業上の措置を行いつつ、治療に対する配

慮が行われるよう、休暇等や産業医へ相談する制度などを

活用しながら、所属において適切に対応しています。 

また、安全衛生にかかる職員研修において治療と仕事の

両立支援にかかる厚生労働省のガイドラインなどを周知す

るとともに、職員向けに健康情報を発信し、疾病予防など職
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疾病・障がいを抱える労働者や、家族等を介護する労働

者が仕事を継続できるよう、職場環境整備を行う企業に対

して、理解促進を図りながら両立支援対策の強化をする必

要がある。 

 

員の健康の保持増進に取り組んでいます。 

 

【総務局 人事部 人事課（人事グループ）】 

【総務局 人事部 人事課（厚生グループ）】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(6)「大阪市未来都市創生総合戦略」に基づく施策の展開に

ついて 

「未来都市創生総合戦略」の方向性では「一人ひとりが

多様な幸せ(Well-being)を実感でき、誰もが安心していつ

までも住み続けたいと思う『にぎやかで活気あふれるまち

大阪』の実現をめざす」とされている。 

「若者・女性・外国人等誰もが活躍できる社会の実現」

を謳う「未来都市創生総合戦略」の実現には、ワーク・ラ

イフ・バランスの実現が重要であり、そうした観点から

「未来都市創生総合戦略」の施策展開を図ること。 

 

【背景】 

大阪市は、「急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人

口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度

の集中を是正していくため」、まち・ひと・しごと創生法に

基づき、2020 年 3 月に「第 2 期大阪市まち・ひと・しごと

創生総合戦略」が策定され、様々な施策が総合的・継続的

に取り組まれてきた。昨年 12 月、国において「デジタル田

園都市国家構想総合戦略」が策定された事をうけ、大阪市

においても 2024 年度を始期とする「大阪市未来都市創生総

合戦略」が策定された。 

私たちは、「働くことを軸とする安心社会の実現」をめざ

して運動を展開しており、大阪市が「未来都市創生総合戦

略」において謳う「若者・女性・外国人等誰もが活躍でき

る社会の実現」のためには、多様なステークホルダーによ

る連携・協働による「ワーク・ライフ・バランスの実現」

が何よりも重要であると考えている。 

 

「大阪市未来都市創生総合戦略」においては、誰もが活躍

できる社会の実現に向けた施策の１つとして、ワーク・ライ

フ・バランスの意識啓発に取り組むことを掲げており、区役

所などの本市施設において、広く周知を行うなど、積極的な

啓発を行っております。 

今後も引き続き「大阪市未来都市創生総合戦略」の方向性

に基づき、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発をはじめ、

誰もが活躍できる社会の実現に向けた様々な施策を推進し

てまいります。 

 

【政策企画室 企画部 政策調査担当】 

 

 

２．経済・産業・中小企業施策 

(1)中小企業・地場産業の支援について 

＜独自要請・継続＞ ①中小・地場企業への融資制度の拡

充について  

大阪市については、中小企業の割合が大きく、昨今の物

価高騰の影響を強く受けている。中小・地場企業の経営実

態を見極め、中長期にわたる安定的な融資・保証制度を充

実させること。さらに、給付型の支援や融資枠を拡大など

についても検討をおこない、予算措置を国や府に求めるこ

 

本市では、市内中小企業者の資金調達の円滑化を図ると

ともに、その振興、発展を支援するため、中小企業者が必要

とする事業資金を大阪信用保証協会の保証を付けて融資す

る制度融資を実施しています。 

具体的には、経営環境の変化等により売り上げが減少し

ている市内の小規模企業者を対象とした「経営支援特別融

資」や、設備投資を行うことで経営基盤の強化を図ろうとす

る市内中小企業者を対象とした「設備投資応援融資」を実施
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と。 

 

【背景】 

融資・保証制度については、利用者の視点から、出来る

だけ簡単な手続きで、効果的な制度となるよう、きめ細か

な施策展開が必要。加えて中小企業などへのデジタルデバ

イスの導入支援などの振興策についても引き続き周知と利

用拡大が必要。 

 

しており、貸出金利を低く抑えることで利用者の負担軽減

を図っております。 

そのほか、国が発動したセーフティネット保証に対応し、

大阪府制度融資への申し込みが可能となる認定業務を行う

など、事業者の皆様の資金繰りの支援に取り組んでいます。 

今後とも、市内中小企業の実情やニーズを把握し、関係機

関等との連携のもと中小企業者の資金調達の円滑化に努

めるとともに、引続き国に対して必要な支援策や予算措置

を求めてまいります。 

 また、中小企業などへのデジタルデバイスの導入支援に

つきましては、大阪産業創造館においてＤＸ相談窓口を設

置し、デジタル技術に関して知識・ノウハウが乏しい中小

企業において、その活用を推進するために、専門家による

コンサルティング等を実施しています。 

具体的には、DX 推進に資するセミナー等を開催するこ

とで中小企業への積極的な情報提供等に努めるとともに、

DX に対する関心・意欲を喚起し、豊富なノウハウを有する

専門家による相談対応や企業への専門家派遣につなげ、各

社の実状に応じた支援を行うことで、中小企業におけるデ

ジタル技術の活用を推進しています。 

今後とも、市内中小企業の実情やニーズを把握し、関係機

関等との連携のもと中小企業者の資金調達の円滑化に努

めるとともに、引続き国に対して必要な支援策や予算措置

を求めてまいります。 

（令和 6 年 11 月 15 日現在） 

 

【経済戦略局 産業振興部 企業支援課（資金支援担当）】 

【経済戦略局 産業振興部 企業支援課（企業支援担

当）】 

 

＜継続＞ 

②事業継続計画（BCP）策定率の向上に向けて 

各地で頻繁に起こる自然災害に加え「南海トラフ地震」

のリスクが高まっており、早急なBCP策定が望まれる。 

とりわけ中小企業における策定率を向上する必要があ

り、策定のスキルやノウハウ、メリットを広く周知するた

め、各種支援事業の広報の充実を行うとともに、大阪商工

会議所をはじめとする関係先との連携強化を進め、中小企

業のBCP策定が進むよう求める。 

 

【背景】 

 帝国データバンク2024年5月調査によると、企業のBCP策

定率は19.8％で過去最高となったが、規模別の策定率は大

 

本市では、中小企業の総合的支援拠点である大阪産業創

造館において、BCP に詳しい専門家による相談対応をはじ

め、BCP 関連のセミナー等の各種支援プログラムを開催する

ほか、大阪産業創造館のホームページで BCP 策定ツールや

動画を公開しています。 

また、関係先との連携においては、大阪商工会議所と共同

して中小企業・小規模事業者の事業継続力強化に係る支援

事業（普及啓発等）に関する「事業継続力強化支援計画」を

作成しております。 

引き続き大阪商工会議所とも連携しながら、各種支援事

業を通じて広く周知等に努め、中小企業の BCP の策定促進

につなげてまいります。 
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企業：37.1％、中小企業：16.5％と規模間格差が拡大して

いる。能登半島地震のような自然災害だけでなく、サイバ

ー攻撃によるリスクなども高まっており早急なBCP策定が望

まれる。 

 

（令和6年11月15日現在） 

 

【経済戦略局 産業振興部 企業支援課（企業支援担

当）】 

【経済戦略局 産業振興部 産業振興課（産業振興担

当）】 

 

＜独自要請・継続＞ 

③商店街の活性化に向けた施策のさらなる拡充について 

様々な施策により商店街の活性化に向けた取り組みが行

われているが、これらの施策が実効あるものとなるよう、

当事者のみならず、周辺住民をはじめとした多様なステー

クホルダーによる連携・協働によって、地域活性化につな

がるような魅力ある「商店街」づくりに向けて、さらなる

施策の拡充を行うこと。 

 

【背景】 

大阪市内の商店街については、大型量販店やコンビニエ

ンスストアなどの進出、インターネット通販の普及などに

より、大変厳しい状況が続いている。 

商店街は、日常の「買い物の場」としてのみならず、地

域の人々が交流する「公共の場」として重要な役割を果た

してきた。そうしたことから、街の活力の源であったり、

暮らしやすさに繋がったりする、地域住民とともに作り上

げる活性化のための振興策が必要。 

 

 

本市ではこれまで、商店街の集客力、販売力向上や、課題

解決の支援を行う「あきない伝道師による商店街強化事

業」、商店街での消費意欲を喚起し、にぎわいを創出するた

め、キャンペーン期間を設け、市内各地の商店街で多様なイ

ベントを展開する「商店街にぎわいキャンペーン事業」など

を実施しています。 

また、令和 5 年度から大阪市商店会総連盟と大阪商工会

議所と連携して、地域や商店街活性化に向けた意欲を有す

る商店街と人材を募集し、商店街の空き店舗を活用するワ

ークショップやセミナーを通じて、具体的な事業プランの

策定や人材育成を図る「空き店舗を活用した商店街再生事

業」を進めているところであり、商店街の核となる店舗を創

出し、今後の商店街等の担い手を育成することで自律的な

商店街の再生・活性化につなげ、周辺エリアへの波及効果に

よってエリア全体の価値向上に寄与してまいります。 

（令和 6 年 11 月 15 日現在） 

 

【経済戦略局 産業振興部 産業振興課（商業担当）】 

 

＜継続＞ 

(2)取引の適正化の実現に向けて（★） 

大阪市内の企業における、働き方も含めた取引の適正

化・価格転嫁の円滑化を実現するため、内閣府及び経済産

業省が示す「パートナーシップ構築宣言」並びに公正取引

委員会が示す「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関

する指針」への取り組みを推進・拡大するための働きかけ

を行うこと。 

特に、大手企業・中堅企業への働きかけを重点的に行

い、その実効性を高めること。 

また、中小企業の働き方改革を阻害するような取引慣行

の是正を強化するため、関係機関と連携し「価格交渉の指

針」の周知徹底や「しわ寄せ」防止、各種支援策の利用拡

大を図ること。 

 

【背景】 

 

本市では、国による下請取引配慮要請を踏まえ親事業者

を対象に、下請中小企業への発注業務量の拡大と下請取引

の適正化の呼びかけを行っています。 

「パートナーシップ構築宣言」につきましても、本取組の

中で啓発を行ってまいりたいと考えております。 

今後も、近畿経済産業局等の関係機関との連携や情報交

換等に努めてまいります。 

（令和 6 年 11 月 15 日現在） 

 

【経済戦略局 産業振興部 企業支援課（企業支援担

当）】 

 

本市では、労務費の適切な転嫁に関し、「労務費の適切な

転嫁のための価格交渉に関する指針」の趣旨も踏まえ、最近

の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映するため、国から
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「パートナーシップ構築宣言」については各都道府県で

補助金に対する加点措置などを実施して取り組み拡大を図

っている。なお、持続的な構造的賃上げを実現するために

は、サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分

配により、特に中小企業が原資を確保できる「価格転嫁も

含めた取引環境の整備」が必要である。 

取引の現場では、納品先での役務提供や買いたたき等、

優先的な地位に基づく取引慣行は未だ残っており、公正な

取引がなされるために中小企業への後押しが求められる。 

 

の要請の都度、公共工事設計労務単価等について新たな単

価に基づく請負代金額に変更する措置のほか、工事請負契

約書へのインフレスライド条項の明記などに取り組んでい

るところです。 

引き続き、同指針の趣旨に鑑み、国や他の自治体の状況も

注視しながら、取りうるべき方策を検討してまいります。 

本市では、下請負人保護に関する法令を含む関係法令の

遵守を求める周知文書や、府内事業者にかかる労働関係法

令について網羅された大阪府作成のパンフレットを、電子

調達システムウェブサイトや入札参加資格承認メールへの

掲載、落札者への配付により、事業者への周知徹底に努めて

います。 

また、一部の契約で最低制限価格制度や低入札価格調査

制度を活用するとともに、業務委託の入札の方法として総

合評価一般競争入札制度を一部導入し、評価項目として「賃

金・労働条件の向上に関する取組」を含めることで、従事す

る労働者の適正な労働条件を確保するなど、下請負人への

しわ寄せや労働者の労働条件低下につながりやすいダンピ

ング受注の防止や品質確保にも一定の効果をあげていると

ころです。令和２年度公告案件からは、この間の段階的な最

低賃金引上げを踏まえ、より賃金労働条件の向上に資する

ことができるよう、評価基準等の見直しも行っています。 

 なお、本市発注工事において下請代金未払の情報があれ

ば、必要に応じて調査を実施し、建設業法違反となるおそれ

がある場合には建設業許可行政庁や捜査機関等に通報する

こととしています。 

また、労働者の最低賃金の履行確保を推進するため、本

市が発注する業務委託契約等において、平成29年度に大阪

労働局労働基準部と「最低賃金に係る情報の提供に関する

協定」を締結し、本市が発注する契約において雇用される

労働者への賃金が大阪府最低賃金未満で支払われているお

それがある等の情報を入手した場合に、大阪労働局へ情報

提供する仕組みを制度化しています。令和3年3月には同協

定の内容を拡充し、低入札価格調査制度を適用する入札に

おいて、調査基準価格を下回る入札者に対して低入札価格

調査を行った上、業務委託契約を締結した場合、契約事項

について大阪労働局へ情報提供するよう定め、本市が発注

する業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保

の推進に取り組んでいます。 

このほか、業務委託契約において契約相手方より労働関

係法令を遵守する旨の誓約書を徴取することとしており、

当誓約書に、本市と大阪労働局が締結した協定の内容につ

いて、本市が提供する資料を事業所や作業場等に貼付する
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ことなどにより、契約業務に従事する労働者に対して確実

に周知徹底する誓約事項を追加するなど、本市が発注する

業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保の推

進に取り組んでいます。 

 

【契約管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）】 

 

＜新規＞ 

(3)公契約における取引の適正化の実現に向けて（★） 

大阪市が民間企業に発注を行う際、下請法や「労務費の

適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」などに準拠・

遵守し、「パートナーシップ構築宣言」を踏まえた取引を行

うこと。 

 

【背景】 

公契約については労務費の価格転嫁が困難との声も多

く、情報サービスやソフトウェア発注取引においては、予

算執行の関係等から短納期発注が行われやすい状況があ

る。 

公契約は下請法の対象外ではあるものの、下請けガイド

ラインや「価格交渉の指針」等に準拠した適正取引が行わ

れるよう整備が必要。 

 

 

2．（2）で回答しましたとおり、本市では、労務費の適切

な転嫁に関し、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関

する指針」の趣旨も踏まえ、最近の労働市場の実勢価格を適

切・迅速に反映するため、国からの要請の都度、公共工事設

計労務単価等について新たな単価に基づく請負代金額に変

更する措置のほか、工事請負契約書へのインフレスライド

条項の明記などに取り組んでいるところです。 

引き続き、同指針の趣旨に鑑み、国や他の自治体の状況も

注視しながら、取りうるべき方策を検討してまいります。 

本市では、下請負人保護に関する法令を含む関係法令の

遵守を求める周知文書等を活用し、下請法などの関係法令

の事業者への周知徹底に努めており、本市発注工事におい

て下請代金未払の情報があれば、必要に応じて調査を実施

し、建設業法違反となるおそれがある場合には建設業許可

行政庁及び捜査機関等に通報することとしています。 

また、一部の契約で最低制限価格制度や低入札価格調査

制度を活用するとともに、業務委託の入札の方法として総

合評価一般競争入札制度を一部導入し、評価項目として「賃

金・労働条件の向上に関する取組」を含めることで、従事す

る労働者の適正な労働条件を確保するなど、下請負人への

しわ寄せや労働者の労働条件低下につながりやすいダンピ

ング受注の防止や品質確保にも一定の効果をあげていると

ころです。令和２年度公告案件からは、この間の段階的な最

低賃金引上げを踏まえ、より賃金労働条件の向上に資する

ことができるよう、評価基準等の見直しも行っています。 

労働者の最低賃金の履行確保を推進するため、本市が発

注する業務委託契約等において、平成29年度に大阪労働局

労働基準部と「最低賃金に係る情報の提供に関する協定」

を締結し、本市が発注する契約において雇用される労働者

への賃金が大阪府最低賃金未満で支払われているおそれが

ある等の情報を入手した場合に、大阪労働局へ情報提供す

る仕組みを制度化しています。令和３年３月には同協定の

内容を拡充し、低入札価格調査制度を適用する入札におい

て、調査基準価格を下回る入札者に対して低入札価格調査

を行った上、業務委託契約を締結した場合、契約事項につ
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いて大阪労働局へ情報提供するよう定め、本市が発注する

業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保の推

進に取り組んでいます。 

このほか、業務委託契約において契約相手方より労働関

係法令を遵守する旨の誓約書を徴取することとしており、

当誓約書に、本市と大阪労働局が締結した協定の内容につ

いて、本市が提供する資料を事業所や作業場等に貼付する

ことなどにより、契約業務に従事する労働者に対して確実

に周知徹底する誓約事項を追加するなど、本市が発注する

業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保の推

進に取り組んでいます。 

 

【契約管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）契約

管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）】 

【契約管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）】 

 

 

＜継続＞ 

(4)公契約条例の制定について 

公契約が、各種法令の遵守により適正に行われること

は、市民の信託のもと行われる行政行為として当然である

が、公契約のもとで働くすべての人に対して適正な賃金水

準・労働諸条件を確保することは、公共サービスの質の担

保だけでなく、地域経済の活性化にも有効であることか

ら、すでに「公契約条例」を制定した他の自治体の事例な

ども参考に、「公契約条例」（ILO 第 94 号条約型）の制定を

推進すること。 

また、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重の

ためのガイドライン」を踏まえて、公契約締結においては

人権デュー・デリジェンスへの配慮を確保すること。 

 

【背景】 

公契約条例の制定は、公共サービスの安全・品質の確保、

地域経済の活性化、公契約のもとで働く労働者の適正な賃

金水準・労働諸条件の確保に効果があり、民間事業の活性

化、人手不足の解消へも期待されている。 

 

 

最低賃金をはじめとする労働条件の基準は、基本的には、

国において必要な措置を講ずるべきと考えております。 

このため、2．（2）で回答したとおり、本市では、周知文

書等を活用し、労働関係法令の事業者への周知徹底に取り

組んでいます。 

また、一部の契約で最低制限価格制度や低入札価格調査

制度を活用するとともに、業務委託の入札の方法として総

合評価一般競争入札制度を一部導入し、評価項目として「賃

金・労働条件の向上に関する取組」を含めることで、従事す

る労働者の適正な労働条件を確保するなど、下請負人への

しわ寄せや労働者の労働条件低下につながりやすいダンピ

ング受注の防止や品質確保にも一定の効果をあげていると

ころです。令和２年度公告案件からは、この間の段階的な最

低賃金引上げを踏まえ、より賃金労働条件の向上に資する

ことができるよう、評価基準等の見直しも行っています。 

 なお、本市発注工事において下請代金未払の情報があれ

ば、必要に応じて調査を実施し、建設業法違反となるおそれ

がある場合には建設業許可行政庁や捜査機関等に通報する

こととしています。 

また、労働者の最低賃金の履行確保を推進するため、本

市が発注する業務委託契約等において、平成29年度に大阪

労働局労働基準部と「最低賃金に係る情報の提供に関する

協定」を締結し、本市が発注する契約において雇用される

労働者への賃金が大阪府最低賃金未満で支払われているお

それがある等の情報を入手した場合に、大阪労働局へ情報
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提供する仕組みを制度化しています。令和3年3月には同協

定の内容を拡充し、低入札価格調査制度を適用する入札に

おいて、調査基準価格を下回る入札者に対して低入札価格

調査を行った上、業務委託契約を締結した場合、契約事項

について大阪労働局へ情報提供するよう定め、本市が発注

する業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保

の推進に取り組んでいます。 

このほか、業務委託契約において契約相手方より労働関

係法令を遵守する旨の誓約書を徴取することとしており、

当誓約書に、本市と大阪労働局が締結した協定の内容につ

いて、本市が提供する資料を事業所や作業場等に貼付する

ことなどにより、契約業務に従事する労働者に対して確実

に周知徹底する誓約事項を追加するなど、本市が発注する

業務委託契約等における労働者の最低賃金の履行確保の推

進に取り組んでいます。 

今後とも、公契約に関しては、国の動向だけでなく、他

の自治体や人権デュー・デリジェンスへの配慮の確保等の

動きにも注視しながら、適正な契約制度の確立に努めてま

いります。 

 

【契約管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）】 

【契約管財局 契約部 制度課（契約制度グループ）】 

 

＜新規＞ 

(5)海外で事業展開を図る企業への支援 

海外に事業拠点を持つ、または海外で事業展開を図ろう

とする企業に対し、海外での中核的労働基準（結社の自

由・団体交渉権・強制労働の禁止、児童労働の廃止、差別

の排除）遵守の重要性について周知徹底すること。 

また、海外事業拠点や取引先なども含め、人権デュー・

デリジェンスの必要性についても周知徹底すること。 

 

【背景】 

海外現地法人の日本人出向者や現地経営者、マネージャ

ー等の中核的労働基準への認識・理解不足や労使対話の欠

如から、労使紛争に発展するケースも多く注意が必要。 

 

 

※大阪市の所管業務外として回答無し 

 

 

３．福祉・医療・子育て支援施策 

＜継続＞ 

(1)生活困窮者自立支援制度の改善について 

生活困窮者自立支援事業の改善に向け、好事例の提供な

ど、実施市町村における支援員の育成やスキルの維持・向

 
（下線部について回答） 

本市では、生活保護に至る前の段階の第 2 のセーフティ

ネットとして、相談支援窓口を各区役所に設置し、相談者

の自立までを包括的・継続的に支援しております。定期的
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上のための担当者研修を行うこと。 

国に対しては、処遇改善による人員確保に必要な予算の

確保を働きかけること。 

また、NPO 法人や社会福祉法人、社会福祉協議会、労働者

福祉協議会などの社会資源を活用した支援の拡充を行うこ

と。 

 

 

 

さらに、生活基盤である住居を確保するため、いわゆる

「住宅セーフティネット法」に基づく、賃貸住宅登録制度

の周知や、登録住宅の改修・入居者への経済的支援、要配

慮者に対する居住支援などの市民への周知に加え、市営住

宅の積極的な利活用などを検討すること。 

 

【背景】 

 医療・福祉・介護・子育て等の分野を超えた地域生活課

題について、支援を必要とする人に寄り添った包括的・伴

走的な支援を行うため、重要的支援整備事業の実施体制を

整備が求められる。支援体制の確立にあたっては、支援機

関の人員体制確保や処遇改善を図る施策の拡充も必要とな

ってくる。 

とりわけ、生活基盤である住居の確保にセーフティネッ

ト住宅制度による民間の空家・空室の積極的な活用推進が

必要であると考える。 

空き家は治安をはじめ衛生面においても問題があるが、

居住者がいればその地域の経済の活性化にも寄与する。 

市営住宅の利活用がされていないとの声もあり、需要と

供給のバランスもあるとは思われるが、市営住宅の在り方

も含めた議論と施策展開が必要である。 

＊総務省統計局の空き家調査において、大阪府の空き家数

は 2023 年で 493 万戸（空き家率 14.3％）と空き家率の全国

平均 13.8％を上回っている。 

 

にブロック会議、全区参集の担当者連絡会を開催し、情報

交換や事例検討を行い、各区相談支援窓口のスキルアップ

を図っております。また、自立相談支援事業従事者養成研

修やその他の研修への積極的な参加を支援し、各区相談支

援窓口の支援員育成の取り組みに対するフォローアップを

行っています。 

 

【福祉局 生活福祉部 自立支援課】 

 

（左記下線部について回答） 

本市は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促

進に関する法律（住宅セーフティネット法）に基づき、生活

困窮者を含む住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸

住宅（セーフティネット住宅）の登録を行っており、大阪あ

んぜん・あんしん賃貸住宅登録制度に基づき登録された「あ

んしん賃貸住宅」とともに、制度の周知及び検索方法につい

ての情報提供を行っています。また、登録住宅の改修に対す

る国の経済的支援制度についても情報提供を行っておりま

す。 

また、公営住宅法に定められている収入や同居親族の有無

などの要件を満たす住宅困窮者に住宅を提供するため、例

年７月・２月の定期募集、高齢者や障がい者、ひとり親世帯

を対象とした５月の福祉目的募集、11 月の親子近居等募集、

年２回（４月・９月）の 11 回以上の落選実績保有者向け募

集を行っているほか、緊急に入居すべき事由を有する方に

適時に対応するため、公営住宅等の空家の一部について随

時募集を行っております。 

 

【都市整備局 企画部 安心居住課】 

【都市整備局 住宅部 管理課】 

 

＜継続＞ 

(2)予防医療及び健康づくりのさらなる推進について 

大阪市健康増進計画「すこやか大阪 21（第 3 次）」を広く

PR する取り組みを行うこと。とりわけ、市民の特定健診

や、乳がん検診、子宮頸がん検診等の受診率向上と早期発

見のために、いわゆる AYA 世代における積極的な受診を促

すため、AI を活用した受診勧奨の取り組みのさらなる強化

などに取り組むこと。また、高齢者の健康増進・孤立防止

の取り組みを強化し、長期的な視点での介護保険負担の軽

 

（下線部について回答） 

大阪市国民健康保険では、被保険者の健康の保持増進を

図る観点から 40歳以上の被保険者の方を対象に特定健康診

査を無料で実施しています。 

特定健康診査の受診率向上の啓発について、対象となる

全ての方に受診券を送付するとともに、国保健診ガイド（パ

ンフレット）、お住まいの区の取扱医療機関・集団健診会場

一覧を同封し、受診を勧奨しています。 
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減につなげること。 

加えて、健康づくりは市民一人ひとりの努力だけでは難

しいことから、市民が大阪市の事業や健康に関する情報な

どを気軽に入手できるよう、SNS の活用など積極的な情報発

信を行うとともに、関係企業・団体などとも連携したキャ

ンペーンを行うなど、市民が積極的に参加できる具体的な

取り組みを行うこと。 

 

【背景】 

 健診受診率は年々改善しているものの、依然として全国

最低レベルに留まっている。とりわけ、生活困窮者や低所

得者ががん検診等を受診しやすい環境整備が重要。 

 また、口腔衛生については、子どもの貧困や災害時の健

康との関連も指摘されている。定期健康診断時の歯科検診

項目の早期実現を求めるとともに、引き続き市民の予防・

健康づくりを促進するために積極的な周知を求める。 

 

 

大阪市健康増進計画「すこやか大阪 21（第 3 次）」を広く

PR する取り組みを行うこと。とりわけ、市民の特定健診

や、乳がん検診、子宮頸がん検診等の受診率向上と早期発

見のために、いわゆる AYA 世代における積極的な受診を促

すため、AI を活用した受診勧奨の取り組みのさらなる強化

などに取り組むこと。また、高齢者の健康増進・孤立防止

の取り組みを強化し、長期的な視点での介護保険負担の軽

減につなげること。 

加えて、健康づくりは市民一人ひとりの努力だけでは難

しいことから、市民が大阪市の事業や健康に関する情報な

どを気軽に入手できるよう、SNS の活用など積極的な情報発

信を行うとともに、関係企業・団体などとも連携したキャ

ンペーンを行うなど、市民が積極的に参加できる具体的な

取り組みを行うこと。 

 

また、特定健診とがん検診のセット受診を促進するとと

もに、平成 30 年度から 1 日人間ドックの自己負担額の引下

げや無料コース対象者の拡充を行うことにより、受診率の

向上を図っています。 

また、特定健康診査は、各区保健福祉センターや小学校等

で実施する集団健診と取扱医療機関で行う個別健診を実施

していますが、約 9 割の方は取扱医療機関での個別健診を

受けていることや、特定健康診査の未受診理由として 8 割

近い方が「定期的にかかりつけ医に受診」をあげていること

から、令和 5 年度から大阪府医師会と連携したかかりつけ

医からの受診勧奨を行い、受診率の向上を図っています。 

特定健康診査の受診率向上に向けた効果的な手法等につ

いて、引き続き検討を進めてまいります。 

 

【福祉局 生活福祉部 保険年金課（保健事業グルー

プ）】 

 

（下線部について回答） 

大阪市では、令和 6 年 3 月に「健康寿命の延伸」を全体目

標とする大阪市健康増進計画「すこやか大阪 21（第 3 次）」

（以下、「第 3 次計画」という）を策定しました。 

第３次計画は、全体目標を達成するために、主要な３つの

取り組み、（1）生活機能の維持・向上、（2）ライフステージ

に応じた生活習慣の改善、（3）健康を支え、守るための地域

づくり、を設定しています。これらの取り組みや、健康に関

する正しい情報につきましては、地域健康講座や各種検

（健）診の保健事業やポスターなどの啓発媒体、ホームペー

ジを通じて周知・啓発に努めてまいります。 

乳がん検診については、日中の受診が難しい働き世代を

ターゲットにした休日及び夜間検診を実施するなど受診率

向上に努めており、また、子宮頸がんは、30 代後半で発症

のピークを迎えるため、ピーク前の年代である 20 歳代後半

の国民健康保険加入の女性に個別の受診勧奨はがきを送付

するなど、若年層をターゲットにした受診勧奨等を行って

おります。また、昨年度、各がん検診の受診率向上のため、

長期未受診者等に対し、行動科学や AI を用いた SMS による

個別勧奨のモデル実施を行い、その分析結果をもとに、対象

者及び勧奨内容を見直し、今年度も SMS による個別勧奨を

実施します。今後も、効果的な受診勧奨や受診機会の拡充に

努めてまいります。 

各種健康づくり施策については、保健医療専門家、医療保

険者、保健医療関係団体、市民代表等からの意見を聴取した

うえで進めるとともに、市内のスーパーなどの大型店舗や

大学、全国健康保険協会（協会けんぽ）と連携し、健康づく
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りに関する啓発、各種検診の受診啓発を実施しています。 

 健康づくりは市民一人ひとりの努力だけでは難しいこと

から、すこやかパートナー（※）などの関係企業・団体等と

連携し、市民が主体的に健康づくりの取り組みを社会全体

で支援する環境づくりに取り組んでまいります。 

今後も、各区・局や関係機関との連携を活発に図りなが

ら、健康づくり施策の推進に取り組んでまいります。 

※すこやかパートナー 

大阪市健康増進計画の推進を図り、すこやかで心豊かな社

会の実現をめざして、自主的な健康づくり活動や市民の健

康づくりを支援する活動を行うために登録された企業、事

業所、団体、NPO 法人、自主グループ等のこと。（登録制） 

 

【健康局 健康推進部 健康づくり課】 

 

(3)医療提供体制の整備に向けて（★）＜継続＞ 

①医療人材の勤務環境と処遇改善について 

労働環境の改善とワーク・ライフ・バランスの実現にむ

けて、医師の労働時間上限規制への整備を図るなど健康配

慮に対する取り組みを強化すること。 

 医療従事者の賃上げに向けて、ベースアップ評価量等の

取得支援として医療機関への情報提供や相談対応を強化す

ること。 

 また、看護師等の医療人材確保のためキャリアップの仕

組みの確立、専門性向上を図る研修機会の拡充を積極的に

実施すること。潜在医療医従事者が大規模災害等の緊急時

に復職できる仕組みを、医療機関と連携し構築すること。 

 引き続き、通常時・有事に柔軟な対応が取れるよう保健

所の体制整備に努めること。 

 

【背景】 

安心して生活するためには、持続可能な医療体制の維

持、医療従事者の人員体制を確保する必要がある。さら

に、医療の充実のためには医療従事者の処遇や勤務環境の

改善は欠かすことができない。 

病院勤務者からも「コロナ対応で業務量が大幅に増加し

苦労したがそれに見合った評価がなされていない」という

声もある。社会全体で医療従事者の待遇の向上に取り組む

必要があると考える。 

2024年度から医師の労働時間上限規制が適用されるた

め、時間外労働時間・休日労働時間の適切な把握と管理が

求められる。 

加えて、新型コロナ対応は一定収束したものの、保健所

 

 

※大阪市の所管業務外として回答無し 
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の体制整備は必須課題である。 

 

＜独自要請・継続＞ 

②地域保健・医療の充実、健康で暮らせる地域社会の実現

について 

コロナ禍を経て「医療」「健康」への関心が高まってい

る。そして、大規模な感染症の流行が発生すれば、その感

染症への対策への懸念だけでなく、日常の医療や健康も脅

かされるという事実も明らかになった。 

改めて、自治体の最大の使命といえる、住民の安全と安

心を守るために、改めて、将来の新興・再興感染症の発生

やまん延等に備えて体制整備を行うこと。また、大阪市と

して健康寿命を延ばすことをめざし、保健所、24 区の保健

福祉センターの体制充実・整備を行い、医療も含めた連携

強化を進めること。 

 

【背景】 

コロナ禍における大阪市の対応について検証を求める項

目として要請していた。一定の検討・検証については示さ

れたこと、感染症の蔓延状況についても一定の収束を見せ

ていることから、要請の標題を「地域保健・医療の充実、

健康で暮らせる地域社会の実現について」としたうえで、

市域の保健福祉体制の充実を求める要請とする。 

とりわけ、大阪市の介護保険料が全国で最も高額となっ

ており、健康寿命との関連についても検証が必要である。

EXPO2025 のテーマが「いのち輝く未来社会のデザイン」で

あることもふまえ、改めて地域保健の実施体制を充実さ

せ、医療・保健・福祉の連携により健康寿命の延伸が図ら

れることが重要。 

 

 

本市では、平成 12 年度から 1 保健所 24 保健センターの

地域保健体制のもと、本市の公衆衛生の維持向上に取り組

んでまいりました。 

各区保健福祉センターにおいては、各種健康相談をはじ

めとする生活習慣病予防や子育て支援など市民ニーズに沿

った保健事業の強化や、生活環境相談や生活環境学習会の

開催など、住民に身近な保健サービスの充実に努めている

ところです。 

市全域を所管する保健所では、情報部門や調査研究部門

の強化を図るとともに、環境や食品衛生にかかる監視指導

の実施や病院・診療所などに対する医療指導、新興・再興感

染症に対する健康危機管理体制の強化など、広域的・専門的

な保健衛生の拠点施設としての機能の向上に努めていま

す。 

引き続き１保健所、24 区保健福祉センター体制のもと、

今後も各区保健福祉センターと保健所の役割分担と相互連

携し、本市公衆衛生施策の充実に努めてまいります。 

また、将来の新興・再興感染症の発生やまん延等に備え

て、改正された「感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律」に基づき、令和6年3月に「大阪市感染

症予防計画」を策定し、検査体制及び人材養成、保健所の

体制整備等の数値目標を設定するなど、感染症の発生の予

防及びまん延の防止をはじめとした感染症危機等への対応

可能な保健所体制等の構築に向けた取組みを進めるととも

に、大阪府などの関係機関と引き続き連携してまいりま

す。 

 

【健康局 健康推進部 健康施策課】 

【健康局 大阪市保健所 管理課】 

【健康局 大阪市保健所 感染症対策課】 

 

＜独自要請・継続＞ 

③市民病院の地域拠点病院としての安定的な運営について 

市民病院が、地域医療拠点として安定的に運営できるよ

う、必要な人員配置や予算措置を講じることを要請する。

具体的には、大阪市民病院機構が掲げる「大阪市の中核病

院として、地域医療機関との適切な役割分担のもとに連携

を強化」「継続して良質な医療を提供できるよう、健全な経

営基盤の確立に努める」などの基本方針が達成できるよ

う、大阪市から十分な運営交付金を交付されたい。 

 

市民病院機構においては、地域医療支援病院である総合

医療センターをはじめ、十三市民病院でも、地域医療機関と

の紹介・逆紹介を進めるとともに、地域の医療従事者の育成

や高度医療機器の共同利用の促進等、地域医療機関との連

携を図りながら、さらに訪問看護施設及び介護サービス施

設などと多施設多職種の連携にも努めているところです。 

また、市民病院が果たすべき医療機能を良質な環境や体

制で市民に提供していくために、持続的運営が可能となる
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 経営基盤の確立が求められることから、効率的・効果的な病

院経営を行うとともに、求められる医療の提供や地域医療

機関との連携を強化するなかで新規患者を確保することに

より、経営基盤の強化を図るよう努めております。 

本市としては、市民病院機構が必要な人員を確保し、感染

症医療や救急医療等、不採算となることが見込まれる政策

的な医療に対し確実に対応できるよう、運営費交付金を支

出し支援しているところです。 

 

【健康局 総務部 総務課（病院機構支援グループ）】 

 

＜独自要請・継続＞ 

④休日急病診療所の充実と増設、診療時間の拡大について 

大阪市内には小児科専門の救急病院が少なく、休日夜間

になると大阪中央急病診療所（西区）に、患者が集中して

いる。小児救急はニーズが高く、かつ高度な水準が求めら

れる医療現場である。また、社会的な弱者に「しわ寄せ」

が集中する課題でもある。 

大阪市として休日急病診療所の充実と増設など独自の改

善策を講じるべきであり、必要な措置を講じるよう要請す

る。 

 

 

休日急病診療所の従事医師は各区域の開業医に依頼して

おり、小児科医師不足とも相まって現状以上の医師確保は

厳しい状況にあります。 

 本市としても、救急医療の体制維持のために必要な、医

師（特に小児科、産科等の分野）をはじめとする医療従事

者の人材確保策の推進について、引き続き国へ要望してい

るところです。 

 

【健康局 健康推進部 健康施策課（保健医療グルー

プ）】 

 

(4)介護サービスの提供体制の充実に向けて（★） 

＜継続＞ 

①介護労働者の処遇改善と職場定着に向けて 

人材確保に向け、奨学金補助や住居費、介護実習費の支

援を拡大すること。さらには、介護労働者に対する能力開

発プログラムの拡充や定期的な受講を義務付け、事業所に

よる受講促進にかかる取り組みを評価する等、キャリアア

ップの仕組みの整備を支援すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべての介護労働者の賃金引き上げに向けて、前歴加算

も含めた事業所による介護職員等処遇改善加算の取得に加

 

（下線部について回答） 

本市では、大阪市社会福祉研修・情報センターを福祉・介

護人材の確保・育成・定着に関する中核施設と位置付け、従

業者への研修やモチベーション向上の取り組み、多様な人

材の確保に向けた取り組みのほか、関係団体とのネットワ

ークの構築を行い、現場ニーズの把握等をしています。 

大阪市社会福祉研修・情報センターの研修において、キ

ャリア研修やスキルアップ研修をはじめ、モチベーション

の向上や人材育成の取組みとして、市内福祉施設・事業所

に勤務する職員同士が、情報共有や意見交換を行い、横の

つながりを作る場の創出にも取り組んでおり、そのほか、

職場改善にかかる研修等も実施し、働きやすい環境づくり

に資する取組みを実施しています。 

 

【福祉局 生活福祉部 地域福祉課】 

 

 

（左記下線部について回答） 

介護職員の処遇改善加算につきましては、平成 27 年度及
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え、上位区分の加算取得を支援すること。とりわけ加算未

取得の事業所に対しては、個別相談も含め対応を強化する

こと。 

また、介護労働者の職場環境を改善すべく、利用者や事

業主からのハラスメント防止に向けて事業主に対する啓

発・研修活動を強化すること。 

 

【背景】 

近年は「老々介護」も増加傾向にあり、持続可能な介護

体制の整備には介護従事者の処遇改善は必須で、特に、地

域包括ケアの柱として在宅介護を担うホームヘルパーの確

保が重要となる。潜在介護職員の復職支援や、これからの

介護を担う学生等への経済的支援も、あわせて実施してい

く必要がある。 

また、介護現場における利用者・事業主からのハラスメ

ントも多く、労働者を守る対策も喫緊の課題となってい

る。 

 

び平成 29 年度の拡充に加えて、平成 31 年度の介護報酬改

定においても新たな加算の区分が創設され、令和４年 10 月

には、国が臨時の介護報酬改定を行い、ベースアップ等支援

加算が創設されました。 

令和 6 年度からは、介護職員のさらなる賃金改善の向上

を図るため、令和 6 年度に 2.5％、令和７年度 2.0％のベー

スアップや事業者の負担軽減につながるよう、従来の加算

から新しい加算への一本化が行われたところです。 

なお、令和 2 年度には取得促進事業を行い、新規指定時

における研修においても、介護労働安定センターと連携し、

取得促進に努めています。 

 

なお、介護サービス事業者からのカスタマーハラスメン

ト相談に関しては、令和 5 年 3 月から、本市委託事業「お

おさか介護サービス相談センター」において、専門相談の

枠組みの中で、弁護士による法規的な視点からの助言等を

行う取り組みを行っており、活用について引き続き周知し

てまいります。 

また、利用者等からのハラスメントによる職員のメンタ

ル不調の問題が福祉・介護人材の確保・定着・育成に影響を

与える重要な課題であるとの認識から、引き続き社会福祉

研修・情報センターにおいて実施するメンタルヘルス研修

などの充実を図ってまいります。 

 

【福祉局 高齢者施策部 介護保険課（指定・指導グループ）】 

【福祉局 高齢者施策部 介護保険課（管理グループ）】 

【福祉局  生活福祉部  地域福祉課】 

 

＜継続＞ 

②地域包括ケアの推進について 

地域包括ケアの推進に向け、地域包括支援センターが住

民のニーズに則した機能を発揮できるよう支援を行うこ

と。地域包括支援センターの機能・役割について、住民へ

の周知・広報を強化し、労働者が介護と仕事を両立できる

よう知識・サービスを提供すること。 

また、大阪市内における活用事例を共有し、地域包括支

援センターを拠点に高齢者と子どもの積極交流など、福祉

分野の横断的な活用施策の検討を行うこと。 

地域包括ケアシステムの中核機関として、大阪市直営の

地域包括支援センターの設置についても検討を行うこと。 

 

【背景】 

介護や支援が必要な人はもとより、ヤングケアラーやビジ

 

地域包括支援センターは、高齢者が地域で安心して過ご

すことができるように、包括的・継続的な支援を行う地域包

括ケアを実現するための中核的役割を担っており、高齢者

やその家族、ケアマネジャーからの介護、福祉、保健に関す

る相談・支援などを行っております。 

 本市におきましては、よりきめ細かなニーズ把握とそれ

に対応する高齢者支援のネットワークを構築するため、委

託により概ね高齢者人口 1 万人に 1 か所となるよう地域包

括支援センターを設置し、高齢者人口 6 千人ごとに 3 人の

社会福祉士等の専門職を配置しております。 

 地域包括支援センターの運営については、地域包括支援

センターが地域包括ケアシステムの中核的な役割を担える

よう、大阪市地域包括支援センター運営協議会において運

営方針を定めるとともに、評価を通じて質の確保・向上に取
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ネスケアラー等も含めたすべての人が、住み慣れた地域で

安心して暮らし続けられる体制づくりが必要。 

地域の実情に則した質・量ともに十分なサービス提供が可

能な地域包括ケアシステムの構築が重要である。 

 

り組んでおります。 

また、家族介護者に対する支援については、家族介護者が

働いておられるかどうかにかかわらず、介護保険や福祉、保

健、医療等必要なサービスにつなげるなど相談内容に応じ

た支援を行うとともに、在宅で介護している家族介護者及

び地域住民の方に対して、在宅介護に関する情報交換・意見

交換を行う機会や、適切な介護知識・技術・各種サービスの

利用方法や認知症についての理解を深める機会を提供する

など、当事者組織の育成・支援を図ることを目的とする家族

介護支援事業に取り組んでおります。 

今後も、地域包括支援センターの役割等については、パン

フレットやホームページ等により広報周知を図るととも

に、様々な関係機関と連携し、地域における交流促進のた

めのボランティア活動など介護保険サービス以外の地域に

おける多様な社会資源を活用できるよう、地域との連携・

協力体制の整備に努めてまいります。 

 

【福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課】 

 

(5)子ども・子育て施策の着実な実施に向けて（★） 

＜継続＞ 

①保育士等の確保と処遇改善に向けて 

支援を要する子どもをはじめ、子どもが心身ともに健や

かに成長するため、また、「保育の質」のさらなる向上のた

めにも、必要な保育士や幼稚園教諭の要員を確保するとと

もに、保育士、幼稚園教諭、放課後児童支援員などの労働

条件と職場環境の改善を行うこと。 

職場での定着率を上げるために、正規・常勤での雇用、

給与水準の確保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修

機会の確保等を積極的に行うこと。加えて、離職した潜在

保育士が復職するための働き方を含めた環境整備などの支

援を強化すること。 

 

【背景】 

保育人材の確保については喫緊の課題となっている。ま

た、さらに、子どもの「教育」の側面から、「保育の質」の

さらなる向上も求められている。そのためにも保育人材の

労働条件・職場環境の改善を進める必要がある。 

「こども誰でも通園制度」が試行実施され、多様なライ

フスタイルに応じ保護者の孤立防止や育児負担の軽減が期

待される。 

一方で、慣れないこどもを預かる保育現場の人手不足と

業務負荷軽減への対策が必須。人材定着のためには、就職

 

（下線部のみ回答） 

教育委員会としましては、これまで支援を要する幼児へ

の対応として、平成 28 年度より、障がいのある幼児の受け

入れ、及び保育の充実を図るため、保育中の特別支援教育か

ら、保育後の預かり保育までを担当する支援担当講師（フル

タイム）を全園に配置しております。 

また、支援を要する幼児の状況や在籍数など、園全体とし

て必要な支援の状況を精査し、園全体の状況を総合的に判

断して、幼稚園介助サポーター（以下「介助サポーター」と

いう。）を配置しております。 

さらに、令和 3 年度からは、特別支援加配として 3 名の

常勤講師を配置し、3 園分の介助サポーター予算を他園に割

り振ることで、可能な限り、介助サポーターの配置日数の拡

充に努めているところです。 

教育委員会としましても、支援を要する幼児の割合が年々

増加している状況は十分に認識しております。引き続き、

各園の実態を精緻に把握し、質の高い幼児教育の維持と更

なる幼児教育の充実に向け、関係先と連携を図りながら、

必要な予算の確保等に努めてまいります。 

 

【教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当】 
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から定年まで働ける魅力的な労働環境整備（人員、賃金、

ワーク・ライフ・バランス）が必要。モデル実施、試行実

施の職場・利用者からの意見を聞き取り、課題整理を図り

ながら引き続きの対応を求める。 

 

※職場での定着率を上げるために、正規・常勤での雇用、給

与水準の確保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修機会

の確保等を積極的に行うこと。加えて、離職した潜在保育士

が復職するための働き方を含めた環境整備などの支援を強

化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

※支援を要する子どもをはじめ、子どもが心身ともに健や

かに成長するため、また、「保育の質」のさらなる向上のた

めにも、必要な保育士や幼稚園教諭の要員を確保するとと

もに、保育士、幼稚園教諭、放課後児童支援員などの労働

条件と職場環境の改善を行うこと。 

職場での定着率を上げるために、正規・常勤での雇用、

給与水準の確保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修

機会の確保等を積極的に行うこと。加えて、離職した潜在

保育士が復職するための働き方を含めた環境整備などの支

援を強化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（下線部について回答） 

大阪市保育・幼児教育センターでは、さまざまな就学前施設

（幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所等）と

連携しながら、幼児教育・保育に関する調査・研究を行うと

ともに、就学前施設職員を対象とした研修の実施、就学前教

育カリキュラムの普及・啓発、保幼こ小連携・接続事業の推

進等を行い、幼児教育・保育の質の向上を図っています。 

 

【こども青少年局 保育・幼児教育センター】 

 

 

 

（下線部について回答） 

保育士の配置基準については、国の「児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準」をもとに「大阪市児童福祉施設の設

備及び運営に関する基準を定める条例」を定めております

が、保育所や地域型保育事業等の保育士等配置基準は国基

準に適合したものとなっています。 

また、全国的に保育士不足が極めて深刻な中、大阪市保育

士・保育所等支援センターにおける潜在保育士の復職支援

や新卒者の就職促進等に加え、保育士宿舎借り上げ支援事

業等の国の保育人材確保対策事業のほか、本市独自事業で

ある保育士の定着支援事業や保育士働き方改革推進事業

等、各種の保育人材確保対策事業を実施し、必要な保育士確

保に努めております。 

本市としても、保育の質の確保という点において保育士

の配置基準等については重要な項目の一つと考えており、

今後も保育の安全性を確保しつつ増大する保育ニーズに対

応できるよう取り組んでまいります。 

 保育人材確保のためには保育士全体の処遇改善が重要と

考えておりますが、保育士の処遇改善は全国的な課題であ

り、また継続的に実施する必要もありますので、国において

推進されるべきものと考えており、保育士のさらなる処遇

改善が図られるよう要望しております。 

 

【こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 企画調整グ

ループ】 

【こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 認可給付グ

ループ】 



- 23 - 

 

 

 

 

※支援を要する子どもをはじめ、子どもが心身ともに健や

かに成長するため、また、「保育の質」のさらなる向上のた

めにも、必要な保育士や幼稚園教諭の要員を確保するとと

もに、保育士、幼稚園教諭、放課後児童支援員などの労働

条件と職場環境の改善を行うこと。 

職場での定着率を上げるために、正規・常勤での雇用、

給与水準の確保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修

機会の確保等を積極的に行うこと。加えて、離職した潜在

保育士が復職するための働き方を含めた環境整備などの支

援を強化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※支援を要する子どもをはじめ、子どもが心身ともに健や

かに成長するため、また、「保育の質」のさらなる向上のた

めにも、必要な保育士や幼稚園教諭の要員を確保するとと

もに、保育士、幼稚園教諭、放課後児童支援員などの労働

条件と職場環境の改善を行うこと。 

職場での定着率を上げるために、正規・常勤での雇用、

給与水準の確保、定期昇給制度の確立、適正な配置、研修

機会の確保等を積極的に行うこと。加えて、離職した潜在

保育士が復職するための働き方を含めた環境整備などの支

援を強化すること。 

 

 

 

（下線部について回答） 

本市における放課後児童施策は市内の全ての小学校区に

おいて、留守家庭児童を含むすべての児童を対象に実施し

ている「児童いきいき放課後事業」を中心とし、留守家庭児

童を対象とする放課後児童健全育成事業を実施する民設民

営の事業者（放課後児童クラブ）への補助事業である「留守

家庭児童対策事業」を補完的役割としており、事業者に対し

ては事業に要する経費の一部を補助しているところです。 

放課後児童支援員の処遇改善としては、経験年数に応じ

た段階的な賃金に対する「放課後児童支援員キャリアアッ

プ処遇改善事業」のほか、令和 4 年からは、収入を 3 パーセ

ント引き上げるための費用について 1カ月当たり 11,000円

を上限とする「放課後児童支援員等処遇改善事業」により補

助を行っております。 

また、障がい児や医療的ケア児を受け入れるための追加

配置にかかる補助に加え、令和 6 年度には、常勤の放課後

児童支援員を 2 名以上配置した場合の新運営費基準を創設

するなど、働き方を含めた環境整備などの支援を行ってい

るところです。 

 

【こども青少年局 企画部 青少年課 放課後事業グルー

プ】 

 

（下線部について回答） 

 公立保育所においては、配慮や支援を要する児童や保護

者に対応し、セーフティネットの機能の一翼を担うべき保

育士について本務職員を計画的に採用し、配置基準を満た

すために必要な保育士はすべて本務職員としてまいりたい

と考えています。 

本市職員の給料等については、社会一般の情勢に適応し

た適正な給与となるよう、人事委員会による職員の給与に

関する報告及び勧告に基づき決定されることとなってお

ります。 

潜在保育士をはじめ経験豊富な保育士を採用するため、

令和３年度から社会経験者保育士の試験区分を設け、採用

試験を実施しています。 

 

【こども青少年局 企画部 総務課】 

 

＜継続＞ 

②待機児童、潜在的（隠れ）待機児童の減少に向けて 

 

本市では、「大阪市こども・子育て支援計画（第 2 期）」
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良好な子ども・子育て環境の構築をめざし「子ども・子

育て支援計画」の適切な見直しを行うこと。 

すべての子どもが希望する保育所等へ入所できるよう、

保護者の意向や状況を把握するとともに、潜在的な待機児

童の把握と事業所内保育、家庭的保育や小規模保育などの

整備・充実をはかること。 

医療的ケア児を含む障がいのある児童の受け入れや、兄

弟姉妹の同一保育施設への入所などを積極的に行うこと。 

 

【背景】 

「こども誰でも通園制度」が試行実施され、多様なライ

フスタイルに応じ保護者の孤立防止や育児負担の軽減が期

待される。 

一方で、慣れない環境での子どもへの配慮や、慣れない

こどもを預かる保育現場の人手不足と業務負荷軽減への対

策が必須である。モデル実施・試行実施の職場・利用者か

らの意見を聞き取り、課題整理を図りながら、引き続き市

町村への支援を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※良好な子ども・子育て環境の構築をめざし「子ども・子育

て支援計画」の適切な見直しを行うこと。 

すべての子どもが希望する保育所等へ入所できるよう、保

護者の意向や状況を把握するとともに、潜在的な待機児童の

（令和 2～6 年度）が終了することに伴い、現在、次期計画

の策定を進めています。 

次期計画の策定に際して、「こども・子育て支援に関する

ニーズ調査」結果やこれまでの実績を踏まえ、児童数や保育

ニーズなどを適切に見直し、就学前のこどもにかかる教育・

保育の各年度における「量の見込みと提供体制の確保の内

容」を算出しています。 

なお、認可保育所や地域型保育事業所の整備にあたって

は、直近の利用申込状況等を勘案しつつ、保育を必要とする

全ての児童の入所枠確保に向けて取組を進めております。 

また、保育施設等への入所にあたっては、子ども・子育て

支援法上、保護者が就労等の保育の必要性の認定を受ける

必要があり、認定の対象となる場合は、本市においては「大

阪市保育施設等の利用調整に関する事務取扱要綱」に基づ

き、保育の必要性の高い世帯から順に利用調整を行ってい

ます。その中で、障がいのある児童や特別な支援を要する児

童においては、保護者の状況とは別に保育の必要性が高い

と認められる場合は、それぞれの状況に配慮するとともに、

受け入れが促進されるよう、民間保育施設に対して加配保

育士等や医療的ケア児対応看護師の人件費にかかる経費や

受入れに必要となる教材・環境備品の購入にかかる経費を

助成してきたところです。また令和 6 年度より、民間保育

施設での更なる障がい児の受入が促進されるように、医療

的ケア児対応看護師の雇用経費の助成額上限について 1 日

あたり 8 時間から 11 時間に引き上げるとともに、看護師の

雇用条件を緩和し、医療的ケア児の災害対策に必要な備品

の購入費の助成を新設し、同様に公立保育所においても同

様の対応が可能なよう取り組みを進めております。 

きょうだいが保育施設等を利用中の場合の新規の利用

申込みについては、上記要綱において、優先度を高めるた

め、状況に応じたきめ細かな加点を行うよう規定している

ところです。 

 

【こども青少年局 幼保施策部幼保企画課 環境整備 G】 

【こども青少年局 幼保施策部幼保企画課 幼保利用 G】 

【こども青少年局 幼保施策部 保育所運営課】 

 

 

（下線部について回答） 

本市では、令和 2 年 3 月に「大阪市こども・子育て支援

計画（第 2 期）」（令和 2 年度～令和 6 年度）を策定し、包

括的な視野から総合的なこども・青少年や子育て支援に関

する施策を推進しています。 
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把握と事業所内保育、家庭的保育や小規模保育などの整備・

充実をはかること。 

医療的ケア児を含む障がいのある児童の受け入れや、兄弟

姉妹の同一保育施設への入所などを積極的に行うこと。 

 

令和 7 年度以降は、こども施策を社会全体で総合的かつ

強力に推進していくための包括的な法である「こども基本

法」と、その基本的な方針等を定めた「こども大綱」、大

阪府が策定する「都道府県こども計画」を勘案し、新たな

計画として「大阪市こども計画」を策定する予定としてお

ります。 

この「大阪市こども計画」では、こども誰でも通園制度

を含む在宅等育児への支援のほか、こどもの権利擁護の取

り組みや、子育てにかかる経済的負担の軽減、仕事と子育

てをともに選択できる仕組みの充実等を重点施策として

位置付け、こども若者や子育て当事者を対象とした包括的

な視野から総合的な支援施策を推進していきます。 

なお、当該計画については、今後、素案を作成したうえ

で、こども・子育て支援会議やパブリックコメントを経

て、令和 6 年度末に策定する予定としています。 

 

【こども青少年局 企画部 企画課】 

 

＜継続＞ 

③地域子ども・子育て支援事業の充実に向けて 

病児・病後児保育、延長保育、夜間保育、休日保育等、

多様な保育サービス拡充のための財政支援を行うこと。 

保護者の意向や状況の把握、多様な保育サービスの実施

などに対応できるよう、保育士、看護師の確保の支援を行

うこと。 

さらに、セーフティネットの観点から、安易な公立保育

所や市立幼稚園の削減を行わないこと。 

また、病児・病後児保育を利用しようとする保護者がネ

ットによる空き状況の確認や予約が可能なシステムについ

て拡充と改善を進めること。 

 

【背景】 

共働き・共育ても増加し、働き方が多様化する中、子育て

の負担軽減のための支援メニュー拡大が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（下線部について回答） 

本市では、多様化する保育需要に対応するため、乳児保

育・延長保育、夜間保育、休日保育など多様な保育サービ

スの拡充に努め、安心してこどもを生み育てることができ

る環境の整備を図っており、所要額の確保に努めていると

ころです。 

今後も、保育内容の充実を図るため、利用実績を基本と

しつつ安定的運営にも配慮した基準額や補助となるよう、

他の指定都市と連携を図りながら、引き続き国に対して要

望してまいりたいと考えております。 

市立幼稚園につきましては、「民間において成立している

事業については民間に任せる」という市政改革の基本的な

考え方に基づき、施設や地域の状況を考慮したうえで、休

廃止も視野に入れながら、市立幼稚園の民営化を進めるこ

ととしていますが、市立幼稚園としての今日的な役割につ

いての再検証や、公としての役割を明確化したうえで、

個々の園の状況や地域ニーズ等を踏まえ、今後の進め方に

ついての方針を示し取り組むこととしております。 

 

【こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 認可給付グ

ループ】 

【こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 幼稚園運営

企画グループ】 
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※病児・病後児保育、延長保育、夜間保育、休日保育等、

多様な保育サービス拡充のための財政支援を行うこと。 

保護者の意向や状況の把握、多様な保育サービスの実施

などに対応できるよう、保育士、看護師の確保の支援を行

うこと。 

さらに、セーフティネットの観点から、安易な公立保育

所や市立幼稚園の削減を行わないこと。 

また、病児・病後児保育を利用しようとする保護者がネ

ットによる空き状況の確認や予約が可能なシステムについ

て拡充と改善を進めること。 

 

 

 

 

 

 

 

※病児・病後児保育、延長保育、夜間保育、休日保育等、

多様な保育サービス拡充のための財政支援を行うこと。 

保護者の意向や状況の把握、多様な保育サービスの実施

などに対応できるよう、保育士、看護師の確保の支援を行

うこと。 

さらに、セーフティネットの観点から、安易な公立保育

所や市立幼稚園の削減を行わないこと。 

また、病児・病後児保育を利用しようとする保護者がネ

ットによる空き状況の確認や予約が可能なシステムについ

て拡充と改善を進めること。 

 

（下線部について回答） 

公立保育所につきましては、民間において成立している

事業については民間に任せることとする市政改革の方針

に基づき、セーフティネットとしての直営の必要性を考慮

しつつ、施設の状況に応じて、原則民間移管、民間移管が

困難な場合は、補完的に委託化を推進することとしていま

す。 

また、入所率が低く将来的にも保育需要の増加が見込め

ない保育所については、待機児童の発生状況、周辺地域の保

育所の入所状況、施設の老朽化の状況、児童の保育環境及び

地域の保育事情・ニーズなどを慎重に勘案し、受入先保育所

の確保を条件として、当該公立保育所の統廃合・休廃止を検

討することとしております。 

 

【こども青少年局 幼保施策部 保育所運営課】 

 

 

（下線部について回答） 

病児・病後児保育については、国の要綱により基準額が定

められているところですが、本市においては、基準額の細分

化や独自の加算のほか、新規開設における施設改修費等の

費用負担を軽減するため、開設準備経費補助を実施してお

ります。また、事業実施者の賃借料負担を軽減するため、令

和６年度に賃料補助金を創設いたしました。 

病児・病後児保育にかかるシステムに関しましても、病

児・病後児保育事業の事業実施者に対し、予約システムの整

備に要する経費の一部を補助する病児・病後児保育事業予

約システム整備補助を実施しております。 

今後も、保育内容の充実を図るため、利用実績を基本とし

つつ安定的運営にも配慮した基準額や補助となるよう、他

の指定都市と連携を図りながら、引き続き国に対して要望

してまいりたいと考えております。 

 

【こども青少年局 子育て支援部 管理課 子育て支援グ

ループ】 

 

＜継続＞ 

④企業主導型保育施設の適切な運営支援について 

企業主導型保育施設については、子どもの育ちと安全を

保障するため、認可施設への移行を進め、保育の質を確保

すること。加えて、地域利用枠を拡大するなど地域貢献に

もつなげるよう働きかけること。 

 

 

認可外保育施設として届出のあった企業主導型保育施設

には「認可外保育施設指導監督基準」及び「認可外保育施設

指導監督の指針」に基づき、年 1 回以上、本市職員が立入調

査を実施し、施設の設備や運営状況について必要な指導、助

言を行っています。 

今後も、利用者に安全安心な保育が提供されるよう、企
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【背景】 

 企業主導型保育施設は企業の福利厚生制度でもあるが、

子どもの育ちと安全を保障するため、指導・監査など市町

村による関与も必要である。 

 

業主導型保育事業を実施するこども家庭庁及び（公益社団

法人）児童育成協会と共に、指導監督に努めてまいりま

す。 

 

【こども青少年局 幼保施策部幼保企画課 指導監査 G】 

 

 

＜継続＞ 

⑤子どもの貧困対策と居場所支援について 

「子どもの貧困」の解消に向け、大阪市こどもサポート

ネットについて、実効ある対策と効果の検証を行うととも

に、困窮家庭における相談窓口については、必要な支援が

確実に受けられる体制の構築を行うこと。 

就労しているひとり親家庭に対して支援が確実に届くよ

う、アウトリーチ型の支援や、土日祝や夜間の相談体制の

充実、行政手続きの簡素化を行うこと。 

「子ども食堂」については地域における子どもや子育て

世帯の居場所となるよう、学校・企業・福祉などと連携し

たネットワーク構築へ向け、大阪市として「子ども食堂」

への支援をさらに拡充すること。さらに、「住む場所による

差」がでないよう実施支援・働きかけを強めること。 

 

【背景】 

生活困窮者自立支援法の改正を受け、子ども食堂など居

場所の充実と重層的支援体制整備事業との連携強化が盛り

込まれている。居場所の提供や生活習慣・育成環境の向上

の取り組みも含め、子どもの学習・生活支援事業などを積

極的に実施することが必要。 

「子ども食堂」は、食の提供だけに留まらず、「子どもの

居場所」として地域との繋がりを深める重要な拠点となっ

ている。「子ども食堂」、教育機関、民間企業などが連携し

たネットワークの構築へ向けた施策も必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（下線部について回答） 

 「大阪市こどもサポートネット」は、実施目的を、「すべ

てのこどもたちの状況を把握」し、「課題の解決に向けて必

要な支援につなげていく」こととしており、学校におけるこ

どもの外形的な様子からの「気づき」を「見える化」して区

役所等の福祉制度や支援先の利用など、必要な支援先につ

なげる仕組みとなっています。平成 30 年度からモデル 7 区

で実施し、その効果検証を踏まえ、令和 2 年度から全区展

開しています。 

この間、複合的な課題等により対応が難しいケースが多

くみられておりますが、粘り強く支援対象者に対して働き

かけ等を行った結果、令和 5 年度においては、3,608 人の

課題がある児童・生徒を発見するとともに、そのうち

3,563 人について、アウトリーチを行うことができまし

た。また、アウトリーチを行ったうち、3,442 人を必要な

支援先に繋げることができ、さらに、そのうち 1,268 人に

ついては、解決または好転することができました。 

次に、本事業における主な課題ですが、学校と区役所等

の協働により、何らかの行政サービスや地域資源の利用に

つながる件数は多い一方、世帯の課題が多岐にわたってい

ることにより、なかなか状況に変化が見られなかったり、

課題の認識や制度利用の必要性がなかなか理解されず、最

終的に利用することを拒否する世帯が一定数存在するほ

か、不登校支援などにおいては、児童・生徒の個々の状況

が異なることや、こどもたちの気持ちの変化が起こるまで

に時間を要するため、支援等の利用が進まない状況がみら

れます。 

これらの課題への対応として、何らかの支援につなげた

後も潜在的な課題があることをあらかじめ想定し、更に利

用可能な支援先をもれなく提供し利用につなげるととも

に、これまで以上によりきめ細やかな充実した寄添い型の

支援を行ってまいります。 

次に、こども食堂等のこどもの居場所（以下「こどもの

居場所」といいます。）への支援については、地域におけ

る取組の活性化と、社会全体でこどもを育む機運の醸成を

図ることを目的として、平成 30 年度より、地域でこども
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※「子どもの貧困」の解消に向け、大阪市こどもサポート

ネットについて、実効ある対策と効果の検証を行うととも

に、困窮家庭における相談窓口については、必要な支援が

確実に受けられる体制の構築を行うこと。 

就労しているひとり親家庭に対して支援が確実に届くよ

う、アウトリーチ型の支援や、土日祝や夜間の相談体制の

充実、行政手続きの簡素化を行うこと。 

「子ども食堂」については地域における子どもや子育て

世帯の居場所となるよう、学校・企業・福祉などと連携し

たネットワーク構築へ向け、大阪市として「子ども食堂」

への支援をさらに拡充すること。さらに、「住む場所による

差」がでないよう実施支援・働きかけを強めること。 

 

 

の貧困などの課題解決に取り組む団体等（以下「活動団体」

といいます。）と活動団体を支援する意向のある企業等（以

下「支援企業」といいます。）をつなぐ「こども支援ネッ

トワーク」（以下「ネットワーク」といいます。）を構築し、

ネットワークの事務局を担っている大阪市社会福祉協議

会へ運営補助を行ってきました。 

さらに、令和元年度からは、活動団体の運営基盤を支え

るために、ネットワークへ加入登録された活動団体へ、こ

どもの居場所の万一の事故に対応する保険を適用するこ

ととし、本市がその経費を全額補助しています。 

また、多くのこどもの居場所が市内に開設されている一

方で、こどもの居場所が一つもない小学校区もあることか

ら、こどもたちがこどもの居場所を利用したいときに利用

できるよう、こうした地域にこどもの居場所を充足させる

ことを目的として、本市が指定する未開設の校区でこども

の居場所を開設することを希望されている活動団体に対

し、開設にかかる備品等の購入経費を補助する「大阪市こ

どもの居場所開設支援事業」を令和４年度にモデル実施

し、令和 5 年度から全区展開による本格実施を行っていま

す。 

引き続き、活動団体の主体性を大切にしながら、こどもの

居場所が安定的・持続的に運営され、安心して活動できる

よう、側面的な支援による環境づくりに取り組んでまいり

ます。 

 

【こども青少年局 企画部 企画課 こどもの貧困対策推

進グループ】 

 

（下線部について回答） 

 ひとり親に対する相談支援体制については、各区保健福

祉センターにひとり親家庭サポーターを配置し、ひとり親

に対する支援施策の案内や相談対応をワンストップで対応

できるよう努めているところです。 

 その対応日・時間については、原則区役所の開庁時間とし

ているところですが、事前に予約を頂くことで、夜間・休日

の対応も行っています。 

 また、本市の指定管理施設である「母子父子福祉センター 

愛光会館」においても生活相談や就業相談を実施しており、

夜間・土曜日を含めて対応を行っているところです。 

 

【こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課】 
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※「子どもの貧困」の解消に向け、大阪市こどもサポート

ネットについて、実効ある対策と効果の検証を行うととも

に、困窮家庭における相談窓口については、必要な支援が

確実に受けられる体制の構築を行うこと。 

就労しているひとり親家庭に対して支援が確実に届くよ

う、アウトリーチ型の支援や、土日祝や夜間の相談体制の

充実、行政手続きの簡素化を行うこと。 

「子ども食堂」については地域における子どもや子育て

世帯の居場所となるよう、学校・企業・福祉などと連携し

たネットワーク構築へ向け、大阪市として「子ども食堂」

への支援をさらに拡充すること。さらに、「住む場所による

差」がでないよう実施支援・働きかけを強めること。 

 

（下線部について回答） 

本市では、生活保護に至る前の段階の第２のセーフティ

ネットとして、相談支援窓口を各区役所に設置し、相談者

の自立までを包括的・継続的に支援しております。支援に

あたっては、個々の状況に応じて、他施策・他機関等の相

談窓口へつなぐとともに、地域のネットワーク、関係機関

等とも連携し、自立に向けた支援を実施しております。 

また、生活困窮者自立支援法に基づく子どもの学習・生活支

援事業として、中学生及び高校生世代の子どものいる家庭

を対象に、世帯の課題解決及び親と子双方の進学意識を高

めるため、家庭訪問によるカウンセリングを中心とした支

援を実施する「子ども自立アシスト事業」を市内全域で実施

しています。 

 

【福祉局 生活福祉部 自立支援課】 

 

＜継続＞ 

⑥子どもの虐待防止対策について 

「こども相談センター」の権限を強化するよう国に強く

求めるともに、複雑かつ重大化の傾向にある児童虐待の相

談業務に適切に対応するため、児童福祉司、児童心理司、

相談員を増員し、相談業務を担う職員の専門性を高める研

修等を実施すること。 

「こども相談センター」の機能を強化し、児童虐待の予

防的取り組みや、介入徹底などに加え、学校など関係先と

の連携を強化し、早期発見による未然防止に努めること。 

市民に対しては、「子どもの権利条約」および「こども基

本法」の内容・理念を周知し普及に努めること。さらに

「児童虐待防止法」や国民の通告義務の啓発・広報の徹底

を図るとともに、児童虐待防止を呼び掛ける「オレンジリ

ボン運動」について、11 月の「オレンジリボン・児童虐待

防止推進キャンペーン」月間などのタイミングで、SNS を活

用したプッシュ型の情報発信を行うなど、現在、実施して

いる啓発活動を拡大し、さらなる未然防止策を講じるこ

と。 

 

【背景】 

 全国の児童虐待相談件数は 2022 年度に過去最多（約 22

万件）となり、且つ複雑・重大化をしている。引き続き、

市町村と連携しながら、相談業務を担う専門職員の人材確

保・育成に向けた対策を求める。 

 

 

こども相談センターでは、従前より児童虐待相談をはじ

めとする児童相談件数の増加や複雑化している相談に対応

するため、児童福祉司の増員に取り組んでおり、児童虐待対

応や法的対応など相談体制の強化を図ってまいりました。 

児童福祉法の改正により、平成 28 年に児童福祉司の配置

基準が明確化されたことなどを受け、平成 29 年から計画的

な採用を行い児童福祉司・児童心理司の増員に取り組むと

ともに、資質向上のための研修を行うなど専門性の強化に

取り組んでおります。 

本市では、秋のこどもまんなか月間を中心に「オレンジ

リボン・児童虐待防止推進キャンペーン」を展開し、様々

な民間企業や関係機関における啓発ポスターの掲示・啓発

物品の配布、プロスポーツチームとの連携など、児童虐待

防止に向けた啓発活動を実施しています。今年度は、ポス

ターの掲示場所や企業との連携を拡充するほか、大阪市の

プロスポーツチーム 8 チームのホームゲームにおける啓発

物品の配布など取組を行います。また、今年度より本市

LINE を活用したオレンジリボンキャンペーンの情報発信を

行っています。今後も引き続き、様々な機会をとらえた啓

発活動に努めてまいります。 

【こども青少年局 中央こども相談センター】 

【こども青少年局 子育て支援部 管理課 児童支援対

策】 

 

＜継続＞  
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⑦ヤングケアラーへの対策について 

子どもたちが、教育の機会が奪われ、社会的な孤立に追

い込まれないよう、迅速かつ的確な社会的・経済的支援を

行うこと。 

地域包括支援センターを拠点に福祉・介護・医療・教育

等の様々な機関と連携を強化し、早期発見が可能な仕組み

を構築し、重層的支援体制を整備すること。 

学校や地域での早期発見につながるよう、他の自治体と

も連携し、具体的な事例や概念について広く周知を行い、

理解促進に努めること。 

 

【背景】 

ヤングケアラーは子ども自身や家族が「支援が必要な状

況である」ことを認識していない場合も多く、ケアラーと

の接点がある学校・職場等で周囲が存在に気づけるよう広

く認知度を高める必要がある。また、ケアラー本人が相談

窓口や支援制度へアプローチできるよう、相談先の周知活

動もあわせて重要な取組みとなる。 

 

（下線部について回答） 

○「ヤングケアラー」の具体的な事例や概念について 

本市では、ヤングケアラーの支援として、まずは正しい

理解と気づきの醸成が必要であるとの認識のもと、市ホー

ムページや市広報紙でヤングケアラーについての掲載を行

う他、ポスター、リーフレット等を市関連施設等に配布し

ています。 

また、市作成の啓発動画を区役所や市内商業施設等のデ

ジタルサイネージで放映し、広く周知・啓発を行っていま

す。 

さらに、令和5年9月には、市内在住の中高生に向けた冊

子「自分と家族の味方をつくるブック」を作成し学校に配

架するなど、こどもたちにもヤングケアラーの存在や決し

てひとりで悩み、抱え込む必要がなく、助けてくれる大人

や場所があることを周知しています。 

 

○早期発見が可能な仕組みの構築及び相談体制の強化につ

いて 

本市では、副市長をリーダーに区長と関係所属長がメン

バーであるヤングケアラー支援にむけたプロジェクトチー

ムを設置し、ヤングケラー支援策の検討を進めており、こ

のプロジェクトチーム会議での議論をふまえ、一番身近な

行政機関である区役所の子育て支援担当にヤングケアラー

相談窓口を設置しました。 

各区においては、ヤングケアラーを含む要保護児童等に

ついて、関係機関と連携して最新の情報を把握、整理し共

有を行うとともに、適切な支援となるよう継続的に支援方

針の見直しを行っております。特に虐待が疑われるヤング

ケアラーについては、要保護児童対策地域協議会だけでな

く、こども相談センター（児童相談所）と連携を密にする

など、必要な支援を行っています。 

こどもたちが多くの時間を過ごす学校においては、令和

4 年度に引き続き令和 5 年度においても、教育現場への支

援として、スクールカウンセラーを増員し、すべての市立

小中学校等に配置しました。また、あわせて児童生徒に配

付しているタブレットの相談機能を充実化し、家庭や家族

のことが相談しやすい環境を整備するとともに、スクール

ソーシャルワーカーを増員配置することで、児童生徒のア

セスメントを実施し、支援の必要なこどもや家庭を見逃さ

ずに、福祉施策とつなげる仕組みを構築しています。 

また、プロジェクトチーム会議での議論・検討を踏まえ

た本格支援策として、「ヤングケアラーへの寄り添い型相

談支援事業」のピアサポートの体制を強化するとともに、
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外国語対応が必要な家庭に対する通訳派遣を実施している

ほか、子育てに対して不安や負担を抱えている要保護家庭

等やヤングケアラーのいる家庭に訪問支援員を派遣し、こ

どもたちのケア負担の軽減など、ヤングケアラー支援を推

進していきます。 

 

【こども青少年局 企画部 企画課（企画）】 

【教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当】 

【教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当】 

 

＜独自要請・継続＞ 

⑧児童いきいき放課後事業について 

「児童いきいき放課後事業」については、中心区の児童

数の急増などの要因により、事業の内容に極端な偏在が発

生しているとの声もあり、検証と対策が必要である。地域

間の格差を縮小し、事業が充実するよう、予算措置を行う

よう要請する。 

また、「南海トラフ地震」に対するリスクが高まっている

なか、「児童いきいき放課後事業」が行われている際に大規

模災害が発生した場合でも、十分な対応が行えるよう、検

証を行い必要な対応を行うこと。 

 

【背景】 

「児童いきいき放課後事業」については、現状では、就

労する保護者のニーズに応えられているとは言い難い。地

域間の児童数の格差や「子どもの貧困率」が高い大阪市に

おいては様々な問題が顕在化している。 

加えて、大阪市の放課後児童施策については、健全な児

童の育成といった目的だけでなく、就業者のワーク・ライ

フ・バランスからの観点や、防災面の課題、社会的弱者に

対する施策、社会教育としての視点など、多様な視点から

の事業の強化が必要である。 

 

 

「児童いきいき放課後事業」については、市内に居住する

全ての児童を対象に、市内の市立小学校全てにおいて、平日

の放課後のほか土曜日、夏休みや冬休みなど長期休業日に、

児童の安全・安心な遊び場・居場所を提供しております。 

利用可能な活動室は、原則として、児童の安全や学校との

連携の観点から、授業の終了後に校外に移動する必要がな

いよう居住している小学校区にある「いきいき」としていま

す。 

利用児童数に応じて、利用可能な活動スペース等の確保

や職員の配置を行っています。 

また、各「いきいき」では、安全計画を策定したうえ、

日々非常通報装置や非常時連絡体制の確認に加え、非常災

害時の対応について、活動室職員の研修や児童に対する安

全指導など必要な措置を講じるとともに、避難訓練も定期

的に実施しております。 

 

【こども青少年局 企画部青少年課 放課後事業 G】 

 

＜継続＞ 

(6)誰も自死に追い込まれない、相談体制の強化について 

相談者に対応する相談員の増員や研修制度の充実、さら

には SNS による相談体制の充実など、「こころの悩み電話相

談」の体制を強化すること。あわせて、相談員がメンタル

不調に陥らないよう、対策を十分に講じること。 

また、相談者が抱える個々の事情により沿った支援を行

うため、関係機関や NPO などの民間団体と連携するととも

に、取り組みへの支援を行うこと。 

 

 

 本市では、自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱に基づ

き、「大阪市自殺対策基本指針」を策定し、こころの悩み電

話相談、こころの健康相談統一ダイヤルによる電話相談、ゲ

ートキーパーの養成研修、自殺未遂者相談支援事業、自殺予

防週間や自殺対策強化月間における普及啓発活動など、自

殺対策の推進に努めています。 

自殺に至る背景には、精神保健上の問題だけでなく、過

労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの

様々な社会的要因があると言われていることから、健康局
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【背景】 

減少傾向にあった自死者は、コロナ禍で増加傾向に転

じ、高い水準が続いている。 

 

のみならず、それぞれの担当部局が悩みや困りごとを抱え

た方に対し支援を行っています。 

今後も、困難を抱える方へ寄り添った対応・支援を行うこと

で一人でも自殺を考える市民が少なくなるよう取り組みを

進めてまいります。 

 

【健康局 健康推進部 こころの健康センター】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(7)社会のセーフティネットの再構築について 

貧困や、傷病による障がい、介護など、様々な要因によ

り「あたりまえ」の生活が維持出来なくなったとき、誰も

が、状況に応じた適切な「福祉サービス」を受けることが

出来なければならない。 

必要な支援が的確に提供できる仕組み作りが大切であ

り、区役所・保健福祉センターをはじめとした各種相談体

制の充実が図られるよう、必要な人員の確保と予算措置が

行われることを要請する。 

 

【背景】 

コロナ禍を経て、いわゆる「社会的弱者」と呼ばれる

人々の生活不安が明らかとなっている。本来機能すべき

「福祉」という社会のセーフティネットが、必要としてい

る人々に届きにくい現状があると考えている。 

私たちが行った、大阪市民を主な対象としたアンケート

でも、「福祉」に対する関心は高くなっており、様々な困難

に直面した人々が、社会のセーフティネットに適切に対応

されるのか、そして適切なサービスを受けられるのが大き

な課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（障がいのある方の相談体制について） 

障がいのある方の相談に関しては、各区保健福祉センタ

ーが各種福祉制度の窓口となっており、手帳の申請をはじ

め各障がい福祉サービスなどの相談に応じています。ま

た、身近な相談機関として、各区に障がい者基幹相談支援

センターを設置しており、障がいのある方やその家族を対

象に、福祉サービスの利用援助や社会資源の情報提供など

を行っています。 

 昨今の相談件数の増加や課題の複雑・多様化に対応でき

るよう、令和 6 年度から各区障がい者基幹相談支援センタ

ーの職員体制を強化したところであり、引き続き障がいの

ある方の相談支援体制の充実に努めてまいります。 

 

【福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課】 

 

地域包括支援センターは、高齢者が地域で安心して過ご

すことができるように、包括的・継続的な支援を行う地域包

括ケアを実現するための中核的役割を担っており、高齢者

やその家族、ケアマネジャーからの介護、福祉、保健に関す

る相談・支援などを行っております。 

また、本市では、地域包括支援センターと連携しながら、

総合相談支援業務、権利擁護業務を行う総合相談窓口（ブラ

ンチ）も設置しており、高齢者やそのご家族にとって、より

身近な相談窓口として社会福祉士等の専門職が相談業務に

あたっております。 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、地域包括支

援センターが中核となり、関係機関が連携して取り組んで

いくことが重要であることから、そのために必要となる人

員を追加配置するなど、地域包括支援センターの体制の強

化に取り組んでまいりました。 

今後も、地域包括支援センターの人員体制の整備や機能強

化に努めてまいります。 

 

【福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課】 
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※貧困や、傷病による障がい、介護など、様々な要因によ

り「あたりまえ」の生活が維持出来なくなったとき、誰も

が、状況に応じた適切な「福祉サービス」を受けることが

出来なければならない。 

必要な支援が的確に提供できる仕組み作りが大切であ

り、区役所・保健福祉センターをはじめとした各種相談体

制の充実が図られるよう、必要な人員の確保と予算措置が

行われることを要請する。 

 

 

 

※貧困や、傷病による障がい、介護など、様々な要因によ

り「あたりまえ」の生活が維持出来なくなったとき、誰も

が、状況に応じた適切な「福祉サービス」を受けることが

出来なければならない。 

必要な支援が的確に提供できる仕組み作りが大切であ

り、区役所・保健福祉センターをはじめとした各種相談体

制の充実が図られるよう、必要な人員の確保と予算措置が

行われることを要請する。 

 

 

 

（下線部について回答） 

本市では、生活保護に至る前の段階の第２のセーフティネ

ットとして、相談支援窓口を各区役所に設置し、相談者の自

立までを包括的・継続的に支援しております。支援にあたっ

ては、個々の状況に応じて、他施策・他機関等の相談窓口へ

つなぐとともに、地域のネットワーク、関係機関等とも連携

し、自立に向けた支援を実施しております。 

 

【福祉局 生活福祉部 自立支援課】 

 

 

（下線部について回答） 

また、総合的な相談支援体制の充実事業においては、既

存の仕組みでは解決ができない複合的な課題等を抱えた

人や世帯を適切な支援につなげるため、区保健福祉センタ

ーが調整役となり、関係機関が一堂に会し世帯全体の支援

方針を検討する、「総合的な支援調整の場（つながる場）」

を開催するなど分野横断的な連携を行っております。 

 

【福祉局 生活福祉部 地域福祉課】 

 

 

４．教育・人権・行財政改革施策 

＜継続・項目分け＞ 

(1)教職員の長時間労働是正と人材確保について（★） 

教育の質の向上と子どもの豊かな学びのため、教職員定

数の改善、教職員や支援員等の人材確保と労働条件の改善

を行うこと。 

教職員の長時間労働を是正するために、客観的な勤務時

間管理をおこない、「時間外在校等時間の上限（月 45 時

間、年 360 時間）」を遵守するよう、有効な対策を講じるこ

と。 

また、教職員の欠員対策として、代替者の速やかな確保

に努めるとともに、病気休職者をなくすための労働安全衛

生体制を確立すること。 

 

【背景】 

時間外在校等時間の上限（月 45 時間、年 360 時間）」を

遵守するよう、課題整理のうえ抜本的に業務を見直し、教

員の働き方改革を推進していく必要がある。 

課外授業等の外部委託の活用などによる負担軽減につい

 

教職員定数については、定数改善を国へ要望していくと

ともに、今後も各学校の実情・実態をより精緻に把握し、教

職員の適切な配置に努めてまいりたいと考えております。 

学校現場における教員の欠員状況につきましては、全国

的な教員不足の中、本市におきましても、年度途中の産・育

休等にかかる代替教員（講師）の確保ができず、欠員が生じ

ており、教育委員会としても大きな課題として認識してお

ります。 

これまで、代替教員（講師）の確保のための取り組みとし

て、教員採用選考テストにおける「大阪市立学校園現職講師

特例」の実施、講師採用相談会の休日・夜間の開催、地下鉄

駅共用部分への周知ビラの掲示及び地下鉄内の中吊り広告

の掲出、大学の就職担当部門をターゲットとした取り組み

に加え、行政オンラインシステムを利用した講師登録の運

用やオンライン面談の実施など、さまざまな方策を講じて

いるところです。 

さらに、今年度より教員が安心して産育休を取得できる

職場環境、ひいては、子どもや保護者が安心できる学習環境
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ても検証が必要。 

 

を実現するために、全国初の制度として「本務教員による欠

員補充制度（特別専科教諭）」を創設し、年度途中の欠員未

補充の状況を解消できるよう取り組んでおり、今年度は市

独自に本務教員を小学校 50 名、中学校 15 名採用し、配置

しております。 

代替教員（講師）の確保につきましては、未だ厳しい状

況にはございますが、引き続き、柔軟な発想のもと、関係

先と連携を図りながら、あらゆる方法を検討し実施してい

くことで、その確保に努めてまいります。 

教職員の勤務時間については、「教職員勤務情報システ

ム」において出退勤時刻の情報などから勤務時間を管理す

るとともに、時間外勤務の状況の把握にも努めています。 

また、教員の長時間勤務の解消については、教員の負担

を軽減し、教員が子どもたち一人ひとりに寄り添うための

時間が確保できるよう、令和元年に「学校園における働き

方改革推進プランを策定し、負担軽減の取組を進めてまい

りました。 

取組みの結果、時間外勤務の状況については改善傾向に

あるものの、依然として長時間勤務の解消には至っておら

ず、今般「第2期 学校園における働き方改革推進プラ

ン」を策定し、これまで以上に取組みを進めていくことと

しております。 

なお、長期療養を要する疾病により、病気休職に至った教

職員については個人要因、外的要因など一人ひとり異なる

事情ではありますが、各学校園に設置しております労働安

全衛生体制の中で衛生管理者、衛生推進者（主に管理職）が

中心となり職場環境改善の取組をすすめ誰もが働きやすい

職場づくりに努めてまいります。 

 

【教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当】 

【教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当】 

【教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当】 

 

＜継続・項目分け＞ 

(2)子どものゆたかな学びを保障する教育環境整備について

（★） 

深刻化する子どもの貧困、虐待、いじめ、不登校、自死

等への対策として、スクールカウンセラー（SC）、スクール

ソーシャルワーカー（SSW）の配置拡充を行い、十分な人材

確保にむけた養成・育成に取り組むこと。 

また、外国にルーツをもつ子どもが取り残されることの

ないよう、日本語指導が必要な子どもに対して、必要な家

庭支援を行うこと。加えて、進学等で不利益を被らないよ

 

令和 2 年度より、全区において「こどもの貧困対策関連

事業」のこどもサポートネットを実施しております。本事業

では、こどもサポートネットスクールソーシャルワーカー

を、全市 24 区に学校数に応じて 1 名または 2 名を区役所へ

配置しており、さらに令和 5 年度より、ヤングケアラーへ

の支援を充実させるため、スクールソーシャルワーカーの

人数を 1 名または 2 名増員し、順次、区役所に配置してお

ります。 

帰国・来日等の子どもへの支援については、令和2年度
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う、子どもや保護者に対して、多言語対応可能な支援体制

の整備や「やさしい日本語」を活用し、適切な情報提供と

理解促進を進めること。 

また、「支援学級」については、支援を要する児童生徒数

の増加に伴って支援担当１人あたりの受け持ち児童生徒数

が年々増えてきている。それにより当該児童生徒への支援

の内容に偏在が発生しているとの声もあり、検証と対策を

行うこと。 

 

【背景】 

タワーマンションの建設などにより、中心区の児童数が

急増し、結果、教職員や支援員の対応が追い付いていない

状況があるとされている。加えて、子供の不登校に対して

の対策が不十分との声もあり、教職員や支援員の人材不足

の影響も危惧される。 

「支援学級」については、教職員のスキルによって効果

に大きな差が生じるとの意見もあり、支援を要する児童数

の推移を注視しつつ、様々な事例研究など行い、教育委員

会として適切な対応が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※深刻化する子どもの貧困、虐待、いじめ、不登校、自死

等への対策として、スクールカウンセラー（SC）、スクール

ソーシャルワーカー（SSW）の配置拡充を行い、十分な人材

確保にむけた養成・育成に取り組むこと。 

 

から重点施策である「外国につながる児童生徒の受入れ・

共生のための教育推進事業」を開始し、外国から編・転入

学する子どもへの支援を進めています。 

外国から編・転入学する子どもには、保護者を含めて初

期面談を実施し、プレクラスの案内や在学中の日本語指

導、進路に関すること等を必要に応じて通訳者を介し丁寧

に説明し、学校生活への不安が少しでも和らぐよう努めて

います。 

さらに、市内各教育ブロックに１拠点、合計４拠点に共

生支援拠点を設置し、常駐のコーディネーターが、学校生

活に必要な初期の日本語指導を行う日本語指導員や通訳者

による学校での支援、教育相談、学校生活への円滑な接続

のための初期教室である「プレクラス」等を実施していま

す。 

また、多文化進路ガイダンス等において、多言語による高

校入試制度の説明や個別進路相談等を実施することで、帰

国・来日等の子どもたちが安心して学校生活を送り、主体的

に進路を選択できるように取り組んでいます。 

今後とも、外国につながるすべての子どもたちが自らの

力を発揮できるよう様々な支援を続けてまいります。 

また、本市では、これまでより、「共に学び、共に育ち、

共に生きる」教育をすすめながら、特別支援教育に関する実

践を積みあげてまいりました。 

今後も、障がいのある子どもが達成感を持って充実した

時間が過ごせるよう、特別支援学級における児童生徒の発

達に応じた教育実践をすすめるとともに、教員研修におい

て、特別支援教育に関する専門性を高め、特別支援学級にお

ける実践、通常学級での交流及び共同学習における実践な

どを蓄積してまいります。 

 

【教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当】 

【教育委員会事務局 指導部 インクルーシブ教育推進担

当】 

 

（下線部について回答） 

 不登校やいじめ等のこどもが抱える問題の早期発見・早

期解決を図るため、平成 21 年度から市立中学校全校にスク

ールカウンセラーを配置し、その後、市立小学校への配置も

進めてきました。令和 4 年度から、ヤングケアラーをはじ

めとする家庭での悩みについても身近な学校で相談できる

ように、全市立小学校にスクールカウンセラーを配置し、令

和 6 年度も引き続き配置拡充をしています。 

 また、スクールカウンセラーの資質向上のため、中央こど
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も相談センターでは、スクールカウンセラーへの訪問支援

や研修を実施しています。 

さらに、各学校との間でスクールカウンセラー事業につ

いての意見交換を行い、学校現場のニーズを反映させるよ

うにしています。 

 

【こども青少年局 中央こども相談センター 教育相談担

当】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(3)すべての子どもたちに教育を保障すること 

すべての子どもたちに、教育の機会を保障し、経済的負

担の軽減、学習の機会と学力の底上げが図られるよう、不

登校児童・生徒等への支援、夜間中学の充実、帰国・来日

児童生徒への十分な対応や、障がいの有無に関係なく、地

域の学校に進学し、安心して学ぶことのできる条件整備な

ど必要な措置を講じること。 

具体的な実施にあたっては、それらの措置が実効あるも

のとなるよう、現場の意見を十分に踏まえた対応を行うと

ともに、早急に教育費の完全無償化に向けた検討を行うこ

と。 

 

【背景】 

「子どもの貧困率」が高い大阪において、社会的な格差

により拡大しつつある「教育格差」の問題が顕在化してい

る。保護者の経済力が、学力に大きく影響するということ

は、これまでの様々な調査で明らかになっている。 

また、私たちが行った、大阪市民を主な対象としたアン

ケートにおいても、「学び」に対する関心は非常に高く、行

政として、社会的弱者への学習機会の保障などについて包

括的な視点での取り組みが求められている。 

そのためにも教職員定数の改善、教職員や支援員等の労

働条件を改善し人材確保をすることが重要である。 

 

（下線部のみ回答） 

経済的な理由により子どもを就学させることが困難と認

められた保護者に対しましては、従来より、必要な費用を補

助し、児童・生徒の就学の機会の確保を図り、学校教育の円

滑な実施に資するため、学校教育法第 19 条及び学校保健安

全法第 24 条に基づき、就学援助制度を実施しております。 

この間、経済的に困窮していることの公的証明を求める

など審査の公正化を図る一方、世帯の収入・所得のみなら

ず、主に生計を維持している方の失業や傷病等による休職

等の状況や、生計を一にする家族のための多額の医療費等、

様々な事情をきめ細やかに考慮し、審査を行っているとこ

ろでございます。 

厳しい財政状況のもとではありますが、真に援助を必要

とする方の就学の機会を確保するセーフティネットとし

て、今後とも持続可能な制度として維持できるよう努めて

まいります。 

 また、学校において日常使用する消耗品や備品の購入経費

などについては公費で負担することとしておりますが、学校

の教育活動を通じて子どもたちに直接還元される教材や修

学旅行費などは、保護者の方に負担いただいております。 

 

【教育委員会事務局 学校運営支援センター 事務管理担

当】 

【教育委員会事務局 学校運営支援センター 学務担当】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(4)子どもたちの学習環境整備について 

大阪市においては、学校の統廃合が行われている一方、

市内中心部では大規模タワーマンションなどの建設により

児童数が急増し、特別教室の転用や校舎の増改築などが行

われるなど学習環境の低下が懸念されている。 

学校校舎の設備面などにより学ぶ機会が制限されること

があってはならず、常に良好な学習環境が維持できるよう

教育環境の充実に向けて取り組むことを要請する。 

 

市内中心部におきましては、大規模住宅の開発計画によ

り、児童・生徒が急増しており、教室不足や過大規模化が喫

緊の課題となっていることから、平成 29 年度に市内中心部

児童急増対策プロジェクトチームを立ち上げて、その対策

を検討し、対応を進めているところです。 

 具体には中長期的な児童生徒数推計により、将来も見据

えて新設校や分校等の設置による過大規模化解消のほか、

校舎増築に際しても、高層化校舎の整備によりできる限り
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加えて、こうした事態に陥らないよう「教育委員会」と

しても、関係部局への働きかけなどに取り組むこと。 

また、学校給食については、学校現場、児童・保護者の

意見をふまえ、十分な予算措置を行い、改善が図られるよ

う要請する。 

 

【背景】 

学校給食については、我々が市内居住者を対象に行った

アンケートなどでは「量が少なく質も悪い」との意見もあ

る。 

給食設備の老朽化や、原材料費の高騰など、様々な要因

があると思われるが、実態把握に努めるとともに改善のた

めに予算の増額が必要。 

 

運動場を確保するなど、児童・生徒の教育環境を考慮のう

え、対応を進めていくこととしています。 

今後も各学校の実情を踏まえて計画的に児童・生徒の教

育環境の確保に努めてまいります。 

また、学校給食は、１日に必要な栄養素等の約三分の一

量が摂取できるように文部科学省の「学校給食摂取基準」

として定められております。本市の学校給食においても、

予算確保のうえ、文部科学省の「学校給食摂取基準」に基

づき各栄養素を過不足なく摂取できるよう食品を適切に組

み合わせた献立を作成し、提供しております。また、献立

作成においては児童生徒の健康の保持増進、衛生、経済及

び嗜好を考慮し、本市教職員、PTA 代表を含む意見聴取を

ふまえて行っております。 

 

【教育委員会事務局 総務部 施設整備課】 

【教育委員会事務局 指導部 保健体育担当】 

 

＜新規＞ 

(5)学校の統廃合について 

小・中学校の統廃合については、一時の人口増減をみる

のではなく「街づくり」の長期的な視点からの判断が必要

である。また、校区が広がることにより、通学の安全が担

保されるか懸念が残る。加えて、廃校により土地を売却す

ると人口増加に転じた場合の学習環境の悪化に繋がる恐れ

もある。 

さらに、「南海トラフ地震」に対するリスクが高まってい

る中、避難所となるべき小・中学校の統合は、防災面でも

大きな懸念材料となる。 

条例にもとづく小・中学校の統廃合については、廃止も

含めて見直すこと。また、統合され廃校となった場合でも

公共用地として確保し、安易な売却は行わないこと。 

 

【背景】 

大阪市の「大阪市立学校活性化条例」により、11 学級以

下の小学校は学校配置の適正化を目的に統廃合の対象とな

っているが、対象数は 105 校で、今後とも 11 学級以下の状

況が見込まれる 84 校が具体的な対象。 

中学校は 5 学級以下を適正化の対象とし、8 学級以下を小

規模校としている。5 学級以下の中学校は 11 校あり、6～8

学級以下の学校でも教育上の課題が生じている等の場合

は、適正化を進めるとしている。 

区内のすべての小学校が対象となる区もあり、市はその

対策として区を跨いだ児童の配置も検討されているとのこ

（下線部について回答） 

大阪市では、有識者等で構成する「大阪市学校適正配置審

議会」からの答申をふまえ、子どもたちが将来、社会生活を

営むうえで必要な社会性や困難に立ち向かう力を獲得して

成長していくために、学校は一定の集団規模であることが

必要なことから、学校配置の適正化に取り組んでいます。 

さらなる少子化が見込まれるなか、将来を見据え、持続的

に良好な教育環境を提供していくため、児童の教育環境の

改善を第一に、適正配置の着手の基準や進め方について、ル

ールを共有する必要があることから、大阪市立学校活性化

条例を改正施行し、あわせて大阪市立小学校の適正規模の

確保に関する規則を制定し、取り組みを進めております。 

また、本市では小学校は２キロメートル、中学校は３キロ

メートル以内を通学距離の基準としており、安全対策につ

いては、児童、生徒が安全・安心に登下校できるよう、再

編整備計画策定後に、区担当教育次長が学校適正配置検討

会議を立ち上げ、地域、保護者の方のご意見をお聞きしな

がら検討します。 

 

【教育委員会事務局 総務部 学事課】 
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とであるが、公の責任として、すべての児童が安全・安心

に通えるよう、慎重な検討が必要。 

また、防災面からも大きな懸念材料となる。 

 

 

※小・中学校の統廃合については、一時の人口増減をみる

のではなく「街づくり」の長期的な視点からの判断が必要

である。また、校区が広がることにより、通学の安全が担

保されるか懸念が残る。加えて、廃校により土地を売却す

ると人口増加に転じた場合の学習環境の悪化に繋がる恐れ

もある。 

さらに、「南海トラフ地震」に対するリスクが高まってい

る中、避難所となるべき小・中学校の統合は、防災面でも

大きな懸念材料となる。 

条例にもとづく小・中学校の統廃合については、廃止も

含めて見直すこと。また、統合され廃校となった場合でも

公共用地として確保し、安易な売却は行わないこと。 

 

 

 

 

 

（下線部について回答） 

不用な未利用地については、売却を原則とする一方で、

令和 4 年 4 月に未利用地の活用に伴う定期借地制度等運

用指針を改正し、学校跡地において、地域防災拠点等の機

能を永続的に確保する必要がある場合は、定期借地制度等

を適用できることとしました。 

この制度の適用に当たりましては、その学校跡地が所在す

る区役所において、地域防災拠点等の機能を維持する必要

性を判断し、既存校舎の建物、設備等の状況や市場ニーズ、

地域の声も踏まえまして、歳入確保にもつながる最適な学

校跡地の活用案を検討していくこととなります。 

 

【契約管財局 管財部 連絡調査課（財産活用グループ）】 

 

＜継続＞ 

(6)更衣室や多目的トイレの設置・増設について 

子どもたちのプライバシーを守る観点から、各学校にお

いて更衣室や多目的トイレなどの設置・増設を進めるこ

と。 

 

【背景】 

 公立学校の設備対策については、プライバシー保護や多

様性への配慮だけでなく、老朽化対策やトイレ洋式化改修

についても、課題として残っている。 

 特にトイレ設備については、災害発生時には学校が避難

所となるため、防災対策の観点からも早急に進める必要が

ある。 

 

 

各校における児童生徒の更衣につきましては、同一教室

において時間差をつけて着替えたり複数の教室等を活用

したりする等、プライバシーを守るために工夫して取り組

んでおります。 

 また、保護者等から更衣についての相談があった場合は、

各校園において個別に対応しております。 

多目的トイレについては、校舎の建替えや大規模改修に

よるトイレのリニューアル時に整備を進めております。 

 

【教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当】 

【教育委員会事務局 総務部 施設整備課】 

 

＜継続＞ 

(7)奨学金制度の改善について（★） 

給付型奨学金制度の対象者や支給金額の拡充を、積極的に

国に求めること。また、地元企業に就職した場合の奨学金返

済支援制度や、返済が困難な労働者に対する返済猶予措置の

検討など、大阪市独自の返済支援制度を検討すること。さら

には、「大阪市奨学費」の拡充を図ること。 

 

【背景】 

 関西域内でも京都・兵庫・奈良・和歌山で、また大阪府

内でもいくつかの市町村で、中小企業の人材確保・府県内

 

指定都市教育委員会協議会を通じまして、独立行政法人

日本学生支援機構の大学生に対する奨学金事業について、

対象者の拡大、給付の増額や一層の事業の充実を求めると

ともに、本市を含む指定都市の奨学事業の拡大を図るため

の財源措置等を国に対して要望しております。 

また、本市では、経済的理由のために高等学校、中等教

育学校の後期課程又は高等専門学校への修学が困難な生徒

に対し給付型の「大阪市奨学費」を支給しています。 

厳しい財政状況のもとではありますが、今後とも持続可能

な制度として維持できるよう努めてまいります。 
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の就業定着策として企業支援を行っており、中小企業へ向

け、従業員の奨学金の返済支援負担額の一部を補助する伴

走支援型事業を実施している。 

 

 

【教育委員会事務局 学校運営支援センター 事務管理担

当】 

 

＜継続＞ 

(8)労働教育のカリキュラム化について（★） 

ワークルールや労働安全衛生等、働くことに関する基礎

的な知識を活用できるよう、文部科学省に対して学習指導

要領の改定を要望するとともに、小・中学生を対象とした

労働教育のカリキュラム化を推進すること。また、労働組

合役員や退職者などの経験豊富な外部講師を登用した出前

講座や職場見学・職場体験などを含め、働くことの意義や

知識を学ぶ時間を確保すること。 

 

【背景】 

アルバイトについてもワークルールへの理解は重要であ

り、いわゆるブラックバイト、闇バイトへの対策にもなる

ため、就職予定者だけでなく中学での学校教育においても

労働法制への学習機会が求められる。 

効果的な学習となるためには、小学生から高校生まで段

階的に労働学習を取り組める環境整備も必要。 

とりわけ、中学生向けの職場体験イベントが少ないとの

声がある。 

 

本市では、キャリア教育の充実について大阪市教育振興

基本計画において「児童生徒が将来の夢や希望を持てるよ

うなキャリア教育の充実を図ることで、自己肯定感・自己

有用感の改善に取り組んでいく」と明記しております。今

後社会情勢が大きく、かつ、急速に変容していくことが予

測される中で、子どもが学ぶことと、自己の将来とのつな

がりを見通しながら、自ら生き方を選択していくことがで

きるよう、必要な能力や態度を身に付けることを通じて、

社会的・職業的自立を促すことが重要であると認識してお

ります。 

また、キャリア教育の全体指導計画、年間指導計画を各

小中学校及び義務教育学校が年度当初に作成し、キャリ

ア・パスポートの活用や、企業や団体、区役所等との連携

による職業講話や職業見学、職場体験学習、各分野で活躍

する人材などによる出前授業など体験的な学習を実施し

ております。 

 本市といたしましては、キャリア教育の推進は大変重

要であると認識しております。今後も、子どもの発達段階

に応じた体系的・系統的な教育が各校で進められるよう努

めてまいります。 

 

【教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当】 

 

＜継続・独自要請＞ 

(9)幅広い消費者教育の推進について 

成年年齢が引き下げられたことにより、知識や経験不足

に乗じた悪徳商法などによる若年層の消費者被害の拡大が

強く懸念されている。とりわけ、スマートフォン・タブレ

ット等の普及に伴い、高額商品の売買やゲームでの高額課

金、犯罪行為に抵触する事項などに関して、小・中学生を

も対象とした消費者教育は急務となっている。 

教育現場への啓発活動や支援などの拡充に加え、家庭で

も消費者教育を学ぶことができる教材を作成するなどの対

策を講じること。 

 

 

本市では、令和4(2022)年4月の成年年齢の引き下げや令

和12(2030)年までに達成すべき持続可能な達成目標(SDGs)

など内外の社会情勢に対応し、消費者のさらなる自立を図

っていく必要があるため、令和5(2023)年4月に「大阪市消費

者教育推進計画」（以下、「推進計画」という。）を策定しま

した。 

推進計画に基づき、幼児期から若者、成人一般、高齢者等

ライフステージの各段階において、必要な最新の知識が得

られるよう、消費生活をめぐる社会的状況や本市における

消費者からの相談内容を踏まえながら、消費者教育に取り

組んでいるところです。 

とりわけ、成年年齢が引下げられたことにより、特に18

歳、19歳の若年者の消費者被害の増加が懸念され、若年者へ

の消費者教育の充実が求められています。学習指導要領の
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改訂により、学校教育における消費者教育の内容はさらに

充実されており、推進計画では専門的なノウハウを有する

消費者センターが庁内関係所属と連携して教育現場を支援

することとしております。 

具体的な取組みとして、 

・契約のルール、悪質な事業者の手口や拒否方法など、消費

者トラブルに対処するための基本的な知識や情報の習得 

・相談先となる消費者センターや消費者ホットライン「188

（いやや！）」の認知度向上 

・合理的な意思決定ができる「自立した消費者」の育成 

などを目的とし、若年者向け啓発冊子や、若年者に多いトラ

ブルをマンガやクイズで学べるホームページを作成し、家

庭でも活用できるよう提供しているところです。また、庁内

各所属とも連携し、教育現場へ無料で講師を派遣し、消費者

トラブル事例とその対処方法、契約の仕組み、エシカル消費

などの講座を実施しております。 

今後とも、自立した消費者の育成をめざし、体系的かつ効

果的に消費者教育・啓発に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 

【市民局 消費者センター】 

 

＜継続＞ 

(10)人権侵害等（差別的言動の解消）に関する取り組み強

化について 

あらゆる差別の解消に向け SNS やインターネット上に氾

濫する差別の実態を把握し、差別解消に向けた具体的施策

を講じること。インターネットリテラシー向上のための教

育・啓発活動や、相談事業・被害者支援などを推進してい

くこと。 

さらには、無意識による無理解や偏見（アンコンシャス

バイアス）による言動も差別に繋がることから、人権意識

の向上のための周知を行うこと。 

 

【背景】 

大阪府ヘイトスピーチ解消推進条例が施行されているもの

の、差別発言等の人権侵害行為は無くなっておらず、継続

した対応が必要。 

 近年はインターネット上での人権侵害事案も多発してお

り、実効性のある対策を進める必要がある。 

 

インターネットでは、匿名での情報発信が可能なため、加

害者になりやすいことや、被害が急速に拡大してしまうこ

と、一度被害にあうと回復が困難であること等のインター

ネット上の人権侵害の特徴を踏まえ、本市ホームページや

人権だよりにおいてインターネットによる誹謗中傷を取り

上げ啓発を行う等、課題解消の取組みを積極的に推進して

いるところです。また令和５年６月１日より、インターネ

ット上の誹謗中傷などによる人権侵害に遭われた方からの

相談をお受けし、専門相談員が解決に向けたアドバイスを

行うほか、相談内容により法的な観点からの助言が必要な

場合には、弁護士の相談を受けていただけるよう、相談支

援を強化しています。 

 

【市民局・人権啓発・相談センター】 

 

＜継続＞ (11)行政におけるデジタル化の推進について 

行政のデジタル化の推進については、既存の手続きのデ

 

行政手続きのオンライン化については、市民サービスの
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ジタル化にとどまらず、市民にとって真に有用なものとな

るよう、オンライン申請などの利便性の向上や、行政事務

手続きの簡素化、行政情報へのアクセス向上などに取り組

むこと。加えて、デジタル化の推進に伴う情報格差の解消

に向けても取り組むこと。 

また、それらの前提として、情報漏洩や誤作動が起こら

ないよう、デジタルセーフティーネットの構築をめざすこ

と。 

 

【背景】 

情報格差（デジタルデバイド）対策を引き続き推進しつ

つ、個人にあわせた最適な手法や代替措置、救済措置も含

めた環境整備の検討が重要。 

 

向上や行政事務の効率化を進めるため、あらゆる行政手続

きを対象として、自宅やオフィスから手続きを可能とする

行政手続きのオンライン化の推進に向けた取組を進めてお

り、令和 2 年 8 月に運用を開始した「大阪市行政オンライ

ンシステム」を利用し、約 3,400 件の手続きのうち、オンラ

イン化可能な約 2,000 件を対象とし、令和５年度末までに

約 1,300 件の行政手続きのオンライン化を行っています。 

引き続き、申請数が多い手続きや子育て・介護に係る手続

きなど、手続きのために窓口に訪れることが難しい方に関

係する手続きから優先的に、業務特性等を勘案し、段階的に

オンライン化をめざしていきます。 

加えて、デジタル化に伴い、デジタル機器・サービス

に不慣れな人や利用しない人にとっても窓口での行政手

続きの負担軽減を始め、デジタル化の恩恵を実感できる

ことが必要と認識しており、パソコン等に不慣れな方で

も快適に操作していただけるよう、ユーザーインタフェ

ースの工夫に努めています。さらに、11 月１日からは市

民向けに「大阪市行政オンラインシステムコールセンタ

ー」を開設し、システムの操作方法等について案内でき

る取組を行っています。 

 また、情報漏えい等のセキュリティリスクに対して

は、総務省において策定している「地方公共団体におけ

る情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」に

準拠する形で、「大阪市情報セキュリティ管理規程」及び

「大阪市情報セキュリティ対策基準」を本市セキュリテ

ィポリシーとして整備し、遵守するよう啓発していま

す。 

 

【デジタル統括室 DX 推進担当（デジタルサービスグル

ープ）】 

【デジタル統括室 基盤担当（基盤企画グループ）】 

 

＜継続＞ 

(12) マイナンバー制度の定着と活用について 

「マイナンバー制度」が、公正・公平な社会基盤として

定着し、市民にとって有益なものとなるよう運用状況や経

費面の課題、住民からの意見なども丁寧に把握し、制度の

改善を国に要望すること。また、誤登録などの再発防止を

徹底するとともに個人情報管理体制の強化など制度の信頼

性を高める取り組みを行うこと。 

そのうえで、「マイナンバーカード」の普及促進と利便性

の向上については、制度の信頼性の確保、プライバシー保

護などの安全性と個人情報管理体制の確立が大前提であ

（下線部について回答） 

国は、個人の ID・認証基盤であるマイナンバー制度をデ

ジタル社会における社会基盤として利用することにより、

行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公正な社会をめ

ざすとしています。 

マイナンバーカードの電子証明書等を資格等の情報に紐

づけることにより、マイナンバーカードを各種カード等と

して利用するとして、マイナンバーカードと健康保険証、運

転免許証、在留カードとの一体化等の計画がなされ、推進し

ているところです。 

本市としても、住民票の写しなど証明書をコンビニで取
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り、必要な対応を国に対して求めること。とりわけ、マイ

ナ保険証の取り扱いについては、市民に混乱・不利益のな

いよう丁寧な対応を求める。 

 

【背景】 

連合の方針では、「公正・公平な税制と安心・信頼の社会

保障制度を実現するために、正確な所得捕捉が必要」「マイ

ナンバーとすべての預貯金口座のひも付けを行うことで、

支援を必要とする層への『プッシュ型支援制度の構築』

と、『金融所得課税を含む所得税の総合課税化』の実現をめ

ざす」となっている。 

現状では個人情報管理の不適切事案が多々生じており、理

解促進・普及の前提として、安心して使用できるような個

人情報の管理体制の構築及び強化が必要。 

 

 

 

 

 

 

※そのうえで、「マイナンバーカード」の普及促進と利便性の

向上については、制度の信頼性の確保、プライバシー保護な

どの安全性と個人情報管理体制の確立が大前提であり、必要

な対応を国に対して求めること。とりわけ、マイナ保険証の

取り扱いについては、市民に混乱・不利益のないよう丁寧な

対応を求める。 

 

得する際のほか、オンライン申請において厳格な本人確認

が必要となる手続きの際にマイナンバーカードを活用する

仕組みを導入するなど、利用機会の拡大および利便性の向

上に取り組んでいるところです。 

誤登録（マイナンバーの紐付け誤り）については国におい

ても再発防止策が検討され、本市としても適切に対応して

います。 

また、マイナンバーを含んだ特定個人情報ファイルを取

り扱う事務を行うにあたっては、特定個人情報保護評価制

度にのっとり、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生

させるリスクを分析し、そのようなリスクを軽減するため

の措置を講じています。 

今後とも、マイナンバー制度の厳格かつ適正な運用に努

めてまいります。 

 

【デジタル統括室 DX 推進担当（デジタルサービスグルー

プ）】 

 

 

（下線部について回答） 

健康保険証を廃止し、マイナンバーカードによるオンラ

イン資格確認を基本とする規定等を盛り込んだ「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律等の一部を改正する法律」が、令和5年6月9日に公

布されました。 

従来の健康保険証の廃止に伴い、健康保険証の利用登録

がなされたマイナンバーカードを所持している方には資格

情報のお知らせを、マイナンバーカードで医療保険のオン

ライン資格確認を受けることができない方には、引き続き

保険診療を受けられるよう資格確認書を、各保険者がその

被保険者に対して交付することとされています。 

これらの制度変更にあたっては、国民や医療機関に混乱

が生じないように丁寧な周知を行うよう、国へ要望してま

いります。 

 

【福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ）】 

 

＜継続＞ 

(13)市民の政治参加への意識向上に向けて 

有権者の利便性と投票機会の向上のため、頻繁に人の往

来がある施設に投票所（期日前投票も含む）を設置するこ

と。また、共通投票所の設置拡大ならびに期日前投票の投

票時間の弾力的な設定に努めるとともに、施設側からの投

 

（投票所（期日前投票所も含む。）等について） 

公職選挙法上、政令指定都市においては、投票所の設置、

投票時間の弾力的な運用をはじめ各種投票事務は各区選挙

管理委員会ごとに行うこととなっています（公職選挙法第

39 条、第 40 条第１項、第 269 条等）。 
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票所設置に伴う公募を行うこと。 

加えて、投開票の簡素化・効率化、疑問票の削減、障が

い者の投票参加の拡大などの観点から、投票方法を自書式

から記号式への変更を検討すること。 

また、若者の政治参加を促進するため、教育委員会や選

挙管理委員会との連携により、模擬投票や選挙出前授業、

議会見学や傍聴など主権者教育を実施すること。 

加えて、業務の性質上、一定の業務繁忙はやむを得ないが、

「働き方改革」や「ワーク・ライフ・バランス」の趣旨も踏

まえ、従事される職員の業務軽減について検討されたい。 

 

投票環境向上の観点から、本市では、平成 28 年の参議院

選挙より全ての選挙において、全区で一部の期間につき、期

日前投票時間の延長を行っています。 

投票所（期日前投票所も含む。）等の設置については、こ

れまで、市区選挙管理委員会において、利便性の良い場所で

の期日前投票所等の設置について検討し、平成 25 年参議院

選挙では、１区において駅近くでの期日前投票所を増設す

るなどの試行も行いました。 

また、新型コロナ感染症対策として「密を避ける」という

観点からも、令和２年の大阪市廃止・特別区設置住民投票で

は４区、令和３年の衆議院選挙では２区、令和４年の参議院

選挙では１区、令和５年の統一地方選挙では２区において、

民間施設等に臨時の期日前投票所を期間限定で開設しまし

た。 

上記のようにこの間、投票環境の向上に向けた取組を行

ってきましたが、投票所の設置にあたっては、効果的な場所

の選定、一定の広さの確保、二重投票の防止策の徹底、投票

用紙、投票箱の保管といったセキュリティの確保等が課題

と考えており、これまで共通投票所の設置や投票所設置の

公募を行った実績はありません。 

 

（記号式投票について） 

公職選挙法において、投票用紙に候補者の氏名等を自署

するいわゆる自書式投票が原則とされており、国政選挙に

おいては自書式投票しかできませんが、地方公共団体の選

挙においては、条例で定めることにより記号式投票を採用

することができます。ただし、記号式投票を採用する場合で

あっても、点字投票、期日前投票、不在者投票は除外されて

いるため、記号式を採用できるのは投票日当日の（一般の）

投票のみであり、点字投票、期日前投票、不在者投票は自書

式投票となります（公職選挙法第 46 条、第 46 条の 2）。 

なお、記号式投票を採用する場合の課題についてですが、

まず市選挙管理委員会に決定権限があるのは、大阪市長選

挙（以下、「市長選挙」といいます。）及び大阪市議会議員選

挙（以下、「市議選挙」といいます。）になりますが、市議選

挙は選挙区が多く（24 選挙区）、立候補者が確定する告示日

から投票日までが９日間と非常に短いことから、日程的に

投票用紙の印刷・納品は困難であると考えています。 

次に、市長選挙は、本市においては、市議選挙・大阪府知

事選挙・大阪府議会議員選挙と同日に執行している現状で

あるため、仮に、市長選挙で記号式投票を採用した場合、投

票日当日は市長選挙が記号式、市議選挙が自書式となるな

ど、2 種類の投票用紙が混在することになり、有権者の混乱
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を生むことが懸念されます。 

（主権者教育について） 

主権者教育については、市内の小・中・高等学校等（特別

支援学校を含む。）との連携のもと、選挙出前講義・模擬投

票の実施、選挙物品の貸出しを行っております。また、高校

生をはじめ若年層向けに、調理実習のメニュー選びを題材

に分かりやすく 1 票の重みを感じていただける啓発動画を

作成しホームページに掲載するとともに、学校への通知に

QR コードを案内し活用を促すなどの取組を行っておりま

す。 

また、令和 6 年度からの新たな取組として、親子で一緒

に投票所に行くことは将来の投票参加率向上に効果的であ

り、ほかでは得られない貴重な学習の機会と考えることか

ら、子育て世帯向けに「親子で投票に行くこと」を呼びかけ

る啓発を実施しています。さらに、選挙時には最も投票率の

低い 20 歳代前半の年齢層が多い大学生に向けた取組とし

て、大学内専用 SNS や構内デジタルサイネージ等での啓発

を実施しています。 

 

（従事職員の業務軽減について） 

選挙期間中は業務が集中するため職員の超過勤務が発生

しますが、働き方改革等の趣旨を踏まえ、事前に準備できる

事務を計画的に行うことや、事務内容や運用方法等の見直

しによる効率化を進めることなど、時間外超過勤務の削減

に努めているところです。 

今後も法改正等、国の動向を注視しながら、投票環境の向

上に努めてまいります。関係各所とも連携しながら主権者

教育など効果的な啓発の実施に努めるとともに、働き方改

革等の趣旨を踏まえ、事務の効率化を進めてまいります。 

【行政委員会事務局 選挙部 選挙課】 

【教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(14)大阪市の財政状況と今後の税収見込みについて 

大阪経済は、全体的に回復基調と言われているが、物価

高騰の影響による個人消費の落ち込みや、労働力不足の影

響を受けている産業などもあり、今後の見通しは不透明な

状況となっている。一方で、2025 年の大阪・関西万博を見

据えた多額の公費負担も想定されており、これらの状況

が、大阪市の財政に影響を及ぼすことを危惧している。 

自治体財政の硬直化は、市民生活に直接影響を及ぼすこ

ととなる。そうした影響を最小限にとどめることは当然で

あるが、一方で、市民の暮らしの安全や安心のための支出

 

本市では、将来世代に負担を先送りしないため、収入の

範囲内で予算を組むことを原則とし、たゆみなく市政改革

に取り組み、収支の均衡をめざすこととしています。その

ために必要となる収支改善の目安を一定の前提により試

算したものである「今後の財政収支概算（粗い試算）」や、

財政調整基金の令和 7 年度末見込みについて、令和 7 年度

予算編成を踏まえて公表いたします。 

 また、補正予算については、財政調整基金も活用しなが

ら、物価高騰への対応など機動的に予算を編成し、議会へ

の提案、審議、議決を経て執行するよう努めているところ
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が滞る事態になっては本末転倒である。何よりも、市の財

政状況と指摘したような公費負担がどの様な影響を及ぼす

のかについて、市民に分かりやすい周知を行うことが重要

である。今後の中長期的な財政状況について明らかにする

よう求めるとともに、財政調整基金の現状についても明ら

かにすること。 

また、補正予算の編成にあたっては、二元代表制の意義

をふまえ、議会における十分な審議を経て議決によって執

行すること。 

 

です。 

 （令和 6 年 11 月 25 日時点） 

 

【財政局 財務部財務課財務グループ】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(15)区行政の充実について 

区長の権限と責任で、各区・各地域の事情や特性に合っ

た施策・事業が総合的に展開できるよう、区役所と市役所

の他の部署との連携の在り方を見直し、予算・権限・人員

を充実させること。 

 

【背景】 

「新・市政改革プラン」では区役所業務の集約化につい

ての記載もあるが、効率化のみを求めるのではなく、区行

政の充実の観点から施策の展開が図られるよう要請する。

とりわけ、「新・市政改革プラン」で謳われている「ニア・

イズ・ベターの徹底」には、地域の課題を的確に把握し、

粘り強く問題解決に取り組むことが出来る「区役所職員」

が必要であり、各区役所の、更なる予算・権限・人員の充

実が必要。 

一方、区によるインフラ維持補修について、区予算とし

ての実施計画となっているが、実情は、事業部局が市全域

を考慮し策定しているため、ほとんど区の意見が反映でき

ていないとの声もある。「ニア・イズ・ベター」の観点か

ら、区としての主体的な対応が行える仕組みが必要。 

また、区役所として、区域内の事業者や労働組合（労働

者）の意見を聞く場を積極的に設けることにより様々な観

点（防犯・防災・地域活性化など）で協力関係の醸成につ

ながるものと考えており対応を求めたい。 

 

 

本市では、市政改革プラン（平成 24 年 7 月策定）で掲げ

たニア･イズ･ベターの理念のもと、区に配分された財源と

人員の枠の中で、関係局・室の専門的な知識・情報やノウハ

ウを活かしながら、事務事業を執行するため、各区シティ・

マネージャー（区 CM）が、関係局・室の長及び職員を補助

組織として指揮監督しています。 

市政改革プランの取組期間終了後も、ニア・イズ・ベタ

ーをさらに徹底するため、市政改革プラン 3.1（令和 4 年

3 月策定）で「区・局の連携の推進」を、次いで「区政が

めざす姿」（令和 5 年 6 月策定）で「区局一丸でのニア・

イズ・ベターの推進」を掲げ、局・室に権限のある施策・

事業についても、予算面を含め、区長が把握した区民・地

域のニーズを反映する取組を行っているほか、新・市政改

革プラン（令和 6 年 3 月策定）で「区役所業務の集約化

等」を掲げ、区役所において新たなマンパワーを創出して

新たなニーズに対応できるよう検討・取組を進める等して

います。 

また、ニーズを把握する区政参画の重要なツールのひと

つとして各区で区政会議を開催しており、区内の住民に加

え、区内の企業等の在勤者や自営業者も含めた広範な方を

対象として会議の委員の選定を行うなど、様々なチャネル

を活用しながら多様なニーズを把握したうえで、区長の総

合的な判断のもと、区政運営を推進しています。 

 

【市民局 区政支援室 区行政制度担当】 

 

５．環境・食料・消費者施策 

＜継続＞ 

(1)食品ロス削減対策の効果的な推進に向けて（★） 

大阪市が取り組んできた「大阪市食べ残しゼロ推進店」

の登録飲食店舗のさらなる拡大のため、外食産業をはじめ

とする食品関連事業者に積極的な働きかけを行うこと。 

 

本市では、食材の使いきり、料理の食べきり、生ごみの水

きりを心掛ける「生ごみ 3 きり運動」を推進し、市民の皆様

へ本市ホームページをはじめ各種 SNS を活用して積極的な

情報発信を行っています。 

一方、飲食店舗での食品ロス削減に向けては、「食べ残し
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市民に対し、生ごみの減量施策の「使いきり」、「食べき

り」、「水きり」の実践による「生ごみ 3 きり運動」や、「食

べ残しゼロ」を目的とした「3010 運動」について、インバ

ウンド需要による外食需要を想定し、さらなる効果的な啓

発活動を実施するとともに、「食べきり」「持ち帰り」を基

本とする環境整備を進めること。 

現状、個々の取り組みについての認知度は低いと言わざ

るを得ないことから、産・学とともに多様な団体の連携に

より、廃棄される農作物・特産品の有効活用策も検討する

こと。 

 

【背景】 

2030 年度の目標達成に向け、大阪食品ロス削減コンソーシ

アム、ネットワーク懇話会などを活用し、各種取り組みの

情報共有を図りながら、継続的に実施する必要がある。 

「食べ残しゼロ」を目的にした「3010 運動」については、

さらなる効果的な啓発活動やドギーバック活用を推奨する

などの取り組みが必要。 

 

あかんで OSAKA」（大阪市食べ残しゼロ推進店舗登録制度）

の登録店舗拡大に取り組んでおり、本市ホームページや各

種イベントにおいて周知啓発を行っております。 

また、「食べ切り」「持ち帰り」「3010 運動」等の普及促進

のため、関係団体や民間企業との連携協定に基づいた食品

ロス削減の取組に関する啓発や、排出事業者を対象とした

講習会において本市施策の紹介や食品ロス削減に関する啓

発を実施する等、事業所から排出される生ごみの減量を図

っています。さらに、本市イベント等でのドギーバッグの配

付や、観光案内所等への食品ロス削減啓発外国人向け多言

語メッセージカードの配架等、飲食店利用者等に対する食

べ残し削減の普及啓発を実施しています。 

 今後も食品ロス削減にかかる関係省庁の動向を注視し

つつ、食品ロスを削減するための啓発方法の見直しや環境

整備の必要性の検討を行い、効果的な啓発活動に努めてま

いります。 

 

【環境局 事業部 家庭ごみ減量課】 

【環境局 事業部 一般廃棄物指導課】 

 

＜継続＞ 

(2)フードバンク活動の課題解決と普及促進について 

食品ロス削減・生活困窮者支援に資するフードバンクへ

の具体的な支援を行うこと。また、フードバンク活動団体

が抱える課題（運営費・人手・設備等）の解決に向け、相

談窓口や活動関係者で構成する協議体の設置を検討するこ

と。加えて、活動に対する社会的認知を高めるための啓発

を強化すること。 

「フードバンクガイドライン」によって支援のあり方が

効果的になっているか検証を行うとともに、活動に対する

社会的認知を高めるための啓発を強化すること。さらに、

地域によって取り組みに濃淡が出ないよう関係先との連携

をはかること。 

 

【背景】 

 事業者や市民のアクセスを向上し支援を必要とする人に

繋げるため、市町村においては情報提供・情報発信とマッ

チング支援が求められる。市町村をまたがる活動も多く、

大阪府においても連携した取り組みが必要。 

 防災備蓄品の更新時に生じる廃棄品（消費期限前）の積

極的な活用の呼びかけも必要（＊防災部局） 

 

 

（下線部について回答） 

本市では、食品ロス削減のため、ご家庭で余った未開封

で、賞味期限まで一定期間以上あり、常温保存できる食品を

回収して、福祉団体等へ無償で譲渡する取組である「フード

ドライブ」を推進しています。 

具体的には、店舗等において食品を回収してくださる事

業者との間で「フードドライブ回収事業にかかる協定」を締

結し、協定締結事業者の店舗等において、市民からご家庭で

余った食品の回収を行っているほか、本市においても、一部

の区役所やイベント会場などで回収を行っています。 

また、回収した食品は、本市と「フードドライブ連携実施

にかかる協定」を締結している事業者や社会福祉協議会を

通じて、主に大阪市内にある福祉団体等に無償で譲渡して

います。 

今後も引き続き、「フードドライブ」を通じて、フードバ

ンク活動を実施している事業者を支援するとともに、本市

ホームページ等において、回収事業者及び連携事業者の募

集、並びに回収拠点等の情報発信に努めてまいります。 

 

【環境局 事業部 家庭ごみ減量課】 

 

＜継続＞  
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(3)消費者教育の展開について（カスタマーハラスメント対

策） 

一般常識を超えた不当な要求や、異常な態様の要求行為

等の悪質クレーム（カスタマーハラスメント）の抑止・撲

滅を推進すること。あわせて、民間及び公務におけるカス

タマーハラスメントの防止条例の制定に向け審議会等の環

境整備をすること。条例策定においては労働組合・労働団

体の参画と役割について言及すること。 

また、消費者に倫理的な行動を促すために、啓発活動や

消費者教育を行うこと。 

 

【背景】 

「サービス等を提供する側と受ける側がともに尊重される

消費社会」の実現をめざし、悪質クレーム（カスタマーハ

ラスメント）をしない・させない取り組みを進めていく必

要がある。 

 東京都では条例・ガイドライン制定に向けた議論が進め

られており、「経済都市・大阪」としても、カスタマーハラ

スメントの予防・禁止に向けた整理が必要と考える。 

 

本市における消費者教育については、消費者自らが考え、

合理的な意思決定に基づいた消費行動が行えるよう「自立

した消費者」を育成するため、「大阪市消費者教育推進計画」

を策定し、ライフステージの各段階に応じて学校、地域、家

庭、職域などの場において取り組んでいるところです。 

具体的な取組みとしては、日常生活における身近な問題

をテーマとした講座や、消費活動に関する基本的な知識の

向上のため、よくある消費者トラブルの手口や対処方法に

ついての講座、さらに、高齢者等を見守る支援者・団体等に

対して、消費者被害の未然防止・早期発見につながる手法等

についての講座を実施しております。 

また、若年者に対しては、市立中学校の３年生を対象に若

年者自らが消費者問題を身近な問題であると認識し、消費

活動に関する基礎的知識を身につけ、消費者被害を未然に

防ぐことのできる「自立した消費者」となることを目的とし

て啓発冊子を配付するとともに、学校へ無料で講師を派遣

して、若年者向けの教育講座を実施しております。 

要請にある「消費者の倫理的な行動の促進」について

は、「自立した消費者」の行動にも通ずることから、消費

者庁や他都市の動向等も注視しながら、引き続き「自立し

た消費者」の育成をめざした啓発活動や消費者教育に取り

組んでまいりたいと考えております。 

 

【市民局 消費者センター】 

 

＜継続＞ 

(4)特殊詐欺被害（加害）の未然防止の対策強化について 

高齢者等が狙われる特殊詐欺の被害が多発しており、未

然防止対策の強化が求められる。特殊詐欺の新たな手口や

形態を把握し、消費者に対する迅速な情報提供や注意喚起

を効果的に行うこと。 

一方で、SNS などを利用した、いわゆる「闇バイト」とい

った事件では、知識がない事を利用され、意図せず重大犯

罪の加害者となってしまう事案も発生している。若年層を

中心に強く注意喚起を行うこと。 

これらの周知にあたっては、この間、ホームページや SNS

など、幅広い広報媒体を活用して周知がはかられている

が、若年層については、SNS などを活用したプッシュ型の啓

発について検討を行うこと。また、高齢者については、従

来型のチラシ・ポスターなどでの周知について充実をはか

ること。 

 

 

本市では、特殊詐欺被害の防止のため、広報紙やホームペ

ージ、SNS 等を活用した情報提供・注意喚起に加え、区役所

等におけるポスターの掲示やチラシの配架を行うととも

に、市内の商業施設の協力を得て、デジタルサイネージによ

る啓発活動を実施しております。 

さらに、65 歳以上の高齢者の方を対象に、固定電話に設

置することで電話着信時に警告アナウンスが流れ、通話内

容を録音する自動通話録音機を無償で貸与しています。 

今後も引き続き、さまざまな機会をとらえ、特に被害者

となりやすい高齢者や意図せず加害者となってしまう可能

性のある若年層に対する注意喚起など、特殊詐欺対策の啓

発活動に努めてまいります。 

 

【市民局 区政支援室 地域安全担当】 

 

 

＜継続＞  
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(5)「2050 年ゼロカーボンおおさか」に向けた取り組みにつ

いて 

「大阪市地球温暖化対策実行計画〔区域施策編〕（改定計

画）」がめざす「2050 ゼロカーボンおおさか」に向けて、市

民・事業者への周知を行うこと。また、実行計画の進捗状

況、支援内容についても明らかにすること。 

とりわけ、政府の「2050 年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略」が供給側の取り組みを中心としているこ

とから、住民など需要側の行動を促す意識喚起の取り組み

を積極的に進めていくこと。 

 

【背景】 

 政府のグリーン成長戦略では温暖化対策は「制約・コス

ト」から「成長の機会」と捉えており、成長戦略ではエネ

ルギー供給側・産業側の取り組みを中心としている。エネ

ルギーや製品の供給を受ける（需要）側の市民について

も、脱炭素化に向けた意識を持ち行動変容が求められてい

る。 

 

本市では、2050 年の「ゼロカーボン おおさか」の実現に

向け、地球温暖化対策の取組を一層強化するため、令和 4 年

10 月に、2030 年度の温室効果ガス排出削減目標を 2013 年

度比 50％削減とした、「大阪市地球温暖化対策実行計画〔区

域施策編〕（改定計画）」を策定しています。 

目標の達成に向けては、市域の温室効果ガス排出量の約

50％を占める家庭部門及び業務部門における取組が重要で

あり、市民・事業者の皆さんには、温暖化問題を自分事とし

て捉え、具体的な行動に移していただくことが必要です。そ

のため、本市では、人間活動が地球環境にどれだけの負荷を

与えているのかを示す指標の一つである「エコロジカル・フ

ットプリント」を用いた本市の温室効果ガス排出状況に関

する研究の結果を踏まえ、排出量削減に向けた脱炭素アク

ション取組例を掲載したリーフレットを作成しており、本

市ホームページで公開するとともに、本市施設での配架や

環境学習講座・イベント等での配布を行っています。引き続

き、様々な機会を活用して周知・啓発に努めてまいります。 

市域における温室効果ガス排出状況等の実行計画の進捗

状況につきましては、毎年度発行している「大阪市環境白

書」において公表しています。また、市民・事業者の皆さん

の取組への支援として、大阪府・大阪市が共同で設置する

「おおさかスマートエネルギーセンター」で、再生可能エネ

ルギーの普及拡大や省エネルギーの推進に向け、「太陽光パ

ネル及び蓄電池の共同購入支援事業」等の様々な取組を実

施しています。今後もホームページ等を活用し、支援事業の

周知に努めてまいります。 

需要側の行動を促す意識喚起としては、講座やイベント

を通した環境学習の推進に取り組んでいます。市民・事業

者の意識改革や行動変容を促進するため、環境活動推進施

設「なにわ ECO スクエア」では AR（拡張現実）技術等を活

用した気候変動や生物多様性に関する体験型環境学習コン

テンツを常設するほか、小中学校への出前授業等で活用し

ています。また、修学旅行等を対象にサステナブルな「脱

炭素化ツアー」で 2025 年大阪・関西万博（日本国際博覧

会）を楽しんでいただく取組を進めています。 

 

【環境局 環境施策部 環境施策課】 

 

＜継続＞ 

(6)再生可能エネルギーの導入促進について 

2021年3月に策定された「おおさかスマートエネルギープ

ラン」に基づき、再生可能エネルギー導入促進などに取り

組むこと。具体的には、調査コスト・開発リスクに対する

 

本市では、「おおさかスマートエネルギープラン」に基づ

き、再生可能エネルギーの普及拡大、エネルギー効率の向

上、レジリエンスと電力需給調整力の強化、エネルギー関連

産業の振興とあらゆる分野の企業の持続的成長について、
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各種補助金の充実を図るとともに、再生可能エネルギーを

効率的に利用するために、技術開発や、スマートグリッド

の構築を支援するしくみを構築すること。 

また、「再エネ 100 宣言 RE Action」アンバサダーとし

て、啓発や企業向けの啓発などを行うこと。 

 

各種取組を実施しています。 

具体的には、大阪府と共同設置している「おおさかスマー

トエネルギーセンター」において、市民や事業者の再生可能

エネルギーや省エネ設備導入等の支援を行っております。 

例えば、再生可能エネルギーの導入促進について、市民・

事業者がスケールメリットを活かすことで市場価格より安

く、また安心に太陽光パネルや蓄電池の導入ができる共同

購入支援事業等を行っています。 

また、「再エネ 100 宣言 RE Action」アンバサダーとして

は、再エネ電力調達マッチング事業の実施や本市環境イベ

ントにおける啓発等により、市内事業者の再生可能エネル

ギー100％電力への切り替えを後押ししています。 

 

【環境局 環境施策部 環境施策課(エネルギー政策)】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(7)害鳥獣（カラス・ネズミ等）対策の充実について 

繁華街の近接エリアなどで害鳥獣（カラス・ネズミ等）

による不快な状況が散見されている。病害虫の媒介の恐れ

もあり、生活環境への悪影響が懸念されている。 

また、ハトなどへの餌やりに起因するトラブルや、鶴見

緑地でのアライグマ、河川でのヌートリアの繁殖なども確

認されており、生態系への深刻な影響も懸念される。市民

への啓発を行うとともに実効性のある対策に取り組むこ

と。 

 

【背景】 

一部の集合住宅などでは、ゴミ出しのルールが守られて

おらず、カラスなどに荒らされる要因となっており、行政

として対応が必要。 

 

 

カラスは繁殖時期である春から初夏にかけて、巣に近づ

く人に対し威嚇行動を取ることがあるため、カラスの習性

や被害防止対策の詳細をホームページにおいて紹介する

とともに、啓発ポスターを作成し、区役所や教育機関にお

いて掲示を依頼しています。また、繁華街で発生する生ご

みはカラスの餌となるため、飲食店等事業者の衛生管理の

一環として、営業許可証交付時に、飲食店等事業者に対し

啓発リーフレットを配布し、生ごみの適切な管理を促して

います。 

ネズミについては、12 月から２月をネズミ防除強調期

間とし、ネズミの習性や対策等の詳細をホームページにお

いて紹介し、市民等への啓発を行うとともに、区役所にお

いて捕そかごの貸し出しを行っています。また、飲食店等

事業者に対して衛生教育を行い、環境整備や防除実践の推

進を図っております。 

さらに、１月から２月にかけて駅、商店街、店舗等に隣接

するグリーンベルト、植え込み等におけるネズミの生息状

況調査を実施しており、生息が確認された発生源について

は、その管理者等に対し防除指導を実施しています。 

 

【健康局 健康推進部 生活衛生課】 

 

（下線部について回答） 

外来生物対策については、特定外来生物法上、「国が外来

生物による生態系等に係る被害の防止に関する施策を総合

的に策定し、実施する責務を有しており、また都道府県は、

定着が既に確認されている特定外来生物による生態系等に
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係る被害の防止のために必要な措置を講じることされ、市

町村は、都道府県の施策に準じて、定着が既に確認されてい

る特定外来生物による生態系等に係る被害の防止のために

必要な措置を講ずるよう努めるもの」とされており、大阪市

域内においてもその役割分担に基づき、国や府と連携して

取組を進めております。 

アライグマやヌートリアは外来生物のうち「特定外来生

物」に指定されており、土地管理者等に、生態系等に係る被

害を防止のための必要な措置を講ずるよう依頼しておりま

す。 

また、大阪市内の在来種を保全する上で懸念される外来

生物の侵入・拡散を防止するため、行政、環境ＮＧＯ／ＮＰ

Ｏ、民間事業者などが連携して、飼っているペットを野外に

捨てないなど市民が普段の生活の中で実施できる行動や外

来種被害予防三原則など、外来生物に関する正しい知識の

普及に取り組んでいます。 

家庭から排出されるごみへのからす被害への対策につい

ては、①からすのえさとなる生ごみや残飯を減らす。②ネッ

トなどを使用し、からすからごみを遮断する。（ネットをか

ぶせるだけではからすが隙間からごみを引き出し、荒らさ

れてしまうこともあるため、ごみ全体を巻き込むようにネ

ットをかける。）③からすから生ごみなどを見えないように

してごみを出す。（新聞紙や紙袋などで包んでから中身の見

える袋に入れて出す。）④からすに狙われる時間を少なくす

るため、前夜からごみを出さないことをホームページなど

を通じて市民の皆様にお願いしているところです。 

また、ごみの収集時間帯（概ね２時間）をホームページや

ごみ分別推進アプリ「さんあ～る」でお知らせし、可能であ

れば、からすによる被害が軽減できるよう、できる限り目安

となる収集時間帯の直前にごみをお出しいただくようお願

いしています。 

ごみの出し方が悪く、からすなどにごみが荒らされ散乱し

ているなどの苦情が寄せられた場合は、地域を担当する環

境事業センター職員が現地確認のうえ、必要に応じて啓発

を行うなどの対応を行っています。引き続き効果的な周知

啓発に努めてまいります。 

 

【環境局 環境施策部 環境施策課】 

【環境局 事業部   事業管理課】 

 

６.社会インフラ（住宅・交通・情報・防災）施策 

＜継続＞ 

(1)交通バリアフリーの整備促進について 

 

（下線部について回答） 

本市では、高齢者や障がい者等の移動の円滑化とひとに
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鉄道駅バリアフリー料金制度の導入により、環境整備が

さらに加速化するよう、これら設備の維持管理・更新費用

に対する財政支援措置を行うこと。特に、設置後の補修等

の財政的補助について検討すること。 

加えて、バス停についても、バリアフリー対応となるよ

う、さらに整備を進めること。 

一方、高齢者や障がい者の方への介助については交通事

業者に委ねられているが、結果として事業者の人的負担も

増加していることから、行政、民間、地域の協働による

「社会全体で支えていく仕組み」の取り組みの推進に向

け、啓発を進めること。 

 

【背景】 

公共交通機関（鉄道駅・空港等）のバリアフリー化促進

と安全対策の充実のため、駅のエレベーターやエスカレー

ターの設置が進められている。 

障害者差別解消法の改正により 2024 年 4 月より合理的配

慮が義務化されたが、譲り合い・助け合い等の周囲の気遣

いは必須であり、市民に対する意識変容を求めていく事が

必要。 

 

やさしいまちづくりの促進を図るため、駅入口から各ホー

ムまでの段差解消された移動経路が確保されていない駅舎

や、出入口が複数ある駅舎において、バリアフリールート

が１つであることにより障がい者等の移動が長時間、長距

離となっている駅舎を対象として、エレベーター等の新規

導入を促進するため鉄道事業者に補助を行っております。 

また、障がいのある人が住みやすい環境づくりのため、

「大阪市障がい者支援計画」に基づき、生活環境の整備や

移動手段の確保など、「ひとにやさしいまちづくり」の推

進に努めてまいります。 

 

【福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課】 

 

＜継続＞ 

(2)安全対策の向上に向けて 

鉄道駅の転落事故等を防止するためのホームドア・可動

式ホーム柵の設置がさらに促進されるよう、利用者 10 万人

未満の駅に設置する費用に対する助成や、税減免措置等の

財政措置の拡充・延長、設置後の補修について助成を行う

こと。 

また、可動式ホーム柵等の整備個所については、基本的

には事業者が設置個所の検討を行うものではあるが、視覚

障がい者の転落事故が多発しているとの報道などもあり、

行政としても事業者との協働による優先整備などの取り組

みについても検討すること。 

 

（下線部について回答） 

 Osaka Metro を除く民間鉄道事業者の可動式ホーム柵等

設置について回答いたします。 

本市では、プラットホームからの転落や走行中の列車と

の接触事故を防ぎ、障がい者等の移動の円滑化及び鉄道利

用者の安全を確保することを目的として、平成 22 年に鉄

道事業者が実施する可動式ホーム柵等の整備に対する補

助制度を創設し、整備促進に努めてきたところです。 

国が令和 2 年 12 月に改正した「移動等円滑化の促進に

関する基本方針」において、地域の実情等を勘案し、優先

度が高いプラットホームでの可動式ホーム柵等整備の加

速化をめざすと示されたことを受け、本市においても令和

3 年 4 月に、1 日あたりの利用者が 10 万人以上の駅のみな

らず、10 万人未満の駅についても補助対象とする制度改

正を行っており、転落及び接触事故の発生状況、駅やホー

ムの構造及び利用実態、駅周辺エリアの状況などを勘案し

て特に優先度が高いプラットホームでの可動式ホーム柵

等整備についても補助対象としているところです。 

なお、設置後の補修については、鉄道事業者の責務とし

て行われるものと認識しております。 

令和 3 年 12 月には、国において、更なる鉄道駅バリア
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フリー化の加速をめざし、バリアフリー化により受益する

全ての利用者に薄く広く負担を求める鉄道駅バリアフリ

ー料金制度が創設され、令和 5 年 4 月より各鉄道事業者が

活用しています。 

この料金制度では、バリアフリー設備の設置費や維持管

理費等が対象となるため、本市としては、鉄道事業者の負

担が軽減されることで可動式ホーム柵の整備が進むとと

もに、維持管理が適切に行われ、鉄道利用者の安全性向上

が期待されるものと認識しております。 

一方で、料金制度を活用しない鉄道事業者に対しては、

可動式ホーム柵整備が進展しない事態とならないよう、本

市では引き続き、国や大阪府と連携して補助金を交付し、

鉄道事業者による可動式ホーム柵整備の取組みを支援し

ていく必要があると考えております。 

可動式ホーム柵等の整備個所は、鉄道事業者にて検討され

るものであり、本市としては引き続き、鉄道事業者に対し

て可動式ホーム柵等の整備の働きかけを行ってまいりま

す。 

 

【計画調整局 計画部 交通政策課】 

 

 

＜継続＞ 

(3)運輸事業の交通安全対策・環境対策等について 

運送事業者の長時間労働解消、交通渋滞緩和のため、集

配や荷捌きのための貨物車専用駐車スペースの設置を進め

ること。また、道路上での大型貨物・自動車運搬車両等の

積み下ろし作業など、多目的利用ができる空間の創出につ

いて、大阪府や関連事業者と提携し具体策を推進するこ

と。 

 

【背景】 

国民生活を支えるインフラ整備に寄与するための「運輸

事業の振興の助成に関する法律」に基づき、大阪府へは引

き続き安全運行確保の為の予算措置を求めている。 

いわゆる2024年問題に対応し、これまで以上に休憩や荷

待ちのためトラックのSA・PAや道の駅の利用機会増加が想

定される。社会インフラとしての物流確保と渋滞緩和への

施策として、運転手の長時間労働抑制に向けトラック休憩

施設の整備なども重要と考える。とりわけ大阪市内におい

ては、観光バスや港湾部の荷物輸送車両の長時間路上駐車

による渋滞等による対策が必要。 

 

（下線部について回答） 

駐車の場所は、周辺の道路状況等によりやむを得ない場

合を除き、その目的となる建築物の敷地内で確保すること

を基本と考えて昭和 39年に附置義務台数の算定方法などを

規定した「建築物における駐車施設の附置等に関する条例」

を定めています。 

 荷さばきについては、平成16年に同条例の改正を行い、

荷捌き駐車施設を附置するときには、その台数を２倍（た

だし5台まで、換算後で10台を上限）に換算して附置義務

台数に算入できるようにし、荷捌き場の整備促進を図って

います。 

 

【計画調整局 計画部 都市計画課（施設担当）】 
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＜継続＞ 

(4)自転車等の法令遵守・交通マナーの向上について 

電動自転車や電動キックボードなどの新たなモビリティ

の活用が進み、それらの運転マナーの問題が指摘されてい

る。これらによる交通ルールの無視は、歩行者に対し脅威

である。事故防止のため、自転車専用レーンの整備を進め

るとともに、運転者への取締り強化や、購入時講習の実施

など、法令遵守・マナー向上に向けて周知・徹底を図るこ

と。 

加えて、レンタル事業者等に対する指導も強化し、イン

バウンドによる外国人も含め、利用者への交通ルール・マ

ナーの理解促進を徹底すること。 

また、2023 年 4 月以降、自転車の運転の際にヘルメット

の着用が努力義務とされたことから、普及促進のためのヘ

ルメット購入費用の補助制度の創設を検討すること。 

 

【背景】 

自転車事故死傷者数のヘルメット着用率（R5）は全国ワ

ーストであり、市町村ではヘルメット購入補助や高齢者へ

の配布などの普及対策を進めており、大阪市による助成の

取り組みも必要。 

インバウンドを含め交通ルール・交通事情を知らない観

光客が大勢来阪する中で、安心・安全の取り組みは一層重

要である。 

また、2026 年度実施に向け自転車への青切符・罰金など

の検討が行われているが、法改正を待たずとも、例えば御

堂筋の喫煙対策条例の事例を参考に、販売者に対し購入者

への交通ルールの教育の義務付け、使用者への交通違反の

罰則化等を条例化するなど、交通ルールの遵守にむけた対

策が必要。 

 

 

自転車の安全利用に関する取組については、大阪府、大阪

府警察、大阪市、堺市等で構成する大阪府交通対策協議会に

おいて、毎年「大阪府交通安全実施計画」を策定し、府下全

域で、府、警察、各市町村、学校等の関係機関がそれぞれの

立場で実施しております。また、同協議会では、11 月を「自

転車マナーアップ強化月間」と位置づけ、啓発ポスターの掲

示やリーフレットの配布、キャンペーンの開催などの取組

を行っているところです。 

また、電動キックボードについては、昨年７月、運転免許

証がなくても乗車できる「特定小型原動機付自転車」に対す

る法整備がされ、法規に基づく取締りは警察の所管となり

ますが、本市としましては、交通ルール遵守やマナー向上の

ための交通安全教育、啓発活動に取り組んでおり、区役所や

警察署、関係団体等で構成された「交通事故をなくす運動推

進本部」を各区に設置し、交通安全教室、街頭啓発活動など、

市民協働による交通安全運動を実施しているところです。 

さらに、自転車乗車中の交通事故による被害を軽減させる

ために、乗車用ヘルメットの着用は有効ですので、普及促

進に向けた啓発活動に取り組んでまいります。 

 

【市民局 区政支援室 地域安全担当】 

 

（下線部について回答） 

本市の自転車通行環境整備は、「歩行者の安全確保を第一

に、自転車の安全性・快適性を確保すること」等を目的に、

まずは、周辺部より事故発生頻度の高い市内中心部(北区・

福島区・西区・中央区・浪速区・天王寺区)の幹線道路にお

いて、自転車交通量や自転車関連事故の多い路線を選定し、

緊急対策として、青矢羽根、自転車マーク及び矢印等の路面

表示を連続的に設置する整備を実施しております。 

自転車通行空間の整備にあたり、歩行者・自転車・自動車

を物理的に分離するには、十分な道路幅員が必要となるこ

とから、道路幅員に余裕のある路線や、車線数の減少可能な

路線につきましては、交通管理者と協議のうえ、自転車専用

通行帯での整備を実施していきます。なお、令和５年度には

西区の一部区間において自転車専用通行帯を整備していま

す。 

今後も、安全な自転車通行空間の確保に努めてまいりま

す。 

 

【建設局 道路河川部 道路課（交通安全施策担当）】 
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＜継続＞ 

(5)子どもの安心・安全の確保について 

保育中の子ども・保育士や通学中の児童が巻き込まれる

事故が多発している。そうした事故を防止するため、改め

て、危険箇所がないか総点検を実施するとともに、保育施

設等の周辺道路への安全確保対策を行うこと。 

また、歩行帯、横断歩道、ガードレール、信号や幹線道

路の白線や表示が見えにくくなっている箇所が散見される

ことから、必要なメンテナンスを行うこと。 

また、運転手への周知のため、交通安全週間などの期間

を活用したキャンペーン等を実施すること。 

 

 

道路管理者（建設局）では、保育施設等の関係者からの相

談や要望に際して、現場を調査したうえで、区画線の設置、

横断防止柵の設置、車止めの設置などの実施可能な交通安

全対策を進めるとともに、既設の交通安全施設（ガードレー

ル、区画線 など）の良好な維持管理に努めています。なお、

横断歩道や信号などの交通の規制及び指示に関するものに

ついては、交通管理者が所管しておりますので、情報共有を

行うなど連携して引き続き取り組んでまいります。 

 

【建設局 道路河川部 道路課 交通安全施策担当】 

【建設局 道路河川部 道路課 道路維持担当】 

 

（下線部について回答） 

大阪市では、令和元年５月に大津市において、散歩中の園

児らが死傷した交通事故を受け、国からの通知により、未

就学児の移動経路における緊急安全点検を実施し、対策が

必要な箇所には交通管理者及び道路管理者により対策を講

じる等、安全安心な子育て環境の整備の取組みを進めてい

ます。 

 

【こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 指導監査グ

ループ】 

 

＜継続＞ 

(6)防災・減災対策の充実・徹底について（★） 

「南海トラフ地震」のリスクが高まっているなか、共

助・自助の視点から、市民が具体的な災害対策に取り組む

よう、積極的・継続的な啓発活動を実施すること。 

災害発生時の情報提供ツールとして、ホームページを見

やすくわかりやすい様に工夫を行い、精度の高い情報収集

に基づくプッシュ型の情報伝達体制を構築すること。 

災害時における避難所について、災害用トイレなどの備

蓄・衛生設備を充実し、避難所の空調設備などの環境整備

や災害時の医療・福祉体制の整備を進めること。 

また、発災時を想定した避難行動、地域住民や事業者と

も連携した訓練を行うこと。 

また、「避難行動要支援者名簿」の更新や、福祉避難所の

指定を促進するなど、災害弱者の支援強化を行うこと。 

地域防災の担い手となる、「防災士」の取得促進の広報

や、各種研修を充実させること。特に「女性防災士」の取

得の促進をはかること。 

 

（下線部について回答） 

本市では、日頃の備えから災害発生時の行動などを掲載

した「市民防災マニュアル」を作成し、区役所や市役所等で

配布及びホームページで公開しています。また、各区の広報

誌における区防災マップの掲載や各種イベントでの防災啓

発の実施など、継続して広報、啓発を行っております。 

また、洪水や津波等の水害による浸水想定や津波避難ビ

ルや災害時避難所等の位置を掲載した「水害ハザードマッ

プ」を作成し、区役所や市役所等で配布及びホームページで

公開しています。「マップナビおおさか」や「大阪防災アプ

リ」でも「水害ハザードマップ」と同様の情報を掲載してお

り、住所を入力することで、近隣の津波避難ビルや災害時避

難所等をご確認いただくことができます。 

 ホームページに関しては、より見やすくわかりやすいホ

ームページを目指し、災害情報の入手方法や地震・台風など

災害ごとに項目をわけるなどの改善をおこないました。 

災害発生時は、市ホームページにアクセスが集中するこ

とから、災害時トップページ（軽量版）に切替え、必要な情

報が入手できるよう取り組んでいます。 



- 55 - 

 

【背景】 

行政での防災対応については、とりわけ発災時には限界

がある。そのため市民一人一人の防災への意識向上や準備

が非常に重要。 

そのためにも、的確な情報発信、防災意識・知識の向

上、福祉対策の観点で平時から準備を行う。 

ハザードマップや防災マニュアルを活用し、避難場所確

認・防災用品の準備など市民が個々に自発的に対策できる

ように、継続した啓発活動が必要である。 

能登半島地震にて介助が必要な方の福祉避難所が不足し

受入れが困難な状況が続いたため、福祉避難所の指定を促

進しあらかじめ災害時の対応を想定しておく必要がある。 

災害関連死を防ぐためにも、避難所・トイレ等の衛生環

境を早期に整えることが重要であり、運営については、女

性の視点を取り入れ安心・安全につなげていく。 

また、防災士の養成以外にもケガによる応急措置ができ

るよう救急救命講習等、災害時に一人一人が何かできるた

めの教育も必要。 

区境の住民は、当該居住区の避難所より、隣接区の最寄

りの避難所が近い場合、緊急時の避難に効率的である。そ

のためには、ハザードマップ等の隣接区の情報が記載され

た資料作成や広報も必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、災害対策本部から各所属で収集した情報に基づき、

危機管理室 X や市公式 LINE、大阪防災アプリなどを通じて、

プッシュ型で発信していきます。 

 災害時における避難所について、災害用トイレなどの備

蓄に関しては、「大阪市地域防災計画」に基づき、「大阪市避

難所運営にかかる備蓄計画」を定め、市域において最大の被

害が見込まれる南海トラフ巨大地震の際に必要な救援物資

を備蓄しております。 

訓練につきましては、防災の専門家の助言に基づき、地域

の防災力の程度に沿った訓練を実施したりマンションでの

防災訓練の実施を支援したりするなど、各区において地域

の実情に応じた取組を行っております。 

猛暑時の大規模災害においては、避難が長期化した場合

における高齢者等の要配慮者の二次被害を防止するセー

フティネットの観点から避難所生活の環境確保を図るた

め、そして、平時での教育現場における熱中症対策という

観点においても効果的であることから、令和２年度から令

和 4 年度までの間に、災害時避難所に指定されている全

127 市立中学校の体育館への空調機設置工事を完了しま

した。 

 なお、本年 1 月の能登半島地震を踏まえ、避難所となる

小学校の体育館への空調機整備に向けた取り組みを、現在

教育委員会事務局において実施しているところです。 

避難行動要支援者名簿につきましては、本市保有の要配

慮者情報に基づきあらかじめ作成しており、年１回以上更

新しています。本人同意を得て自主防災組織等へ提供し、災

害時には当該名簿等により避難支援を行うこととしており

ます。 

防災士につきましては、大阪公立大学で実施している「防

災士養成講座」への協力及びホームページでの広報を実施

し当該講座への受講を促すなどの取り組みを引き続き行っ

てまいります。 

避難所運営に女性の視点を取り入れることは、非常に重

要であり、より多くの女性に日ごろから防災に関心を持っ

ていただき、避難所運営に参加をしていただくことが必要

であることから、幅広い世代の女性が地域防災に関心を持

ち、参画いただくことをめざした取り組みを引き続き進め

てまいります。 

 

【危機管理室 危機管理課】 

 

環境局では、災害時において、障がいのある方や高齢者で

も容易に使用できる組立式のトイレ（洋式タイプ）を、全て
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※災害時における避難所について、災害用トイレなどの備

蓄・衛生設備を充実し、避難所の空調設備などの環境整備

や災害時の医療・福祉体制の整備を進めること。 

 

 

 

の避難所に設置できるよう 611 基保有しております。 

また、民間事業者 4 社と災害時の仮設トイレ設置協力に

関する協定を結び、大規模災害時にトイレの不足等のない

よう対応を行っております。 

 

【環境局 事業部 事業管理課】 

 

 

（下線部について回答） 

大阪市におけるマンホールトイレは、大阪市地域防災計

画に基づき、広域避難場所に順次整備しております。 

市内の広域避難場所 34 箇所のうち、現在 33 箇所で整備が

完了しており、市内全体に合計 1,670 基のマンホールトイ

レが整備されております。 

 

【建設局 下水道部 調整課】 

 

＜継続＞ 

(7)地震発生時における初期初動体制について 

「南海トラフ地震」のリスクが高まっているなか、大阪

市役所においては、有期・短時間・契約・派遣等で働く職

員の比率が高まっており、改めて、緊急時に十分な初動対

応がとれるよう人員体制を確保すること。 

また、震災発生においては、少なくとも 24 行政区におい

ては、「直近参集」が有効に機能するよう対策を講じるこ

と。 

加えて、企業との合同防災訓練や、一時滞在施設の設置

や防災物品の備蓄などを要請するなど、大規模災害時への

対応・対策を強化すること。 

 

【背景】 

南海トラフ地震の発生が懸念されているが、地震発生時

においては、初期初動体制が極めて重要である。 

大阪市では、人員削減に伴い非正規の職員が増えてお

り、災害発生時の対応に不安がある。公権力の行使や業務

執行（業務命令の発出）の面からも正規の自治体職員確保

は必須。必要な財政面の確保や自治体間の応援体制（平時

の人事交流）の強化などについても検討が必要。 

また、大規模災害には交通機関の麻痺が想定され、自治

体職員においては勤務地にこだわらず最寄りの自治体に出

勤し対応にあたる等柔軟な行動が求められる。 

一方で企業においては、従業員や帰宅困難者の一時滞在

施設になる等の役割も求められるため、常設災害ボランテ

 

本市では、大規模災害発生時には限られた人員で初期初

動を含めた災害対応が行えるように、大阪市業務継続計画

において非常時優先業務を定めて体制を構築し、随時、内容

の精査に努めて、計画の見直し及び修正を行っております。

また、災害発生時に円滑に応援措置を受けられるよう、近隣

都市を含む21大都市と災害時相互応援に関する協定を締結

しています。 

直近参集制度については、災害発生時に有効に機能する

よう、年間を通じて研修及び訓練を実施しております。 

大規模災害時の帰宅困難者対策として、とくに利用者の

多い主要ターミナル駅において、駅周辺の企業や団体、学校

等の事業所の方々で構成する、帰宅困難者対策協議会を組

織しており、同協議会の取り組みとして、「一斉帰宅抑制」

等をテーマとした帰宅困難者対策訓練を実施しています。 

また、帰宅困難者のうち、行き場がなく屋外滞留者となっ

た旅行者等の来訪者を受け入れる一時滞在施設の確保の取

り組みをも進めており、協定の締結を頂いた一時滞在施設

への災害備蓄物資の配備も併せて進めています。 

 

【危機管理室 危機管理課】 
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ィアセンターなどと地域企業との連携した取り組みも有効

と考えられる。 

 

(8)集中豪雨等風水害の被害防止対策について（★） 

＜継続＞ 

①災害危険箇所の見直しについて 

予測不可能な風水害が頻繁に起こり、想定以上の被害が

発生している。災害の未然防止のための斜面崩壊、堤防決

壊等への対策が非常に重要であることから、すでに整備済

みであっても、危険度が高いとみられる地域の未然防止の

観点からも日頃の点検や対策を講じること。 

また、大阪市内といえども地域ごとで実態は様々であり、

地域の状況に合わせたきめ細かいサポートが必要なことか

ら、区の防災担当の機能強化を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※予測不可能な風水害が頻繁に起こり、想定以上の被害が

発生している。災害の未然防止のための斜面崩壊、堤防決

壊等への対策が非常に重要であることから、すでに整備済

みであっても、危険度が高いとみられる地域の未然防止の

観点からも日頃の点検や対策を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※また、大阪市内といえども地域ごとで実態は様々であり、

地域の状況に合わせたきめ細かいサポートが必要なことか

ら、区の防災担当の機能強化を行うこと。 

 

 

（下線部について回答） 

 本市は、低平地に広がる水害に弱い地形であり、上町台地

を境に、東側の寝屋川流域における洪水対策と、西側の西大

阪地域における津波・高潮対策に取り組んできました。 

 寝屋川流域では、府及び本市を含む流域市が連携し、平成

26 年度「寝屋川流域水害対策計画」を策定し、河川や下水

道の整備を進めると共に流域における保水・遊水機能を人

工的に取り戻そうという考え方に基づき総合治水対策を進

めています。 

 西大阪地域では、過去の高潮被害をきっかけとして、既に

堤防の嵩上げや水門が整備されており、地震・津波対策につ

いても堤防や水門の耐震・液状化対策を進めています。 

 維持管理については、令和 3 年度に更新した「河川管理

施設維持管理計画（個別施設計画）」に基づき、日常点検や

定期点検、河川管理者と水防管理者で実施する水防踏査の

結果を踏まえて、河川施設の機能低下が生じないように、河

道の浚渫、除草、損傷個所の補修や更新などを実施し、河川

施設の適切な機能保持を行っています。 

 

【建設局 道路河川部  河川課】 

 

（下線部について回答） 

本市では、国土交通省港湾局の「海岸保全施設維持管理マ

ニュアル」（平成 26 年３月）等に基づき、堤防・護岸等の点

検診断を実施し、著しく性能が低下した箇所については国

に報告を行うとともに、市民の安全・安心の確保の観点か

ら、施設の補修を計画的に行うなど予防保全に努めていま

す。 

また、日常点検については、本市職員が定期的に巡視点検

を行い、軽微な破損等を発見した場合は直ちに補修を行っ

ています。 

 

【大阪港湾局 計画整備部 海務課（防災保安）】 

 

（下線部について回答） 

 各区の防災担当の機能強化につきましては、防災担当者

連絡会や庁内ポータルにおいて、各区の防災に関する取り

組みや課題等を情報共有する場を設けるなど、引き続き更



- 58 - 

 

なる機能強化を図ってまいります。 

 

【危機管理室 危機管理課】 

 

＜継続＞ 

②災害被害拡大の防止について 

必要に応じてハザードマップの見直し点検を行いなが

ら、一層の周知・広報を行い、日頃の防災意識が高まるよ

う継続した情報提供に取り組むこと。 

また、安全確保の観点から、大規模災害発生時に市民が

適正な行動をとれるよう、事業活動を休止する基準や仕組

みの周知・理解促進を図ること。 

とりわけ、休校などの事業活動の休止を発令する場合、

現場が混乱を来すような情報発信は、市民生活に大きな影

響を与えることから厳に慎むこと。 

 

【背景】 

地域の状況にあわせた避難行動がとれるよう、平時より

住民の防災意識を高め、有事の際は外出抑制や早期帰宅の

判断ができるよう継続した訓練・意識づけが必要。 

また、区境の住民は、当該居住区の避難所より、隣接区の

最寄りの避難所が近い場合、緊急時の避難に効率的であ

る。そのためには、ハザードマップ等の隣接区の情報が記

載された資料作成や広報も必要。 

（下線部について回答） 

本市では、水防法等に基づき、水害ハザードマップを作成

し、市民に対し浸水想定結果や水害時の対応として知って

いただきたい内容を啓発周知しています。 

また、平成 27 年 7 月の水防法改正を受け、国や大阪府等

において、各々が管理する河川等の施設の浸水想定の見直

しが進められるとともに、令和 2 年 8 月には大阪府により

高潮に関する浸水想定区域が新たに指定・公表されたこと

から水害ハザードマップを更新し、令和 3 年 8 月末までに

全戸配布を行いました。 

令和元年度に、大阪府では、広域的な大規模災害が発生も

しくは迫っていることを知らせ、学校や仕事等の日常生活

の状態（モード）から災害時の状態（モード）への意識の切

り替えを呼びかける、「災害モード宣言」を導入し、制度に

関するチラシを作成しております。大阪市においても、ホー

ムページを作成する等、市民周知を進めております。 

なお、大阪府が災害モードを宣言した場合、本市は災害対

応に係る広報内容とあわせて、大阪府から出された「災害

モード宣言」の内容を市民の方々にお伝えします。 

 

【危機管理室 危機管理課】 

 

＜継続＞ 

(9)交通弱者の支援強化に向けて 

 大阪市では、今後の人口減少や高齢化の進展などにより

地域交通をめぐる環境の変化を見据え、民間事業者による

新たな技術を活用した「AI オンデマンド交通」＝「オンデ

マンドバス」の社会実験が取り組まれてきた。 

 今年度以降も、運行の継続や、社会実験の延長が決ま

り、生野区・平野区と北区・福島区のそれぞれのエリアで

市民に利用されている。 

 これまでの運行実績を検証するとともに、地域のニーズ

をふまえ、エリア拡大などのサービスの充実について検討

すること。 

 

 

 

 また、一部で運行がスタートした「ライドシェア」につ

いては、既存のタクシー事業と同様に、公共交通で保障さ

 

（下線部について回答） 

本市における AI オンデマンド交通の運行実績につい

ては、大阪市地域公共交通会議で事業者より報告されてお

り、運行エリアの拡大については、民間事業者の動向を見

ながら検討してまいります。 

（参考）大阪市地域公共交通会議ホームページ URL 

https://www.city.osaka.lg.jp/toshikotsu/page/000051

9793.html 

 ※「大阪市地域公共交通会議開催状況」参照 

 

【都市交通局 バスネットワーク企画担当】 

 

 

（下線部について回答） 

 自家用車活用事業の制度（いわゆる日本版ライドシェ

ア）では、安全・安心を前提に、タクシー会社が運行主体

https://www.city.osaka.lg.jp/toshikotsu/page/0000519793.html
https://www.city.osaka.lg.jp/toshikotsu/page/0000519793.html
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れている利用者の安心・安全、ドライバーの安全確保、車

両管理責任を十分確保すること。 

 

【背景】 

 交通網が発達している大都市であっても、高齢者や障が

い者など、移動に関するハードルが高い市民がおり、そう

した移動困難な事象を抱えている市民が、必ずしも鉄道や

バスの利用が容易に利用できるエリアに居住していると言

えない状況もある。 

 そうした「交通弱者」に対して、誰もが買い物ができ、

医療・介護、各種行政サービス等が受けられるよう、地域

の実態を調査し、その結果を踏まえて、シェアリングエコ

ノミーや移動手段の確立、移動販売や商業施設の開設・運

営への支援など、必要な対策を講じるべきである。 

 加えて、今後の人口減少、超少子高齢化社会を見据え、

自治体の役割として大阪市も積極的な地域公共交通への関

与が必要である。地域活性化に向け、乗る人も乗らない人

も含め、地域全体で公共交通のあるべき姿の検討が必要で

ある。 

 

となってドライバーの教育や車両整備などの安全対策を

実施することが義務付けられています。 

引き続き、将来に渡って府民・市民の安全・安心な移動の

自由を確保できるよう、取り組んでまいります。 

 

【計画調整局 計画部 交通政策課】 

 

＜継続＞ 

(10)持続可能な水道事業の実現に向けて 

持続可能な上・下水道事業の実現に向け、専門性を有する

人材の確保・育成、技術継承のため、さらには水道の基盤強

化のため、労働環境改善に向けた取り組みを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門性を有する人材の確保については、業務の見直しを

着実に進めるとともに、ベテラン職員から中堅・若手職員へ

の円滑な技術継承が行えるよう職員の年齢構成をふまえな

がら、事業推進に必要な職員数を確保できるよう取り組ん

でいます。 

また、水道技術に不可欠な知識・実技を継承する取組みと

して、体験型研修施設における職員のスキルレベルに合わ

せた技術研修を実施しているほか、ベテラン職員が持つス

キルやノウハウなどを見える化をすることによりナレッ

ジ・データとし、これらを効果的・効率的に継承できるよう

にする取組みを進めています。  

職員が水道に関係する「自発的な調査研究」や「資格取得

に向けた自己研鑽」を奨励・支援する取組みなども実施して

おり、これらの取組みを通じて、職員のモチベーションと能

力を一層向上させることで、将来の水道事業を担う人材を

育成しているところです。 

さらに、事業の継続と組織の更なる発展のためには、職員

一人ひとりが水道事業者としての使命感を持ち、働きがい

を感じつつ、仕事と生活のバランスの取れた調和が可能と

なるような風通しの良い職場環境づくりが大切であるた

め、働き方改革、ワーク・ライフ・バランスの推進などに

より労働環境の改善に取り組みます。 
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引き続き、安全・安心な飲料水の供給が必要であり、施設

の老朽化に伴う漏水等の問題などについて計画的な設備更

新が求められる。水道の基盤強化のための施策「大阪市水道

経営戦略（2018-2027）」【改訂版】についての市民周知に努め

ること。 

 

 

【水道局 総務部 職員課】 

 

「大阪市水道経営戦略（2018-2027）」（平成 30 年３月策

定、令和４年３月改訂）では、「お客さまに安全で良質な水

を安定的に、より安い公正な料金でお届けする」を経営の基

本理念の１つとし、経営の基本方針として５つの基本方針

を掲げ、基本方針に基づく施策を実施しています。なかで

も、基本方針１では、「安全で強靭な水道」をテーマとし、

取・浄・配水施設の経年施設の南海トラフ巨大地震、上町断

層帯地震震災対策に取り組んでいるところです。 

 この経営戦略は、策定時と改訂時に、施策等について地域

住民の方などに広く意見を頂くために、ホームページや区

民だよりへの掲載、各区役所、サービスステーションへの配

架等において、広く周知したうえで、パブリック・コメント

を実施しており、策定した改訂版について、ホームページに

おいて公表しています。 

 令和６年 10 月には、経営戦略改訂後の取組の進捗状況、

この間の取組の進捗や環境変化を踏まえ、経営戦略の一部

の見直しを行い、これらの内容を公表しました。 

また、これまでも、料金の仕組みや経営状況などについて

お客さまに知っていただき理解を深めていただくため、区

民まつりでのチラシの配布や、ホームページに「わかりやす

い水道事業の経営」ページを掲載するなど情報発信の取組

を引き続き行っています。 

今後も水道局の施策や経営状況等について、上記の取組

を継続して実施し広く地域住民の方々に発信していくよう

努めていきます。 

 

【水道局 総務部 企画課】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(11)魅力ある「まちづくり」の進展について 

昨年 12 月、国において「デジタル田園都市国家構想総合

戦略」が策定されたことをうけて、大阪市においても 2024

年度を始期とする「大阪市未来都市創生総合戦略」が策定

された。新しい「未来都市創生総合戦略」では、「エリア別

のまちづくりの方向性」示されているが、「大阪のまちづく

りグランドデザイン」や「都市再生緊急整備地域」に位置

付けられているエリアについて、それぞれ取り組まれてい

る施策が示されただけで、いわゆる「大阪市」全体を俯瞰

した「都市計画」とは言い難い。 

大阪市としての住民目線からの街づくりの「都市計画」

 

（下線部について回答） 

本市では、本市全域を対象に、中長期的視点に立った都

市の将来像を明確にするとともに、その実現に向けて広域

的観点から都市計画の基本的な方向性を示す「都市計画区

域の整備、開発及び保全の方針（いわゆる「都市計画区域

マスタープラン」）」を 2020 年 10 月に改定しております。 

その改定にあたりましては、素案の段階でパブリック・

コメントを実施し、有益な意見については必要な反映を行

うとともに、都市計画法に基づき、案の縦覧を経て、都市

計画審議会に諮ったうえで改定しております。 

また、本方針では、「国際競争に打ち勝つ強い都市の形
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の「マスタープラン」を早急に定めること。 

また、プランの策定に当たっては、住民をはじめとした

多様なステークホルダーによる連携・協働による、魅力あ

るまちづくり計画となるようにすること。 

 

【背景】 

大阪市の未利用地の有効活用について、令和 5 年 8 月時

点で 525 件、約 191 万㎡で、貸付・処分して有償化したも

のは 97 件、約 13 万㎡と多くの土地が未利用の状態にあ

る。特に周辺区では空き地が多くなっている。空き地は、

不法投棄を招く恐れや、治安の悪化にもつながる恐れもあ

る。地域活性化の観点から、地域住民との連携・協働によ

る有効活用が必要。 

総務省統計局の空き家調査において、大阪府の空き家数

は 2023 年で 493 万戸（空き家率 14.3％）と空き家率の全国

平均 13.8％を上回っている 

市営住宅においても空き家が埋まらない状況があるとも

聞いており、周辺区を中心に市営住宅近郊の商業施設の閉

店が続いて利便性が低下しているとの指摘もある。代替の

大規模商業施設は、車で移動しなければ利用しにくく、市

営住宅の入居者の大半を占める高齢者は、利用することが

困難になっている。そのため、周辺区を中心に利便性が低

い市営住宅については、新たな観点から利活用を進める検

討が必要。 

一方、JR 環状線外縁には低層の木造家屋が密集している

地域もあり、老朽化や防災や空き家対策も課題となってい

る。南海トラフ地震のリスクも高まっており、災害時の対

応も含め、今後の街づくりをどう進めるのか対応が必要。

例えば、災害前から被災から復興に向けた街づくりを意識

した計画について、広範な関係者と協議する場所を設けて

いる自治体などもあり、大阪市としても検討が必要。 

縦割り行政の弊害により、小中学校の「廃校や建替え計

画」と、「防災計画」がリンクせず、学校施設の総合的な活

用が図られていないとの指摘がある。EX.屋上のプールの水

の災害時の活用や垂直避難などについて全く考慮されてい

ないなど。 

市内中心部で、学校の統廃合が進む一方で、大規模タワ

ーマンションなどの建設により人口が急増し、学校園の収

容人数が不足するなど、公共サービスの供給に問題が生じ

るような事象が発生している。一時の人口増減をみるので

はなく「街づくり」の長期計画に基づく判断が必要である

し、発災時には避難所となるべき小中学校の統合について

は、防災面でも不安が大きい。 

成」や「多様な魅力と風格ある都市の創造」など、魅力あ

るまちづくりに向けた目標を掲げるとともに、その実現に

あたっては、住民をはじめとした多様な主体との連携・協

働による都市づくりを推進することとしております。 

 

【計画調整局 計画部 都市計画課（地域担当）】 
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無秩序な開発により、結果として都市の魅力と機能を損

なうことを危惧しており、区役所、政策企画室、危機管理

室、計画調整局、教育委員会、といった関係部局が、横断

的に対応することが必要。 

 

＜独自要請・継続＞ 

(12)鉄道立体交差事業の推進について 

・城東区：JR 学研都市線 

・住吉区：南海高野線 

鉄道路線は非常に重要な公共インフラであるが、地平を

走る区間については、踏切による交通渋滞の発生など、市

民生活に影響も与えている。こうした状況を改善するには

立体交差事業の着実な進展が必要である。 

現在、大阪市内においては東淀川区の淡路駅を中心に立

体交差事業が行われているが、私たちが市民を対象に行っ

たアンケートや意見交換会では、いまだ事業化されていな

い京橋駅近傍の JR 学研都市線や、住吉区を走る南海高野線

について立体交差事業を実現してほしいとの要望が多く寄

せられている。 

大阪市としてこれらの区間の立体交差化に向けた昨年度

から検討状況の進捗などについて明らかにし、早急に事業

化を行うこと。 

 

 

 連続立体交差事業を実施する場合、事業着手に至るまで

に、国や鉄道事業者と協議・調整を行いながら、事業計画や

事業効果等に関する調査・検討を行う必要があります。 

京橋駅付近における JR学研都市線の立体交差事業について

は、「JR 片町線・東西線連続立体交差事業」として、平成 12

年度に国の着工準備採択を受け、調査・検討を進めておりま

したが、本市の厳しい財政状況等を踏まえ、平成 26 年度に

建設事業評価有識者会議の審議を経て、現在、事業を休止し

ているところです。 

一方、現在、京橋駅周辺における民間開発やまちづくりの

機運が高まってきており、本事業の実施により京橋駅周辺

のまちづくりにも大きく寄与することが想定されることか

ら、現在、事業再開に向けて調査・検討を進めているところ

であり、令和５年度においては、鉄道線形や施工手順等に関

する検討を行っております。 

また、住吉区内における南海高野線の立体交差事業につ

いては、国の着工準備採択を受ける必要がありますので、立

体交差化にあたって支障となる施設や影響範囲の把握など

について調査・検討を進めているところであり、令和５年度

においては、高架化する区間の検討を行うとともに、既存の

土質調査結果を用いた近接する上町断層帯との関係性把握

や、幹線道路と交差する 3 つの踏切の実態調査を行いまし

た。 

JR 片町線・東西線や南海高野線も含め、鉄道の立体交差化

の実施には、多額の事業費を要し、また事業期間も長期に

渡ることから、現在取り組みを進めている立体交差事業の

進捗状況を見極めつつ、継続して調査・検討を進めてまい

ります。 

 

【建設局 道路河川部 街路課 鉄道交差担当】 

 

＜独自要請・継続＞ 

(13)大阪・関西万博開催に向けた諸課題への対応について 

・大阪・関西万博開催時の交通環境の機能確保について 

 2025 年大阪・関西万博の会場となる「夢洲（ゆめしま）」

については、万博の開催期間中、約 2800 万人の来場者を想

定し、1 日あたりでは最大 28 万人の来場が見込まれてい

 

・大阪・関西万博開催時の交通環境の機能確保について 

万博開催に向け実施している地下鉄延伸や周辺の橋梁の

拡幅などのインフラ整備に加えて、万博来場者の安全かつ

円滑な来場を実現するため、博覧会協会が学識経験者や大

阪府・市、国、警察などの行政機関を含む関係団体等による
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る。万博開催に向け地下鉄延伸や周辺の橋の拡幅などが行

われているが、それでも深刻な混雑や渋滞を引き起こすこ

とが危惧されている。 

 会場に隣接してコンテナ物流の拠点もあり、渋滞などが

発生すれば万博のみならず市民生活にも影響が生じる恐れ

がある。また、地下鉄についても来場者のピーク時には相

当な混雑も予想されており、生活路線でもあるメトロ中央

線において通勤・通学といった一般利用客への影響も想定

される。加えて、シャトルバスについても運転手の確保が

困難な状況が続いていると言われており、円滑な運航がで

きるのか疑問を呈さざるを得ない。ついては、大阪・関西

万博に関わって、すべての来場者が、快適に入退場が可能

となることに加え、市民生活への影響をきたすことのない

よう、交通環境の機能整備を行うこと。 

・建設工事 

 2025 大阪・関西万博の開幕が約半年後に迫る中、建設資

材の高騰や工事に従事する人材不足などにより建設計画に

大幅な遅れが生じているといわれている。建設業界からは

開幕に間に合わせるためには十分な工期を確保することが

不可欠だとして、博覧会協会に対して工事に関する情報の

開示とともに、パビリオンを建設する予定の外国政府に対

しても速やかな発注などを求めている。 

 こうした状況への対応が求められているが、一部で報道

されたような労働時間の上限の撤廃などによって、労働者

に対して長時間労働を強いることで解決しようとすること

は断じて容認できない。 

 また、会場建設費の総額も、高騰が続いており予算の増

額が行われている。こうした経費は、国と大阪府・市、経

済界が 3 分の 1 ずつ負担する仕組みで、多額の公費投入が

懸念されている。 

 万博関連事業に関しては、働く者のへのしわ寄せを行う

ことなく、あらゆるワークルールを順守すること。加え

て、公費に関する予算増については最低限にとどめるとと

もに、市民に対して納得の行く説明を行うこと。 

 

【背景】 

安全・交通及び建設工事の課題、経費の問題、IR 事業と

の関連など、課題は山積している。開催後の後始末（費用

負担、施設）についても不透明である。最終的に市民に負

担がこないよう国、府市、財界で責任の所在を明確化すべ

き。 

 

「2025 年日本国際博覧会来場者輸送対策協議会」を設置し、

具体的な対策について各種検討を行っております。 

この協議会が公表した来場者輸送具体方針では、原則、公

共交通の利用を呼びかけるとともに、輸送力の拡大策とし

て、地下鉄中央線と JR 桜島線の鉄道運行本数の増便等を実

施する予定です。また、愛知万博で終盤期に来場者の集中が

みられたことから、会期前半入場券の料金割引等のチケッ

トコントロールを実施し、来場日のピークの平準化を図り、

あわせて、会場への入場時間や駐車場の入庫時間に予約制

度を採用するなど、来場時間のピークを平準化することで、

万博開催期間中の鉄道や道路の混雑緩和をめざしていま

す。 

引き続き、来場者輸送対策協議会において議論を重ね、円

滑な万博来場者輸送と都市活動の両立に取り組んでまいり

ます。 

・建設工事 

2024 年 4 月から建設業界でも適用される「時間外労働時

間の上限規制」の取り組み、いわゆる「働き方改革」につい

ては、本市においても重要なものと考えています。一方、「働

き方改革」は、労働基準法に関することであり、本市として

は、今後の国の動きの推移を見守る必要があると考えてお

ります。 

 会場建設費については、博覧会協会から国、府市、経済

界に対し、資材高騰による建設費の上振れなどを踏まえた

必要額の精査結果が示されたことを受け、府市としても、

想定を上回る物価上昇が主な理由であることや、一層厳格

な執行管理とコスト管理縮減に努めることなどを確認でき

たことから、受け入れる方針を表明しており、引き続き、

市民や議会に対し丁寧に説明してまいります。 

 

【万博推進局 整備調整部 整備調整課】 

 

＜独自要請・継続＞  
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(14)都市の緑化と街路樹の計画的な管理について 

街路樹の伐採により、結果として都市の魅力が損なわれ

ることを危惧しており、大阪市が緑の豊かな街となるよ

う、住民目線からの都市緑化に向けた方向性などが定めら

れ、広く市民に対して周知されなくてはならない。 

大阪市として良好な都市環境の実現のため、これまでに

も増して都市緑化が進展するよう要請する。 

 

【背景】 

街路樹は、美しく統一感のある街並みを創出するととも

に、都市の季節感を演出し、日照・風などの微気象の調

節、ヒートアイランド現象の緩和など都市環境の改善に寄

与している。加えて、都市緑化の推進にも寄与してきた。

一方で、近年、大量の街路樹が伐採されており、2024 年ま

でに 1 万本の街路樹を伐採する計画もあると言われてい

る。 

街路樹については、台風などの影響により倒木する恐れ

のある木を伐採するなど、計画的な管理が必要であるとは

認識しているが、私たちが市民を対象に行った意見交換会

では、港区の通称「桜通り」の桜並木の撤去などについて

「公費による管理は出来なかったのか」といった意見も挙

げられている。 

長年、親しまれてきた緑を無くすような事については、

地域住民の理解を得ることは何よりも重要。 

 

本市では、昭和 39 年の緑化百年宣言以降、公園や道路の

整備に合わせ、限られた空間を最大限活用して、積極的に植

樹を進めるとともに、その維持保全に取り組んできました。

しかし、長い年月をかけて生長した多くの樹木が大木化・老

木化した結果、樹勢が衰え、強風等による倒木リスクが顕在

化するとともに、街路樹では通行障害や見通しの阻害、公園

樹では民有地への越境など、樹木の一部が市民生活に影響

を与える状況となり、安全対策事業として短期集中的に撤

去・更新を進めてきました。 

安全対策事業では、市民生活の安全・安心に支障を来すお

それのある樹木を対象に撤去・更新を行っており、樹木の健

全な生育を促す空間を確保しつつ、将来の生育を考慮した

上で、可能な限り植え替えを行うこととしております。引き

続き、市民の皆様に、本事業の必要性と実施内容を丁寧に説

明しながら事業を進めてまいります。 

また、本市では、万博開催にあたって、ホストシティとし

てふさわしい街並みとなるよう、安全安心や美観向上に向

け、会場へのアクセスルートや集客エリアにおいて、街路

樹・公園樹の樹形を整える丁寧な剪定等の環境整備を進め

ているところです。 

街路樹や公園樹は、都市の景観・快適性向上や環境保全

に貢献するなど、都市の価値を高め、市民生活を支える重

要な都市インフラであることから、万博後も都市インフラ

としての安全性を確保しつつ、樹木の持つ機能・効用を最

大限に発揮できるよう、健全な保全育成に向けた検討を進

めております。 

 

【建設局 公園緑化部 緑化課】 

 

＜独自要請・新規＞ 

(15)市立斎場の安定的な運営について 

大阪市内には市立の斎場が 5 か所あるが、必要とする住

民が、長期間の待機を強いられることの無いよう、安定的

な運営と、計画的な設備の更新などを行うこと。 

 

【背景】 

首都圏を中心に、火葬を行うまでの待機日数の長期化

や、火葬料の高騰などが問題となっている。大阪市におい

ても、今後、首都圏と同様の問題が生じ、結果として住民

に負担が強いられることの無いよう、安定的な運営が図ら

れるよう、計画的な設備の更新や人材確保対策などに取り

組む必要がある。 

 

本市では、施設の老朽化と年々増加する火葬件数に対応

するため、今後の市立斎場の中長期的な整備計画である

「大阪市立斎場整備事業基本構想」を令和３年６月に策定

しました。 

「大阪市立斎場整備事業基本構想」に基づき、現在、大

阪市立小林斎場（大正区）を稼働しながら現地建替を進め

ており、火葬炉を現在の 10 基から 14 基へ増設し、令和 10

年からの供用開始を予定しています。また、その他の斎場

についても順次整備を行っていく計画としています。 

 

【環境局 総務部 施設管理課（斎場霊園）】 

 

 


